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に委託しました。 
調査団は、平成 25 年 8 月から平成 26 年 2 月までブジュンブラ共和国の政府関係者と協

議を行うとともに、計画対象地域における現地踏査を実施し、帰国後の国内作業を経て、

ここに本報告書完成の運びとなりました。 
この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に役立

つことを願うものです。 
終わりに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げま

す。 
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(1) 

要     約 

 
(1) 国の概要 

ブルンジ共和国（以下「ブ」国という）はタンガニーカ湖の水面を含めて約 2.78 万平方

キロメートルの面積を有し、人口は約 870 万人（2012 年）である。コンゴ民主共和国（以

下 DRC コンゴという）、ルワンダ共和国（以下ルワンダ国という）、タンザニア連合共

和国（以下タンザニア国という）と国境を接している東アフリカの内陸国である。国土は

西アフリカ大地溝帯に生じたタンガニーカ湖北部に位置し、同湖の北端にある標高約

800 m のルシジ平野を除き、造山運動により生じた標高 1,700 m から 2,000 m ほどの高地が

国土の大部分を占める。高地では平均気温が 23°C 程度で年間降雨量は 1,300 mm から

1,600 mm と赤道に近い割には温暖で湿潤な気候である。 
「ブ」国の 2012 年の GDP は約 25 億ドル、同年 1 人当たり GNI は 240 ドル（外務省 HP

より）である。近年 GDP は 4%前後の成長を遂げ、人口増加率は約 3.1%（2012 年）と推

定されている。 
産業別の GDP 比率は第 1 次産業が 36.4%、第 2 次産業が 22.6%、第 3 次産業が 41.0%で

ある（2011 年）。また、労働人口の 90%以上を第 1 次産業が占めており、1993 年までは

食糧の自給が行われていた。しかし、ルワンダと「ブ」国両国で多数民族のフツ族と少数

民族のツチ族が対立し、1993 年から 1998 年にわたる内戦が勃発し、この内戦勃発以降、

食糧は援助に頼っている。主要な輸出産品はコーヒー（殆どが高品質のアラビカ）及び茶

であり、それぞれ輸出総額の 61%及び 17%を占めている（2011 年）。 
「ブ」国政府は生産基盤の強化とビジネス環境の改善、経済活性化のための構造・財政

改革を継続している。政府予算については、2012 年 2 月に採択された貧困削減と成長戦略

フレームワーク (PRGSF/CSLP2) に沿った編成が行われている。また、2007 年には、東ア

フリカ共同体 (EAC) へ加盟し、東アフリカ諸国との関係強化を進めている。 
 

(2) プロジェクトの背景、経緯及び概要 

2011 年に策定された「ビジョン 2025」では 1 人当たり GDP を 2008 年の 137 ドルから

2025 年には 720 ドルに引き上げる計画を進めている。この目標実現に向け、経済成長を持

続するためのインフラ整備が必要であるとされている。またアフリカ開発銀行（以下

AfDB という）により 2009 年に策定された「ブルンジ・インフラ整備行動計画」では来る

20 年間に運輸、電力、通信インフラの不足に対処することが掲げられ、ブジュンブラ港の

整備が行動計画に含まれている。 
現在、「ブ」国の輸出入物資は道路輸送されている。その価格構成のうち、輸出品価格

のおよそ 45%、同輸入品の価格構成のおよそ 35%が輸送費用で占められており、同国の経

済成長の足枷になっている。 
さらに、タンガニーカ湖最大の船団を有するにも拘わらず「ブ」国には船舶修理施設は

存在せず、タンザニア国キゴマ港、あるいは DRC コンゴカレミエ港の船舶修理施設を利

用しているのが現状である。 



 

(2) 

この様な現状を踏まえると、「ブ」国港湾セクターの問題点は次のように集約できる。 

① ダルエスサラーム港から、鉄道及び水運を使った一貫輸送ができず、輸送コスト

が割高となっている。 
② タンガニーカ湖の沿岸港とのコンテナ輸送ができず、効率の悪い貨物輸送を余儀

なくされている。 
③ タンガニーカ湖で最大規模を有する船団を国外で修理せざるを得ないため貴重な

外貨が流出する。 

上述の現状を踏まえ、2011 年ブルンジ国港湾セクターマスタープラン調査（以下 MP 調

査という）が行われた。MP 調査の結果を踏まえ、「ブ」国政府は 2012 年 8 月、コンテナ

ターミナルの建設及び船舶修理施設、港内浚渫、排水路の移設、ブルンジ海事・港湾・鉄

道公社（以下港湾公社という）への技術支援を我が国政府に要請した。なお、要請金額と

その内容は次のとおりである。 

 要請金額：24.0 億円 

 要請内容： 

1) コンテナターミナルの建設（2 バース、延長 2 × 80＝160 m、エプロン幅 30 m、

コンテナヤード 44,000 m²、港内道路幅員 20 m） 
2) 船舶修理施設（引揚げ船台 対象船舶延長 60 m） 
3) 港内浚渫（浚渫量 20,400 m³） 
4) 排水路の移設（延長 1,245 m） 
5) 港湾公社への技術支援 

 
(3) 調査結果の概要とプロジェクトの内容 

上記の要請内容に対して、日本国政府は準備調査を実施することを決定し、以下のとお

り調査団を現地に派遣した。 

現地調査 ：平成 25 年 8 月 2 日～9 月 22 日 
概要説明調査 ：平成 26 年 2 月 22 日～3 月 1 日 

要請コンポーネントについては、当初要請では MP 調査で提言したコンテナ荷役機械の

整備が含まれていなかったことから、事業効果の発現のためには荷役機械の整備も必要と

考えられるのでその必要性を確認した。また、浚渫は単独のコンポーネントとなっていた

が、コンテナターミナル建設の 1 アイテムということで整理した。その結果、要請コンポ

ーネント及び優先順位は次のとおりとなった。 

① コンテナターミナル建設（浚渫含む） 
② 船舶修理施設 
③ 排水路の移設 
④ コンテナ荷役機械 

 



 

(3) 

なお、既述要請内容のうち、港湾公社への技術支援については本事業で建設あるいは調

達する供与施設・機材を活用した活動の始動をスムーズに行うために必要な最小限の協力

に留めた。 
現地調査ではブジュンブラ港の施設や荷役の現況、港湾コンセッショネアの運営現況と

運営計画、「ブ」国籍貨物船等の運航現況を調査するとともに、自然条件調査及び環境関

連調査を実施した。その結果、コンテナターミナルは「ブ」国輸出入物資の輸送コストを

削減するために必須な施設であり、船舶修理施設はタンガニーカ湖最大の船団を誇る「ブ」

国籍船舶の航行の安全向上に寄与する施設であることから、いずれも「ビジョン 2025」の

実現に寄与するもの考えられ、排水路の移設についてはコンテナターミナル及び船舶修理

施設の水深維持に欠かせないコンポーネントと判断した。また、事業実施サイトは有害な

重金属や PCB 類には汚染されていないことが現地調査により確認され、これを受けて事業

実施に関わる環境レポートが港湾公社より提出され、環境・水資源・土地・都市計画省

（以下、環境省という）より事業実施に関わる承認が得られた。 
同調査結果に基づき、計画対象コンポーネントの精査、必要となる施設改修の規模・仕

様、それらの概略設計、施工計画の検討、概算事業費積算等の総合的な検討を行い、概要

説明調査団を上記の期間「ブ」国に派遣し、概略設計内容及び「ブ」国側による負担事項

について協議・確認し、合意を得た。また、コンテナターミナルが完成する迄にコンテナ

荷役機械を「ブ」国側が調達することを文書で確認したため、コンテナ荷役機械の調達に

ついては本事業より外した。 
コンテナターミナルについては、コンテナ船 2 隻の同時係留が可能な延長 160 m の岸壁

とコンテナモービルクレーンが荷役可能な幅員 30 m のエプロンを建設するするものとし、

その背後にリーチスタッカーによる荷役作業を想定したコンテナ蔵置ヤードを計画した。

なお、コンテナ荷役に必要なこれらの機械は、上述のように「ブ」国側がコンテナターミ

ナル完成までに調達することになった。また、船舶修理施設については、1,000 重量トン

貨物船の修理が可能な上下架装置と各種工作機械を備えた修理工場等を建設する計画とし

た。 
現地調査及び概要説明調査の結果、協力対象事業の概要は下表のとおりとなった。 
 

協力対象事業の概要 

施設名 構造細目・内容 
コンテナターミナル建設 
・泊地の浚渫 
・コンテナ埠頭整備 
・エプロン整備 

- 係留岸壁長 175 m 
- コンテナヤード舗装面積 34,660 m2 
- 雨水排水側溝 865 m 
- 港内道路 733 m 
- 泊地水深 −4.5 m 
- 浚渫 47,100 m3 

船舶修理施設 - 斜路 L = 132 m、W = 20 m 
- 引揚げ船台 L = 44.9 m、W = 6.35 m 
- 修理工場の建築施設（事務所、作業員詰所、電気設備など） 

排水路の移設 - L = 1,200 m（濾過機能を持たせるため底面は玉石で被覆） 



 

(4) 

また、主要調達機材は次表のとおりとなった。 
 

主要調達機材 

機材名 主な仕様、台数 使用目的
修理工場内工作機械 天井クレーン：2台

旋盤：1台
フライス盤：1台
直立ボール盤：1台

修理工場内での運搬、組立、各種加工、製作に用い
る。

エアーコンプレッサー 吐出空気量：6.5㎥/min
1台

圧縮空気の使用は修理施設全域で必要となるため、固
定式スクリューコンプレッサーを設置し施設内各域へ
配管を敷設して工場へエアーを供給する。

ポスト式ジブクレーン クレーン容量:3トン-20mR
1台

船舶上架装置の斜路側岸壁陸上部平坦部に設置し、船
舶部材の運搬に用いる。

ラフテレーンクレーン クレーン容量:30トン-3mR
1台

ジブクレーンの可動範囲外の場所に於いて船舶部材の
運搬に用いる。その他、港内に於いて迅速に移動して
重量物の上げ下げに対応できる。

非常用発電機 定格出力：125KVA
定格電圧：200～220V
定格電流：350～370A
1台

外部からの電力供給が不安定なため非常用発電機を設
置し、停電時に各施設への電力を供給する。

 
 

(4) プロジェクトの工期及び概略事業費 

本協力対象事業を実施する場合に必要となる「ブ」国側負担金額は 141.8 百万 BIF（約

9.15 百万円）と見積られる。また、本計画の全工期は 28 カ月で、詳細設計及び入札工程

に 9 カ月、施工・調達に 19 カ月を要するものと計画された。 
 

(5) プロジェクトの評価 

妥当性 

「ブ」国の輸出入物資の占める輸送コスト割合は輸入、輸出でそれぞれ 35%、45%であ

り、生活物資の大部分を輸入に依存し、かつ、輸出総額に占めるコーヒーと紅茶の割合が

大きい「ブ」国にとって、輸送コストの削減は経済成長を促進するために喫緊の課題であ

る。このため、コンテナターミナルの建設によりコンテナの湖上輸送を促進し輸送コスト

を削減することは「ビジョン 2025」で目標とする 1 人当たり GDP を 2008 年の 137 ドルか

ら 2025 年には 720 ドルに引き上げるために欠かせない事業である。また、事業実施によ

り生活物資価格の削減が実現できることから裨益効果は全国民に及ぶ。 
また、船舶修理施設の建設はタンザニア国あるいは DRC コンゴの修理施設を使って修

理しているタンガニーカ湖最大の船団を自国内で修理できることになり、外貨支出の削減

が可能になるともに、雇用機会の増大と技術能力の向上が可能になり、「ブ」国経済の自

立支援に資することができる。 
 



 

(5) 

有効性 

定量的効果 

定量的効果はブジュンブラ港の貨物取り扱い能力の向上及び鉄道輸送とキゴマ港経由湖

上輸送によるダルエスサラーム港とブジュンブラ港との間のコンテナ輸送コストの削減額、

ブレイクバルク貨物のコンテナ化によるムプルング港とブジュンブラ港とのコンテナ貨物

の湖上輸送の増加、「ブ」国籍船舶の自国内における修理席数で示される。 
 

定量的効果一覧 

指標名 
基準値 

（2012 年） 
目標値（2020 年 

【事業完成 4 年後1】） 
取扱貨物量（1,000 トン/年） 122.8 296.1 
ダルエスサラームからブジュンブラまでの 40
フィートコンテナ輸送コスト（ドル/Box） 

5,300 
（道路輸送） 

4,497 
（タンザニア鉄道＋湖上輸送） 

ムプルング港経由コンテナ貨物 (TEU) 0 9,325 

「ブ」国における年間船舶修理隻数 
なし 

大規模修理：5 隻 
小規模修理：18 隻 

 
定性的効果 

定性的効果は次のとおりである。 

1) ブジュンブラ港における取扱貨物の多くがコンテナ化されることにより、荷役効

率が向上する。 
2) 「ブ」国籍船舶の引揚げ船台での定期検査と修理が可能になり、湖上輸送の安全

性及び安定性が向上する。 
3) 排水路整備により港内に土砂が堆積しなくなり、港内水深の維持が容易になる。 
4) 船舶修理施設の稼働により、自国籍船舶のみならずタンザニア国や DRC コンゴ、

ザンビア共和国籍船舶の修理が可能になり、雇用機会が増える。 

                                                        
1 AfDB の協力によるザンビア共和国のムプルング港のコンテナ化が 2020 年に始まる予定であるため、そ

れを成果指標の一つとすべく目標年次を事業完成 4 年後の 2020 年とした。 
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1-1 

第1章 プロジェクトの背景・経緯 

1-1 当該セクターの現状と課題 

1-1-1 現状と課題 

(1) ブジュンブラ港の概要 

1) ブジュンブラ港の施設の概要 

ブジュンブラ港はタンガニーカ湖の北東端にあり、西側に防波堤で守られた港口があり、

東西方向に港内水域が配置されている。次ページの図で黄色の線で囲まれた範囲が港湾用

地で、港内水域を含めた面積は約 0.33 km²である。用地の南側に一般貨物埠頭と倉庫、修

理工場・事務所、管理棟、ゲート等の荷役施設や管理施設が配置され、用地の北側は「コ

ンテナバース」と呼ばれる三角形状の埠頭と北側防波堤に沿ってオイルバースが配置され

ている。ただし、後述するように「コンテナバース」では荷役は行われていない。なお、

港湾用地の東端は保税フェンスの外側になっており、本邦無償資金協力によるブジュンブ

ラ市道路整備工事が行われた時には現場事務所や資材置き場、プラント仮設地として使わ

れた。 
すべての車両は南東端の入り口ゲートから港湾区域に入り、南西端に近い出口ゲートか

ら出る。管理棟に隣接してトラックスケールがあり、すべての貨物車両と国境を越えて通

行する車両の重量検査が行われている。また、南西端にはコンテナ蔵置ヤードを兼ねた野

積み場が設けられている。 
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図 1-1 ブジュンブラ港既存施設 

 

一般貨物用埠頭は延長 400 m で、7.5 m のレールゲージを持つ標準的な 4 基の軌条式 5
トン吊りジブクレーンが設置されている。これらクレーンのメンテナンスは良好である。

岸壁はドライ施工で造られたコンクリートブロック構造である。天端高は EL+777.0 m で

タンガニーカ湖の過去 85 年の既往最高水位 EL+777.07 m（1964 年）とほぼ同じ高さであ

る。また、岸壁前面の設計高さは EL+769.0 m であるが、2009 年の浚渫工事で掘り残され

たため現状の高さは EL+770.0 m 以上と設計高さより 1 m 以上高くなっていて、MP 調査時

の湖面水位 EL +773.8 m、本準備調査時の EL+774.00 に対して岸壁前面の水深は 3.8 m～

4.0 m 以下となっている。また、市街地から港内に流入する排水に含まれる土砂などによ

り港内水域の奥部も EL+770.0 m 以上と浅い。なお、年間の水位変動は約 80 cm と小さい

が、既往最低水位は EL+772.83 m（1950 年）であり、経年変化を見ると 85 年間の既往最

高水位と最低水位の差は 4.24 m に達する。 
一般貨物埠頭岸壁に沿ってそれぞれ 2,000 m2の面積を有する 4 つの倉庫が建てられ、No. 

1 倉庫は港内泊地の奥に、No. 2 ～No. 4 倉庫は岸壁に平行に 30 m のエプロンを介して建

てられている。No. 1 倉庫は輸出用コーヒー豆の専用倉庫であり、No. 2 倉庫では一般貨物、

No. 3 倉庫では輸入袋詰め砂糖や食塩等、No. 4 倉庫では輸入袋詰めセメントが取り扱われ

ている。No. 3 と No. 4 倉庫に隣接して三角形の舗装されたスペースがあり、貨物を搬出す

るトラックの駐車場あるいは貨物積み替え用区域として使われている。 
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防波堤
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「コンテナバース」の岸壁延長は 100 m である。岸壁はドライ施工で造られたコンクリ

ートブロック構造であるが、天端高は EL + 777.50 m と一般貨物埠頭岸壁より 50 cm 高く、

岸壁前面の高さは一般貨物埠頭岸壁と同じ EL + 769.0 m である。「コンテナバース」には

50 トン吊りのデレッククレーンが設置されている。しかし、このデレッククレーンは動作

が極めて遅く、かつ、コンテナスプレッダーを装着していないことに加えて固定式のため

本船をクレーン位置まで移動させなければならず、スピードを必要とするコンテナ荷役作

業には適さない。また、キゴマ港のコンテナ荷役が停止して以来、実際にはコンテナ荷役

は行われていない。一方、岸壁にはオイルバージ、観光・調査船などが係留されており、

また、エプロンでは小型船が建造され、デレッククレーンで吊り降ろして進水させた後、

艤装のため岸壁が使われることがある。 
オイルバースは北側の外防波堤にパイプラインを配して設けられており、埠頭の延長は

150 m とされている。港湾用地フェンス外側には 10 基余りのオイルタンクを有する民間の

油槽所が 2 カ所あり、オイルバースからこれらの油槽所に燃料油を送ることができる。し

かし、現在ではダルエスサラームからキゴマへブルンジ共和国（以下、「ブ」国という）

向け液体燃料の鉄道輸送が行われていないため、オイルバースは使われていない。［ブ］

国籍オイルバージ 2 隻は、現在、キゴマ港からコンゴ民主共和国（以下、｢DRC コンゴ｣と

いう）のカルンド港へ同国の燃料油を輸送している。 
港湾施設のほとんどは 1960 年以前に完成したものだが、比較的良好な状態で維持され

ており現在でも使用されている。図 1-2 に主要港湾施設の配置を示した。 
 

 

図 1-2 ブジュンブラ港の主要港湾施設配置図 

 
ブジュンブラ港の港内水域は一般貨物埠頭と「コンテナバース」の間で狭くなった部分

を境に外部水域と内部水域に分かれている。外部水域は北側外防波堤と南側防波堤に囲ま

れた水域で、正午から夕刻にかけて吹く南風により生じた波浪で高さ 1 m 程度の波浪が進

入し、荒れることが多い。この水域の南側には軍の桟橋があり軍艦が係留されている。北

側には外防波堤にオイルバースが設けられている。内部水域は「コンテナバース」により

遮蔽されているため平穏な水域が形成され、一般貨物埠頭岸壁で本船荷役が行われている

ほか、「コンテナバース」岸壁には観光・調査船などが係留され、最奥部には修理を必要
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とするバージが係留されている。本事業で計画されているコンテナターミナルの岸壁は内

部水域の北側、現在は草地として放置されている陸域に建設される。 
 

 

図 1-3 ブジュンブラ港の水域 

 
ブジュンブラ港には船舶修理施設はない。ブジュンブラ港に登録されている船舶はタン

ザニア連合共和国（以下タンザニア国という）キゴマ港の船台または DRC コンゴのカレ

ミエ港のドライドックで修理されてきた。 
キゴマ港ではタンザニア港湾局 (TPA) キゴマ事務所が横引きタイプの船台を 1 基所有

している。この船台は船舶の修理のため 1912 年に構築され、最大 70 m までの船を修理で

きる。他国籍の船舶もこの船台で修理できるが、船台使用が立込んだ場合はタンザニア国

船籍の船に優先権が与えられる。エンジン、補助機関、機器、付属品修理のためのワーク

ショップは船台の背後にあり、旋盤など機械工具が配備されている。 
カレミエ港には幅 21 m 長さ 120 m、深さ 7 m のドライドックがあり、ゲートは手作業で

開閉するようになっている。しかし、作業場の工具や機械は非常に古く、適切なメンテナ

ンスが行われていないため使用できない。このため、「ブ」国籍船舶がカレミエ港で修理

を行う場合には資機材と技能工を派遣して行っている。また、港には 1930 年～1931 年に

かけて設置された勾配が 6 度、レール幅 5 m、長さ 130 m の船台もあるが、船台引き揚げ

用ウインチが除去されたため、過去 30 年間使用されていない。 
 
(2) 港湾取扱貨物量 

砂浜を利用した小規模な荷役はあるものの、その周辺国を含めタンガニーカ湖で最も整

備された港湾施設を有するブジュンブラ港が「ブ」国港湾荷役の大部分を占め、ザンビア

共和国（以下ザンビア国という）（ムプルング港）とタンザニア国（キゴマ港及びカサン

ガ港）、DRC コンゴ（カレミエ港）との貨物輸送の中核を担っている。ブジュンブラ港の

輸入貨物取扱量の推移は下に示すとおりである。 
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出典：EPB、GPSB 

図 1-4 ブジュンブラ港仕出し港別輸入貨物取扱量の推移 

 
上の図で明らかなように、2001 年以降、取扱貨物量のピークは 2003 年の 152,000 トン

にあり、一度大幅に減少した後、2011 年に 141,000 トンに回復している。また、キゴマ

港・カサンガ港からの輸入貨物が減少し、これに代わりムプルング港からの輸入が増え、

現在では DRC コンゴからの輸入貨物はほとんどないに等しい。 
また、ダルエスサラーム港における「ブ」国の輸出入別の通過ドライ貨物の推移をその

うちに占めるコンテナ貨物とともに図 1-5 に示した。この図から、ダルエスサラーム港を

通過する「ブ」国向け輸入貨物（食料品、日用品、資材等、ただし液体貨物を除く）はお

おむね増加傾向にあると考えられ、特にコンテナ貨物は一貫して増加していることが分か

る。一方、輸出ドライ貨物（主にコーヒー）はほぼ全量がコンテナ化され、輸出量は 2007
年の水準に達していない。 
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出典：TPA 

図 1-5 ダルエスサラーム港におけるブルンジ通過コンテナ貨物の推移 

 
また、ダルエスサラーム港から「ブ」国向け輸入貨物の輸送モードは下に示すとおりで

ある。鉄道輸送 (Tanzania Railway Limited: TRL) がほぼ皆無に近くまで減少し、道路輸送

が 2009 年以来大きく伸びている。 
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出典：TPA 

図 1-6 ダルエスサラーム港ブルンジ向け輸入通過貨物の推移 

 
これらのことから、ブジュンブラ港がかつて取り扱っていた貨物の多くはダルエスサラ

ーム港から鉄道 (TRL) でキゴマ港に運ばれ、そこから船で運ばれてきた輸入貨物であっ

たこと、しかし、道路の整備が進む一方、鉄道輸送が衰退するにしたがい、現在ではダル

エスサラーム港経由で「ブ」国に入る大部分の輸入貨物はブジュンブラ港を経由せず、ト

ラック輸送で「ブ」国に運ばれていることが明らかである。 
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(3) ブジュンブラ港の課題 

ダルエスサラームとキゴマ間の鉄道輸送は衰退したとはいえ、ダルエスサラームからブ

ジュンブラへのルート別輸送コストは表 1-1 に示すとおりである。 
 

表 1-1 ルート別輸送コスト（ダルエスサラーム～ブジュンブラ間）2
 

輸送経路

鉄道 道路 湖上
ダルエスサラーム　-　キゴマ
-ブジュンブラ

1,255km 175km 1,400km

20ft コンテナ (USD) 1,696 684 2,380 3,970
40ft コンテナ (USD) 3,299 1,198 4,497 4,760

ダルエスサラーム　-　ブジュン
ブラ

1,614km 1,614km

20ft コンテナ (USD) 3,000 3,000 5,430
40ft コンテナ (USD) 5,300 5,300 5,630

ダルエスサラーム　-　ルサカ
-ブジュンブラ

999km 659km 1,658km

20ft コンテナ (USD) 1,350 1,225 2,575 5,010
40ft コンテナ (USD) 2,626 2,164 4,790 5,300

総距離
コスト合計

輸送モード別距離
輸送コスト

港湾公社情
報によるコ

スト

 
注 1 ダルエスサラーム～キゴマ間の鉄道輸送コストは MP 調査よりトン当たり 116 ドルとした。 
注 2 キゴマ～ブジュンブラ間の湖上輸送コストは MP 調査よりトン当たり 12 ドルとして、TPA の

2012 年タリフを加えた。 
注 3 ダルエスサラーム～ブジュンブラ間の 20 ft コンテナと 40 ft コンテナ道路輸送コストは現地

海貨業者より得た。 
注 4 TEU 当たりの貨物トン数は TPA 統計より 12.32 トンとした。 
注 5 20 ft コンテナ 40 ft コンテナの空コン重量はそれぞれ 2.3 トン、3.8 トンとして鉄道輸送コス

トに加えた。 
注 7 港湾公社からのコスト情報は 2013 年 12 月に得られた。 
注 8 キゴマ港及びブジュンブラ港のタリフは TPA の 2012 年タリフを使った。 

 
現在、「ブ」国の輸出入物資は道路輸送されている。その価格構成のうち、輸出品価格

のおよそ 45%、同輸入品の価格構成のおよそ 35%が輸送費用で占められており、同国の経

済成長の足枷になっている。現在、TPA によるコンテナ・ブロック・トレーン運行が検討

され、世界銀行などによる TRL 鉄道のリハビリにかかわる資金援助が具体化されてきてい

る。このような状況の中で、ブジュンブラ港のコンテナターミナル整備は、「ブ」国の輸

入物価を下げて社会の安定に寄与するだけではなく、輸出に占める輸送コストの削減を通

して輸出競争力を強め同国の利益を拡大することに繋がるものと判断できる。 
また、2020 年からザンビア国ムプルング港の貨物取り扱いが漸次コンテナ化されれば、

2020 年には下表のように両港合わせた荷役料 43.24 ドル／トンが平均して 38.38 ドル／ト

ンに 4.9 ドル／トン削減されるもの推定され、「ブ」国の輸入物資の価格削減に資するも

のと考えられる。 

                                                        
2 20 フィートコンテナ輸送費がブルンジ海事・港湾・鉄道公社（BMPRA、港湾公社）の情報より安価に

なっているのは、貨物トン数を平均値の 12.32 トン／TEU を採用しているためで、実際には 20 フィート

コンテナには重い貨物を積み込んでいるので BMPRA の情報に近い価格設定となっているものと推測され

る。しかしながら、全体としての便益は 20 フィート、40 フィートコンテナの平均値で求めて問題はない。 
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表 1-2 ムプルング港経由貨物の荷役料削減 

コンテナ化が進
まない場合

コンテナ化が進
んだ場合

備考

一般貨物(1,000トン） 132.2 59.8
コンテナ貨物（1，000トン） 0 72.4

一般貨物荷役料(ドル/トン)
コンテナ貨物荷役料(ドル/トン）

両港合計総荷役料（ドル） 5,716,328 5,073,377
同上平均荷役料（ドル/トン） 43.2 38.4
トン当たり削減額（ドル） 4.9

21.6
17.2

TPA2012年タリフに準じた
20ftコンテナ、14.8トン/TEUを想定

 
 
さらに、タンガニーカ湖最大の船団を有するにも拘わらず「ブ」国には船舶修理施設は

存在せず、タンザニア国キゴマ港、あるいは DRC コンゴカレミエ港の船舶修理施設を利

用しているのが現状である。 
このような現状を踏まえると、「ブ」国港湾セクターの問題点は次のように集約できる。 

① ダルエスサラーム港から、鉄道及び水運を使った一貫輸送ができず、輸送コスト

が割高となっている。 
② タンガニーカ湖の沿岸港とのコンテナ輸送ができず、効率の悪い貨物輸送を余儀

なくされている。 
③ タンガニーカ湖で最大規模を有する船団を国外で修理せざるを得ないため貴重な

外貨が流出する。 
 
1-1-2 開発計画 

(1) 国家計画 

2011 年に策定された「ビジョン 2025」では 1 人当たり GDP を 2008 年の 137 ドルから

2025 年には 720 ドルに引き上げる計画を進めている。この目標実現に向け、経済成長を持

続するためのインフラ整備が必要であるとされている。また AfDB により 2009 年に策定さ

れた「ブルンジ・インフラ整備行動計画」では来る 20 年間に運輸、電力、通信インフラ

の不足に対処することが掲げられ、ブジュンブラ港の整備が行動計画に含まれている。 
「ブ」国運輸セクターに係わる行動計画の基本的な目的は「ブ」国全体の経済発展に資

する輸送コストの削減と国内外市場へのアクセスの改善であり、道路と空港の整備に加え

て TRL 鉄道延伸の可能性調査が計画されている。道路整備については総延長 1,950 km の

国道を 2020 年までに全線舗装し、地方道路については総延長を 2009 年時点の 650 km か

ら 2030 年までに 1,650 km 程度にする計画であり、支線道路についても大幅な整備が計画

されている。これらの計画を実施することにより、トン・km 当たり 0.13 ドル以上の輸送

コストが 0.08 ドル程度になり、ケニア共和国（以下ケニア国という）あるいはタンザニア

国の港湾から需要家に運ぶ肥料の輸送コストでは現在のトン当たり 230 ドルが 100 ドル近

くまで下がるものと推算されている。 
空港の整備については、ブジュンブラ国際空港の拡張と近代化が計画されており、観光

客の誘致と高価な国内産品の欧州や中東市場向け輸出を目指している。また、TRL 鉄道延

伸については「ブ」国、ムソンガティからニッケル鉱を輸出する目的であり、ニッケル鉱
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輸出が実現しない場合には鉄道の延伸はできないものと考えられている。 
ブジュンブラ港整備についてはダルエスサラームとキゴマ間の鉄道輸送の復興を前提と

して、荷役機械と港湾施設のアップグレードがアクションプランとされ、この実施に 2011
年から 2013 年にかけて約 15 億ドルの投資が必要とされ、次の 10 年間にさらに 15 億ドル

の投資が必要とされている。 
 

(2) ブルンジ港湾セクター開発計画 

2011 年から 2012 年にかけて実施された「ブルンジ国港湾マスタープラン調査（MP 調

査）」はブジュンブラ港の需要予測がタンザニア国内の輸送網、特に TRL の稼働状況によ

り大きく左右されることから「タンザニア全国物流マスタープラン調査」と平行して実施

された。 
MP 調査においてはブジュンブラ港とルモンゲ港との役割分担を確認した上で、前者で

はタンザニア国キゴマ港及びザンビア国ムプルング港との間の国際湖上輸送に従事する貨

物船とオイルバージを対象にした開発計画が策定され、後者では主に DRC コンゴとの貿

易に従事する小型貨物船を対象にした開発計画が策定された。 
 
(3) ブジュンブラ港開発計画 

MP 調査の結果、ブジュンブラ港の整備は次のように進めるべきことが結論された。 

① コンテナ貨物需要に対応するため新たにコンテナターミナルを建設する。 
② 既存の一般貨物用埠頭は十分な延長があるので、ブレイクバルク貨物埠頭を新た

に建設する必要はない。 
③ コンテナターミナルは内部水域、一般埠頭岸壁の対岸に建設する。 
④ 船台は内部水域の奥に建設するのが望ましい。 

また、MP 調査の結果を受け、次の事項が提言された。 

① 港内水域が次第に浅くなっていくのを防ぐため、現存の雨水排水溝を移設すべき

である。 
② タンザニア鉄道の復興による取扱コンテナの増加に対応するため、コンテナ埠頭

とコンテナヤードを建設すべきである。 
③ 「ブ」国籍船舶の点検・修理のために船台、ワークショップ、その他付帯設備で

構成される船舶修理施設を整備すべきである。 

また、2015 年次を目標とした短期整備計画として次の施設を整備することが結論づけら

れた。 

① 雨水排水路の移設 
② コンテナターミナルの建設 
③ 船舶修理施設の建設 
④ 既存の一般貨物埠頭の修復 
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1-1-3 社会経済状況 

「ブ」国の 2012 年の GDP は約 25 億ドル、同年 1 人当たり GNI は 240 ドル（外務省 HP
より）である。近年 GDP は 4%前後の成長を遂げ、人口増加率は約 3.1%（2012 年）と推

定されている。 
産業別の GDP 比率は第 1 次産業が 36.4%、第 2 次産業が 22.6%、第 3 次産業が 41.0%で

ある（2011 年）。また、労働人口の 90%以上を第 1 次産業が占めており、1993 年までは

食糧の自給が行われていた。しかし、ルワンダと「ブ」国両国で多数民族のフツ族と少数

民族のツチ族が対立し、1993 年から 1998 年にわたる内戦が勃発し、この内戦勃発以降は

食糧援助に頼っている。主要な輸出産品はコーヒー（殆どが高品質のアラビカ）及び茶で

あり、それぞれ輸出総額の 61%及び 17%を占めている（2011 年）。 
「ブ」国政府は生産基盤の強化とビジネス環境の改善、経済活性化のための構造・財政

改革を継続している。政府予算については、2012 年 2 月に採択された貧困削減と成長戦略

フレームワーク (PRGSF/CSLP2) に沿った編成が行われている。また、2007 年には、東ア

フリカ共同体 (EAC) へ加盟し、東アフリカ諸国との関係強化を進めている。 
AfDB によれば3、2011 年最終四半期のインフレーションが 10%以上になったにも拘わら

ず、世界的な食糧需要の増加と燃料の高騰により、「ブ」国の 2011 年経済成長率は予測

を下回る 4%となっている。また、法制度の不備と政治的不安定、治安の悪さに起因して、

2011 年には構造改革と経済再生、貧困撲滅に関係した施策の執行は不十分に終わっている。

一方、無料初等教育と妊婦と 5 歳以下の幼児の健康管理が功を奏し、教育と保健分野では

良い結果を残している。なお、2011 年の政府財政に占める援助比率は 53.5%である。 
 
1-2 無償資金協力の背景・経緯及び概要 

既述したように、2011 年から 2012 年にかけ MP 調査が行われ、この結果を受けて「ブ」

国政府は我が国政府に対して 2012 年 8 月以下の無償資金協力を要請してきた。 

① 要請金額：24.0 億円 
② 要請内容： 

 コンテナターミナルの建設（2 バース、延長 2×80＝160 m、エプロン幅 30 m、

コンテナヤード 44,000 m2、港内道路幅員 20 m） 
 港内浚渫（浚渫料 20,400 m3） 
 船舶修理施設（引揚げ船台対象船舶延長 60 m） 
 排水路の移設（延長 1,245 m） 
 港湾公社への技術支援 

上の要請を受けて、要請内容の確認と本事業が環境に及ぼす影響などを調査するため

JICA は 2013 年 6 月予備調査を実施した。その結果、コンテナ荷役機械の調達が無償資金

協力で可能かどうかを準備調査で検討することになった。2013 年 8 月に準備調査が実施さ

れ、再度要請内容の確認を行った結果、港湾公社への技術支援は本事業で調達される施設

の初期操作指導に限られることで合意された。概略設計と概略事業費の積算を終えた 2014

                                                        
3 Ecoonmic Outlook Burundi 2012 



 

1-11 

年 2 月に準備調査結果の概要説明調査を実施し、「ブ」国運輸省と港湾公社に調査結果を

説明し、「ブ」国側に無償資金協力に伴う負担事項を説明・協議を行い確認した。その結

果、コンテナ荷役機械の調達は「ブ」国が責任を持って本事業の完成までに行うことが文

書により約束されたため、コンテナ荷役機械の調達は本無償資金協力事業からは外すこと

になった。 
従って、ブジュンブラ港改修計画にかかわる無償資金協力による実施事業は次のとおり

となった。 
 

表 1-3 協力対象事業の概要 

施設名 構造細目・内容 
コンテナターミナル建設 
・泊地の浚渫 
・コンテナ埠頭整備 
・エプロン整備 

- 係留岸壁長 175 m 
- コンテナヤード舗装面積 34,660 m2 
- 雨水排水側溝 865 m 
- 港内道路 733 m 
- 泊地水深−4.5 m 
- 浚渫 47,100 m3 

船舶修理施設 - 斜路 L = 132 m、W = 20 m 
- 引揚げ船台 L = 44.9 m、W = 6.35 m 
- 修理工場の建築施設（事務所、作業員詰所、電気設備など） 

排水路の移設 - L = 1,200 m 
（濾過機能を持たせるため底面は玉石で被覆） 

 
また、主要調達機材は次表のとおりとなった。 
 

表 1-4 主要調達機材 

機材名 主な仕様または構成 使用目的 台数
天井クレーン 定格荷重：5トン

クレーンスパン：10m
修理工場内での重量物の運搬、機械の組
立、鉄鋼材の組立等に用いる。

2

旋盤 加工径：76mm
センター間距離：2000mm

舶用機器修理部品及び各種部材の丸物加
工、製作、ねじ切り等に使用する。

1

フライス盤 テーブル作業面：1100mm×
280mm

各種部材の平面加工、溝加工及び整形加
工に使用する。

1

直立ボール盤 鋼材穴あけ能力：鋼40mm、
鋳鉄50mm

工場内において各種部材への穴あけ、ね
じ切り等に使用する。

1

エ ア ー コ ン プ
レッサー

吐出空気量：6.5㎥/min 圧縮空気の使用は修理施設全域で必要と
なるため、固定式スクリューコンプレッ
サーを設置し施設内各域へ配管を敷設し
て工場へエアーを供給する。

1

ポスト式ジブク
レーン

クレーン容量　3トン-20mR 船舶上架装置の斜路側岸壁陸上部平坦部
に設置し、船舶部材の運搬に用いる。

1

ラフテレーンク
レーン

クレーン容量　30-トン3mR ジブクレーンの可動範囲外の場所に於い
て船舶部材の運搬に用いる。その他、港
内に於いて迅速に移動して重量物の上げ
下げに対応できる。

1

非常用発電機 定格出力：125KVA
定格電圧：200～220V
定格電流：350～370A

外部からの電力供給が不安定なため非常
用発電機を設置し、停電時に各施設への
電力を供給する。

1

 



 

1-12 

1-3 我が国の援助動向 

「ブ」国の運輸交通分野における我が国無償資金協力の実績を表 1-5 に、技術協力・有

償資金協力の実績を表 1-6 に示した。この分野における我が国の技術協力はブジュンブラ

港のマスタープラン及び短期整備計画を策定した MP 調査である。 

 

表 1-5 我が国無償資金協力実績（運輸交通分野） 

単位：億円 
実施年度 案件名 供与限度額 概要 
2009 年 公共輸送改善計画 11.04 公共交通公社のバス運行を改善するための新

規車両や修理機材の調達 
2010 年～

2014 年 
ブジュンブラ市内交

通網整備計画 
27.00 環状線および国際南北幹線道路計 4.4 km の道

路整備と交差点、歩道、街灯などの設置 

 

表 1-6 我が国の技術協力・有償資金協力の実績（運輸交通分野） 

協力内容 実施年度 案件名／その他 概要 
開発計画調査

型技術協力プ

ロジェクト 

2011 年～

2012 年 
ブルンジ国港湾マ

スタープラン調査 
港湾機能を強化し、経済活動の活性化を図る港湾

施設整備のための、ブジュンブラ港およびルモン

ゲ港の整備を中心とするマスタープラン調査 
 

1-4 他ドナーの援助動向 

「ブ」国の運輸交通分野における他ドナーの援助動向を表 1-7 に示した。ブジュンブラ

港については、2009 年ベルギー政府が市街地排水路から流入する土砂やゴミで浅くなった

港内水域の浚渫に無償資金を提供している。 
 

表 1-7 他ドナー国・国際機関の援助実績（運輸交通分野） 

単位：千 USD 
実施年度 機関名 案件名 金額 援助形態 概要 
2004 年

~2013 年 
世界銀行 道路セクタープロジェクト 51,400 無償 優先道路網のリハビリおよび就業

支援、維持能力向上 
2007 年

~2010 年 
AfDB ヌヤミタンガ～ルフワ～ヌ

テンデジ～ムウィタゾ道路 
150,000 無償 ルワンダ～ブルンジ両国へのアク

セス向上と地域統合をはかる目的

で実施する国境道路の整備 
2009 年 ベルギー技

術協力機構 
ブジュンブラ港浚渫工事 1,600 無償 土砂の流入などにより浅くなった

港内水域の浚渫工事 
2010 年 AfDB ダルエスサラーム～イサカ

～キガリ/ケザ～ムソンガ

ティ鉄道プロジェクト 

8,150 技術協力 タンザニア、ブルンジ、ルワンダ

を結ぶ鉄道の PPP 事業化を目的と

した制度上の枠組み構築調査 
2010 年

~2013 年 
AfDB ヌゴジ～ヌヤンガング道路

改修プロジェクト 
36,000 無償 地方へのアクセス向上を図る目的

で建設するブルンジで第 2、第 3
に大きな都市を結ぶ道路整備 

2011 年

~2013 年 
AfDB ギテガ～ヌヤングング～ヌ

ゴジ道路フェーズ II  
67,230 無償 上記プロジェクトの継続 
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第2章 プロジェクトを取り巻く状況 

2-1 プロジェクトの実施体制 

2-1-1 組織・人員 

「ブ」国のプロジェクト実施機関はブルンジ海事・港湾・鉄道公社（以下、港湾公社と

いう）である。港湾公社は運輸大臣の直轄組織であり、2011 年 10 月に設立、2012 年に活

動を開始した新しい組織である。現在の組織は図 2-1 に示すとおりである。職員数は 2013
年で 22 名であり順次増員する計画である。港湾公社の主な業務はタンガニーカ湖及び北

部の湖沼の水上交通と主要な港湾の管理であるが、タンザニア国からの鉄道延伸に備えて

鉄道にかかわる計画も所轄している。また、各ゾーンに支所を置いている。 
ブジュンブラ港のオペレーションはグローバル・ポート・サービス・ブルンジ（GPSB、

以下コンセショネアという）が運輸省とコンセッション契約を結び 2013 年 1 月から行っ

ている。図 2-2 に示したように GPSB も運輸大臣の直轄組織となっているが、コンセッシ

ョン契約には港湾公社が GPSB を指示・監督する権限を有していることが明記されている。

このため、本事業実施によって完成するコンテナターミナルの運営についてもコンセッシ

ョン契約に基づき港湾公社が GPSB に対して適切な指示・監督が行われる。なお、GPSB
は米国企業グローバル・グループの一員である。 

 

 

図 2-1 港湾公社組織図 
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図 2-2 運輸省組織図 

 
2-1-2 財政・予算 

2011 年から 2013 年までの政府と運輸省、港湾セクターの年間予算規模は表 2-1 に示す

とおりである。ただし、この表には各事務所の運営費、人件費等通常の業務遂行に用いら

れる費用の予算額が示され港湾セクター関連のインフラ投資は示されていない。港湾セク

ター関連のインフラ投資は 2011 年約 467 百万ブルンジフラン（以下 BIF という）、2012
年約 312 百万 BIF、2013 年約 623 百万 BIF となり、セクターの予算規模は 2011 年約 620
百万 BIF、2012 年約 524 百万 BIF、2013 年約 859 百万 BIF となる。 

 

表 2-1 運輸省、港湾セクターの予算規模 

単位：百万 BIF 
 
西暦年 

政府 運輸省 港湾セクター 
(A) (B) (B/A % ) (C) (C/A %) 

2011 1,026,173 15,993 1.558 153 0.014 
2012 1,196,795 14,888 1.243 212 0.017 
2013 1,368,916 12,241 0.894 236 0.017 
 
港湾公社は 2011 年に設立され 2012 年 1 月に活動を開始した。2012 年、2013 年の予算

と職員数は表 2-2 に示すとおりである。なお、港湾の運営はコンセッショネアに委託して

いるので港湾公社の予算はコンセッション契約の履行管理が主な業務である。本プロジェ

クトを実施する場合にはプロジェクト管理のために職員を増員するとのことである。 
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表 2-2 港湾公社の予算規模と職員数 

西暦年 職員数（人） 予算（百万 BIF） 
2012 
2013 
1 月 
8 月 

4 
 
6 

22 

212 
236 

 
2-1-3 技術水準 

土木施設の建設・維持に関わる技術水準 
土木施設の工事に関しては、「ブ」国では自国資金による大型の公共工事が行われてい

ないことから、現地コントラクターの施工能力には限度があり、特に鋼矢板岸壁・護岸工

やスリップウエイ建設工事の施工経験はない。また、一定規模以上のアスファルト舗装工、

コンクリート工に関してはプラント設備が必要になるため、適切な規模のプラント設備を

所有していない現地コントラクターによる施工では工期の維持が困難である。また、大型

の工事が少ないことに起因して技能工の育成が困難なため、溶接工、型枠工、鉄筋工等建

設労働者の技能水準は低い。 
土木施設の維持・管理に関しては、アスファルト舗装、コンクリート構造物、水路構造

物等の補修、排水路の維持、岸壁防舷材の取替等がある。アスファルト舗装やコンクリー

ト構造物の補修については、ブジュンブラ市内にコンクリートプラントやアスファルトプ

ラントを所有するコントラクターが複数あり、外注による補修が可能である。排水路につ

いては、同国で普及している練り石積み側壁を用いて建設することにより、水路の維持を

容易にすることが可能である。 
以上の事由により、本邦コントラクターが外部から建設機械類を搬入し本邦技能工等を

活用することにより、本事業を無償資金協力事業として実施することに特段の支障はない

ものと判断できる。 
なお、コンテナターミナル完成後の着桟時の操船については、岸壁に取り付ける防舷材

に不用意な接岸による破損が生じた場合には補修が困難であるので、破損そのものを避け

るためタグボート・自航船の操船技術向上教育・訓練で技術レベルを上げていく必要があ

る。 
 

船舶修理施設の建設・維持に関わる技術水準 
前述のとおり、現在のコンセッショネアはアメリカに本拠を置く Global Group の一員で

ある。 
Global Group の一員である Global Mining Corporation は 2 大鉱石仕出し港（いずれも豪州

Dampier 港、Port Hedland 港）を運営していることから、港湾運営の経験をブジュンブラ港

の運営に活かすために GPSB が設立されたものである。ただし、Global Group はブレイク

バルク貨物取扱の経験が少ないため、当初、南アフリカ共和国の Transnet（南アフリカ政

府が全額出資する株式会社、同国の港湾と鉄道、パイプラインの経営と運営を行っている）

傘下の港湾で港湾荷役の経験を積んだ南ア人を GSPB の総裁に充てていた。また、総裁を

含む 3 名のトップを除き、全ての GPSB スタッフを前コンセッショネアである EPB 
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(Société Concessionnaire de L’Eploitation du Port Bujumbura) から引き継いでいる。なお、概

要説明調査時（2014 年 2 月）にはブルンジ人が経営トップ (Assistant Dierctor General) で
あった。 

また船舶修理施設に従事する作業者の技術水準については新しく造船修理工場を建設す

るという状態なので、船舶の上下架作業に関しては全く未経験という状態であり工場稼働

前の教育訓練は必要である。またエンジンのオーバーホール、塗装作業、鉄工溶接作業な

どは既存の業者ができるが、工場運営と安全上の観点から考えれば船舶修理施設の施設運

営側にも修繕作業についての基本的な知識を教育育成していく必要がある。作業内容別の

技術水準を表 2-3 に示す。 
 

表 2-3 作業内容別の技術水準 

No. 作業内容 技術レベル 対処方法 
1 上下架設備 未経験 工場運営前に教育指導 

施工手順の指導と OJT 教育 
2 エンジン修理 経験豊富な業者に委託 将来的には修繕に関する教育を行

っていく 
3 機械加工 経験豊富な近隣会社に委託 同上 
4 鉄工・溶接 経験豊富な近隣会社に委託 同上 
5 塗装 経験豊富な業者に委託する 同上 
6 クレーンなど 外部から雇用可能 オペレーターとして経験者を採用

する 
 
2-1-4 既存施設・機材 

コンテナ荷役 
ブジュンブラ港には一般貨物用埠頭 4 バース (80 m×4 = 320 m) があり 4 基の軌条式 5

トン吊りジブクレーンが設置されているが、クレーンの吊り上げ能力が不足していること

と埠頭エプロンが袋詰めセメント、袋詰め砂糖、鉄筋等の一般貨物で占拠されることから、

同埠頭ではコンテナを取り扱うことができない。一方、一般貨物用埠頭の対面に位置する

「コンテナバース」と呼称される延長 100 m の埠頭に設置された 50 トン吊りの固定式デ

レッククレーンはコンテナ荷役に適さない。また、計画・設計において岸壁は−4.5 m の水

深を必要とするが、両埠頭ともコンクリートブロック重力式構造であり、構造上の制約か

ら LWL (Low water level = EL+773 m) 下 4.0 m 以上の増深（岸壁前面を EL = 769.0 m 以下

にすること）は極めて困難である。 
このため、既存埠頭を改修してコンテナターミナル岸壁とすることは極めて困難である。

なお、港内水域は拡幅や増深によってコンテナターミナル計画に対応した水域の確保が可

能であり、既存航路はそのまま利用が可能である。 
 
船舶修理施設 

現在、既設「コンテナバース」50 トン吊りデレッククレーンを利用し、小型船舶を上架

して修理を行っているが、タンガニーカ湖を往来する比較的大型の貨物船などを上下架す
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ることはできないため、船舶の造修に関する既存設備は無いに等しい。しかし、現実には

既存の業者が船舶会社の依頼の下、ブジュンブラ港や、タンザニア国あるいは DRC コン

ゴの造修所で修繕作業を行っており、持ち運び可能な工器具は業者が所有している。又、

機械加工、鋼構造物の加工は近隣業者に外注できる状況にある。これらは当然ながら全て

民間企業である。 
本プロジェクトの修繕施設に新規に備えるべき設備と既存の設備について下表に示す。 
 

表 2-4 既存施設・機材状況 

No. 修繕作業に必要な作業 設備の現状 
新規設備の

必要性 
1 上 下架 設

備 
引揚げ船台 無し 必要あり 
クレーンによる上架 既設「コンテナバース」に固定

式旋回クレーン 50 トン有り。 
小型船に対応 

必要なし 

2 機械加工 港内に旋盤、ボール盤、溶接機

等配置した建屋あり、ただし機

材は旧式 

必要あり 

3 修繕工場  
 機関部整備場・機械加工場・電気

部品整備場・鉄工場・パイプ工作

場・木工場 
 ショットブラスト装置 
 高圧水洗浄装置 

用役一式 
（水、酸素ガス、エァー、電気） 
塗装設備 

左記機材の一部がある 必要あり 

4 運搬 ポスト式ジブクレーン 無し 必要あり 
ラフテレーンクレーン 30 ト

ン 
トラッククレーン 75 トン有り、

ただし故障中で修理用部品がな

いため使用不可 

必要あり 

 

  

写真 2-1 既設クレーンにて 

タグボート上架 

写真 2-2 75トントラッククレーン 
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排水路 
図 2-3 に示したように、既存の排水路はブエンジ水路からブジュンブラ港水域の最奥部

にほぼ直線で港湾用地を横断して流出している。本事業実施に既存排水路は障害になるの

で港湾用地北側境界に沿って移設する必要がある。なお、排水路流入口からコンテナター

ミナル用地の区間は水路を建設するために十分な高さを有するが、タンガニーカ湖湖岸よ

りは地盤が低いため埋め立てをした上で水路の設計断面と高さを確保する。また、プラス

チック等の浮遊物が直接タンガニーカ湖に流出するのを防ぐためスクリーンを設置する必

要がある。 
 

 

図 2-3 ブエンジ排水路位置図 

 
2-2 プロジェクトサイト及び周辺の状況 

2-2-1 関連インフラの整備状況 

アクセス道路については、本邦無償資金協力「ブジュンブラ市内交通網整備計画」によ

り完成した幹線道路がブジュンブラ港に隣接しており、ブジュンブラ市内、タンザニア国、

ルワンダ共和国（以下ルワンダ国という）、DRC コンゴ方面との貨物輸送にはいずれも問

題がない。 
「ブ」国の電力事情については、発電設備は水力発電が合計 96.58 MW、ディーゼル発

電が合計 15.5 MW、この他に DRC コンゴからも給電される計画がある。現在、ブジュン

ブラ港受電設備から直線距離 600 m 付近で 5 MW クラスのディーゼル発電プラントが稼働

準備中で、据え付けが完了し試運転準備中である。ディーゼル発電設備はいずれの発電機

も信頼性が高く、また、複数台のエンジンを組み合わせていることから冗長性が高く停電

等の心配は少ない。 
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写真 2-3 稼働準備中のディーゼル発電プラント 

 
港内の配電設備については、No. 3 倉庫東側に受電設備及び変電設備、パッケージ型非常

用発電機があり、外部からの受電電圧は 6,600 V、出力電圧は 220 V で、変圧器容量は

500 KVA×2 台である。2 台のトランスを同時に使うことはなく、1 台使用する際はもう 1
台は休止している。通常の使用電力は 350 KVA 程度であり、変圧器は新しく劣化や絶縁油

の漏洩は無い。なお、既存「コンテナバース」にも変圧設備があり、受電設備から直接

600 V のケーブルが導設されている。工事が開始され各施設の位置決めが完了した時点で

「ブ」国側の負担で港内道路沿いに移設することが合意されている。 
また既存発電機から本事業で実施・完成する施設に対して停電時給電が可能か港湾公社

に確認したところ、既存発電機は既存施設への停電時給電を優先させ、本事業で実施・完

成する施設には停電時給電は行わないとのことであり、独自の発電機が必要である。 
水道は既存施設の他に既存フェンス外の港湾用地にも配水管が埋設されている。本プロ

ジェクトには既存配水管から延長が可能である。 
用地については、コンテナターミナルと船舶修理施設、港内道路建設予定地は既存フェ

ンスの内側の港湾用地であり、移設排水路予定地は既存フェンスの外側も含むが港湾用地

として確保済みである。 
 
2-2-2 自然条件 

2-2-2-1 気象条件 

「ブ」国の気候区分は熱帯に属するが、国土の大部分が標高 2,000 メートル程度の高原

にあり、比較的涼しく、国土西部にはタンガニーカ湖が位置している。また、「ブ」国の

気候は温暖で、おおよそ 11 月から 4 月までの雨期と 5 月から 10 月までの乾期に区分され

る。 
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2000 年から 2012 年までの首都ブジュンブラ（南緯 3°16'、東経 29°18'）で見ると、最高

気温は 35.5°C、最低気温は 11.2°C、平均気温は約 24.5°C で温暖な気候である。降雨につい

ては 11 月がピークの年もあれば 4 月がピークの年もあるが、月間最低降雨量は 5 月から 8
月の比較的短い期間に生じている。なお、この間の最高月間降雨量は 248.7 mm であった。 

ブジュンブラ港の北東およそ 5 km 地点にある国土地理院 (The Geographical Institute of 
Burundi, IGEBU) ブジュンブラ空港における 2008 年から 2012 年の気象データによれば、

平均気圧は標高に影響され 923 hPa である。また、月間平均湿度は雨期には 79%に達した

こともあり蒸し暑いが、乾期には 54%に下がったことがあり過ごしやすい。1985 年から

1994 年の日照時間観測によれば、月間 300 時間以上の日照がある月が毎年のようにあり、

当該月は日中はほぼ日照があることになる。また、月間 150 時間以下の日照しかない月が

毎年のようにあり、平均すると当該月は日中の半分ほどは日照がないことになる。 
2004 年から 2009 年までブジュンブラ港北側防波堤先端で行われていた風速観測によれ

ば、最大月間平均風速は 2.76 m／秒であった。現地踏査では、風向は朝から正午にかけて

東北東から東南東に、正午から夕方にかけて南南東から南南西に絶え間なく変化し、朝は

北から南へ吹き、午後には南（タンガニーカ湖側）から北へ吹き、午前中、オイルバース

あるいは軍の桟橋先端部で、風向は陸側からタンガニーカ湖側からに徐々に変化すること

が確認された。なお、2010 年以降、観測機器が損壊したため観測されていない。 
波浪については観測記録はないが次のように考えられる。すなわち、海とは異なりうね

りがなく、ブジュンブラ港ではタンガニーカ湖側から吹き付ける風による風波が発生する。

ブジュンブラ港の地形、湖底条件を考慮すると、タンガニーカ湖の北側から南側にかけて

は吹送距離が長く、南風が継続的に吹いている時は比較的高い波がブジュンブラ港に侵入

する。ブジュンブラ港の港口は南側に開いているため、午後に南側から強風が吹くと、港

口付近の波高は時折 1 メートル程度になる。なお、雨期乾期を問わずタンガニーカ湖の湖

面下の流れはほとんどない。 
 

2-2-2-2 タンガニーカ湖の水位 

最高水位は 777.07 m（1964 年）、そして最低水位は 772.83 m（1950 年）と記録されて

いる。 
過去 20 年間の最高水位は 775.60 m で、1929 年から 2012 年まで 84 年間の記録より、お

よそ 1.50 m 低くなっている。MP 調査時に観測されている水位は 773.80 m である。ブジュ

ンブラ港の水位は雨期と乾期で若干変化するが、日々大きく変化することはない。 
 

2-2-2-3 堆積 

ブジュンブラ港と主な河川との位置関係を図 2-4 に示す。 
 



 

2-9 

 

図 2-4 ブジュンブラ港付近の河川 

 
ルシジ川は、ブジュンブラ港から北西に約 8 km、DRC コンゴとの国境付近に位置し、

河川の流量は豊富で、河口付近では流出土砂が堆積しデルタを形成している。ナハングワ

川は、ブジュンブラ港から北約 1 km に位置し、河道は豪雨による氾濫のたびに現在も変

化し続けている。ムティンブジ川は、ブジュンブラ港から約 3 km 離れた、ルシジ川とナ

ハングワ川との間を流れる中規模河川で、河口付近にはペットボトルなどの廃棄物が集積

している。これらの集積物は、豪雨時に上流から流出したものと思われる。 
ナハングワ川河口付近の流れの変化を図 2-5 に示す。オイルバースの背面に、ナハング

ワ川により運ばれた土砂や流出物等が堆積しているのが見受けられる。 
 

 

図 2-5 ダハグワ川河口付近の流れの変化 

 

N

ナハングワ川 (1 km)

ダマ川 (2.5 km)

ムレンブェ川 (4 km)

ムチンブジ川 (5 km)

ルシジ川 (8 km)

ブジュンブラ港

ルモンゲ

ウビラ
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2-2-2-4 ブジュンブラ港における雨水排水 

港湾区域周辺の下水道網の現況は下図のようである。下水道網と雨水排水路は分離され

ている建前であるが、個別住宅の排出者がしばしば両者を混用しているとの報告もあがっ

ている。 
 

 
出典：ベルギー援助庁 ブジュンブラ下水道調査 Plan 
Directeur d’Assainissement de Bujumbura Analyse de la 
situation actuelle – Rapport CTB / SETEMU Groupement 
FWT-SHER-GEOSCI - Mars 2013 

図 2-6 港湾区域周辺の下水道網と主たる管渠の配置 

 
上図のうち、ブエンジ水路と呼ばれる排水路から雨水、排水がブジュンブラ港へ流入し

ている。ブエンジ水路はブジュンブラ市ブエンジ地区からブジュンブラ港の背後を横断し

ブジュンブラ港へ流入し、これに伴い、土砂や河川流出物ばかりでなく、家庭排水や瓦礫、

工場排水もブジュンブラ港内へ流出している。特に豪雨時には河川からの流出物が大量に

流出しており、これがブジュンブラ港内の湖底に堆積し水深を浅くする要因になっている。 
 
2-2-2-5 ブジュンブラ港の浚渫作業 

ブジュンブラ港の浚渫作業は 2009 年に実施され 95,000 m3の土砂が浚渫されている。当

初の浚渫作業は 1960 年にオランダの会社により実施された。2009 年以前には、2006 年か

ら 2008 年にかけて、Amsar という現地業者が浚渫作業を試みたが技術的に不可能であった。

ポンプ浚渫船による浚渫であったため、また、本船荷役が行われていたためと推測される

が、一般貨物埠頭の岸壁前面を掘残していることが深浅測量で確認されている。 
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2-2-2-6 ブジュンブラ港の地形測量と深浅測量 

MP 調査時の測量を補完する目的で、本事業実施区域の地形測量（約 91,000 m2）と深浅

測量（約 32,000 m2）を実施した。その結果を次ページに示す。 
プロジェクトサイトは平らで、市街地に近い東側の標高は EL+778 m 以上あり、西側に

行くに従い次第に低くなり、プロジェクトサイトの標高はおおむね EL+777 m～+778 m で

ある。一方、タンガニーカ湖の湖畔に近く油槽所に隣接しキャッサバ畑となっているとこ

ろは標高が EL+775 m～+776 m と低くなっている。 
また、深浅測量を行った内部水域は最も深い（標高の低い）ところは既存「コンテナバ

ース」前面で、標高は EL+768 m 以下である。内部水域の中央付近はおおむね EL+770 m
以下であるが、奥に行くに従い浅くなっている。一般貨物埠頭前面は 2009 年に浚渫した

際に掘残したため、標高は EL+770 m 以上と岸壁の設計前面高さ EL+769 m より高く（水

深は浅く）なっている。 
 

2-2-2-7 事業実施サイトの土質 

コンテナターミナルと船舶修理施設、移設排水路計画地点で土質ボーリング調査を行い、

標準貫入試験と採取した土質サンプルの室内試験を行った。なお、それぞれの土質柱状図

は参考資料に含めた。 
 

表 2-5 土質調査ボーリング 

対象施設 地点 深度・本数 番号 
コンテナターミナル 岸壁法線 

控え工法線 
30 m 2 本 
20 m 1 本 

No. 3、No. 4 
No. 5 

船舶修理施設 斜路揚陸部 
斜路中央 

30 m 1 本 
30 m 1 本 

No. 1 
No. 2 

移設排水路 市街地排水路との接続点付近 
パイプライン付近 

5 m 1 本 
5 m 1 本 

No. 6 
No. 7 

 
移設排水路と市街地排水路の接続点、パイプライン付近ともに表層 2 m 迄はシルト層で

あるが、その下には砂層があることが確認されたので、建設後に排水路の沈下はないもの

と判断できる。 
コンテナターミナル岸壁法線のボーリング結果では、表層 1～6 m のシルト質砂層の下

からボーリング先端まで砂層が続いている。また、表層から浅いところでは 6 m、深いと

ころでは 13 m から N 値が 30 を超えた硬い砂層となり、岸壁建設には問題がないと判断で

きる。 
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図 2-7 ブジュンブラ港の地形測量と深浅測量結果 
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斜路が計画されている地点のボーリングでも、表層 4～8 m の礫混じりシルト層あるい

は粘土質シルト層の下からボーリング先端まで堅い砂層が続き、斜路及び船台、修理船舶

を支持する基礎の建設には問題がない。しかし、粘土質シルト層が斜路揚陸部に存在する

ので、護岸工の設計、特に裏込工に注意する必要がある。 
移設排水路と市街地排水路の接続点、パイプライン付近ともに表層 2 m 迄はシルト層で

あるが、その下には砂層があることが確認されたので、建設後に排水路の沈下はないもの

と判断できる。 
 
2-2-3 環境社会配慮 

2-2-3-1 環境影響評価 

以下の理由から本事業は JICA 環境社会配慮ガイドラインのカテゴリ分類ではカテゴリ

B に分類される。 

① カテゴリ分類の根拠：本事業は、「JICA 環境社会配慮ガイドライン」（2010 年 4 月

公布）に掲げる港湾セクターのうち大規模なものに該当せず、環境への望ましくな

い影響は重大でないと判断され、かつ、同ガイドラインに掲げる影響を及ぼしやす

いセクター、特性及び影響を受けやすい地域に該当しない。 

② 環境許認可：本事業は、「ブ」国の環境関連法令に従い、プロジェクト実施機関の

港湾公社が申請者となって EIA 手続きを進めることが求められる。EIA 報告書は環

境省に提出され、2014 年 4 月 8 日付で承認された。 

③ 汚染対策：工事中の大気汚染は建設車両及び建設機械の選定や施工段階における車

両等のメンテナンスによって防止する。水質汚染は濁りの発生する浚渫工事に関し

て、工事現場周辺の水域を水質汚濁防止膜で囲うこと等により周辺水域への影響を

最小化する。排水路移設については、排水路底面を玉石で覆い濾過機能を持たせ、

汚水のタンガニーカ湖への流入を防ぐことにより、望ましくない影響は最小限であ

ると想定される。 

④ 自然環境面：事業対象地域は、国立公園等の影響を受けやすい地域またはその周辺

に該当せず、事前環境への望ましくない影響は最小限であると想定される。 

⑤ 社会環境面：本プロジェクトは港湾後者の港湾用地内で実施される。不法占拠住民

もいないことから用地取得及び住民移転などの問題はない。 

⑥ その他・モニタリング：工事期間中及び供用開始後、プロジェクトサイト周辺の大

気、水質等の影響についてモニタリングする。 

⑦ 貧困削減促進：特になし。 

⑧ 社会開発促進（ジェンダーの視点、エイズ等感染症対策、参加型開発、障害者配慮

等）：特になし。 
 



 

2-14 

2-2-3-1-1 環境社会影響を与える事業コンポーネントの概要 

事業コンポーネントと想定される環境影響の概要は、JICA のスコーピング形式、定型チ

ェックリスト等を参考に環境を公害と自然、社会の 3 項目に分け、下表のようにまとめら

れる。 
 

表 2-6 想定される環境影響評価概要 

事業コンポーネント 
影響を受ける環境要素（自然環境、公害、社会環境） 

工事中の影響 供用時 
1. コンテナターミナル

の建設 
 既存泊地の浚渫 
 ターミナル整地のた

めの土木工事 
 新規バース・エプロ

ン回りの基礎工 
 浚渫土の埋め立て 

[公害] 工事による湖水の懸濁土壌の発

生、浚渫汚泥の埋め立て、建設機械の

稼働による騒音、矢板打ち込みなどに

よる湖水域の懸濁土壌の発生、杭打

ち・ボーリング機械による騒音、埋め

立て層への浸透雨水による浸出水の発

生、埋め立て層に侵入する地下水を通

じた汚染の拡散 
[自然] 大型哺乳類の生息域への影響 
[社会] 港湾区域周辺事業所、住民の生

活環境の質の劣化 

[公害] コンテナ運搬重

量車両の交通量増加に

よる市内幹線道路沿道

における騒音レベル増

加、沿道大気の質の劣

化 
[自然] 大型哺乳類の生

息域への影響 
[社会] 港湾区域周辺事

業所、住民の生活環境

の質の劣化 
2. 船舶修理施設 
 船舶上下架装置に係

る土工事 
 ワークショップ建屋

の建設 

[公害 水際線を含む工事による湖水の

懸濁土壌の発生、建設機械の稼働によ

る騒音、建屋建築による騒音 
[自然] 大型哺乳類の生息域への影響 
[社会] 港湾区域周辺事業所、住民の生

活環境の質の劣化 

[自然] 大型哺乳類の生

息域への影響 
 

3. 排水路の移設 
 排水断面を拡大した

排水路の湖岸までの

延長 
 既存排出口の移設 

[公害] 勾配を考慮した延長排水路によ

る懸濁成分の自然沈降 
公共水域タンガニーカ湖への排出によ

る都市排水からの水質汚濁負荷の希釈 

[公害] 公共水域タンガ

ニーカ湖への排出によ

る都市排水からの水質

汚濁負荷の希釈 

4. コンテナ荷役機械の

設置 
[公害] 特になし 
[社会] 特になし 

[公害] 荷役機械の稼働

による騒音、夜間照明

による非日常的住環境

の発生 
 
2-2-3-1-2 ベ－スとなる環境社会の状況 

ブジュンブラ市は 2005 年 4 月 20 日の法 No. 1/016 の 109 条によって、特別な地位を賦

与されている。行政組織上は、ブジュンブラ市は「県」に位置づけられ、市長は政府が任

命する。市には、収税、課税、総務、財務、社会サービスの各部の他、上下水・ごみ収

集・道路維持を担当するブジュンブラ市技術サービス (SETEMU) などの機構を有する。 
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「ブ」国経済統計局 (ISTEEBU) によるブジュンブラの雇用調査報告（2007 年）による

と、10 歳以上では、129 千人が雇用されており雇用率は 52%とされている4。2008 年のセ

ンサス  (RGPH2008) によるとブジュンブラ都市部と都市部以外の人口はそれぞれ、

497,166 人、555,933 人であった。1990 から 2008 年間の年人口増加率はそれぞれ、4.2%、

2.2%で、「ブ」国の同期間の平均増加率 2.7%と対比すると、ブジュンブラ農村部の人口減

少とブジュンブラ都市部の人口増加が顕著である。ブジュンブラ都市部を構成する各地区

の人口は、同上センサス (RGPH2008) を、表 2-7 に示す。 
 

表 2-7 首都ブジュンブラ【都市部】を構成する各地区の人口 

Bujunbura 市の都市部を 
構成する地区の名称 人口 
Buterere 28,371 
Buyenzi 47,363 
Bwiza 37,688 
Cibitoke 50,899 
Gihosha 39,503 
Kamenge 50,070 
Kanyosha 59,181 
Kinama 49,776 
Kinindo 21,920 
Musaga 43,735 
Ngagara 30,296 
Nyakabiga 20,883 
Rohero 17,481 
総計 497,166 

出典：「ブ」国センサス(RGPH2008) 
 

同上 2008 年センサス (RGPH2008) によると、ブジュンブラ都市部の住宅・建築物に設

置されたトイレ及び浄化槽の個数は 6 万個に達し、その内訳は、家屋内水洗 (14.1%)、屋

外便所 (16.3%)、屋外共有便所 (60.8%)、藪 (2%)、その他 (6.9%)であった。また、下水道

の整備状況は下表のとおりであった。 
 

表 2-8 ブジュンブラ市の中心部の地区と下水道網整備状況 

地区名称 計画面積 (ha) 地区総面積 (ha) 下水道サービス (%) 
ブエンジ 69.0 176.1 39 
Bwiza 65.9 149.9 44 
Ghosha 1.3 986.6 0 
Ngagara 300.1 889.9 34 
Nyakabiga 58.7 119.9 49 
Rohero 190.2 1385.1 14 

総計 685.2 3707.5 18 
出典：ベルギー援助庁ブジュンブラ下水道調査 Plan Directeur d’Assainissement de Bujumbura Analyse de la 
situation actuelle – Rapport CTB / SETEMU Groupement FWT-SHER-GEOSCI - Mars 2013 

                                                        
4 出典：ISTEEBU (2007), Enquête 1-2-3, phase 1 : Enquête Emploi, Rapport d’Analyse, Bujumbura. 
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2-2-3-1-3 相手国の環境社会配慮制度・組織 

(1) 環境に係る組織 

「ブ」国では、環境に係る国の組織として、環境・水資源・土地・都市計画省（Ministry 
of Water, Environment, Land and Urban Planning、以下 MOE という）がある。4 つの内局の

他、傘下に、IGEBU、環境・自然保護研究院 (INECN) など 6 つの外局がある。 
 

 

図 2-8 環境に係る組織 

 
本省の 4 つの局の内、環境森林局 (Department of Environment and Forest) が事業計画に係

る環境影響評価を所轄し、事業計画に係る環境許可を与える権限を有する。また傘下の外

局の 1 つである INECN は汚染物質の排出基準や環境基準を設定する役割を担っている。

ただ、多くの規制項目、中でも水質に係る汚染物質の排出に係る環境基準についてもまだ

設定の検討を行っている段階であり、タンガニーカ湖の区域ごとの水質類型の設定や、環

境の質に係る水質の環境基準などの設定もこれからの課題である。また、国の専門機関に

おいても、水質、大気、騒音などについての測定機器が整備されていない状況にある。観

測定点の設定から始め、自国の独自基準もこれからの課題である。「ブ」国で未設定の排

出基準、環境基準のなかでも、EAC による基準が設定されているものは、それに準拠する

とされている。 
 
(2) 環境に係る法制度 

港湾改修事業計画及び実施に係る法規制で MOE が所轄するものは以下のようである。 
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①「ブ」国の環境規制に係る 2000 年 6 月 30 日の法令 1/010 
【第 1 条】では、あらゆる態様の環境劣化から防護し管理するための基本ルールを定め、

これによって天然資源の保全と合理的使用の推進、様々な公害への対策を図り、以て人間

の生活条件を改善し、生態系の均衡を尊重するものである。第 34 条では、「公共構造物

の建設や、道路、ダム、堤体、橋梁、空港などのインフラの建設には影響評価の手続きを

要する。このような構造物の設計と建設によって、環境を非可逆的に損傷させてはならな

いし、浸食問題を悪化させてはならない」としている。 
第 3 章は、第 22 条から第 27 条によって、EIA の手続きを定める。 
【第 22 条】施設、構造物の規模や運営活動が環境に影響を及ぼすとされる場合、その

申請者または建設の施主は、環境管理所轄当局に影響評価書（事業による、生態系や周辺

住民への直接・間接の影響を調査した）を提出しなければならない。 
【第 23 条】影響評価者による対策の提示には－環境現況の分析、サイトの自然環境、

住民の生活環境への影響、申請者による負の影響を相殺ないし緩和する方策と必要とされ

る予算、代替案の提示と当該案が選択された理由－などの項目を含む。 
【第 26 条】関係大臣と協働し、環境所轄大臣は、事業による環境の劣化を防止するた

め、申請者や施主が採択した方策の実施をモニターする。 
【第 27 条】第 26 条の緩和策の順守に反した申請者や施工主は環境局の局長名でインパ

クト評価書に記載の緩和策の順守に三か月の期限で応ずるよう命じることができる。 
第 2 章では、第 38 条から第 56 条までの条項によって、水域の保全の在り方を規定して

いる。 
【第 38 条】本章の規定は、Article 2 of Decree-Law No. 1/41 of 26 November 1992 が定める

公共水域の水に適用されるだけでなく、雨水、ため池、排水にも適用される。 
【第 39 条】環境当局は、公共水域の物理的・化学的・生物学的な水質汚染の状況に常

時周知しておくべきである。 
【第 45 条】下水管渠系、ないし産業・商業・農業事業者で下水管渠系に水を排出する

意図を有する排水施設の所有者・運営者は、当局の事前の許可を得る必要がある。許可書

には許可した水量と水質特性を明記する。必要に応じ、下水道管理当局は、下水道系への

排出前の予備処理を求めることがある。 
【第 46 条】上記第 45 条で規定の排水施設の所有者ないし運営者は、環境当局に定期的

に排水の量と排水の特性を報告する義務を負う。 
【第 52 条】湖沼の水バランスに影響する開発行為には事前の EIA が必要 
【第 56 条】特に保全されるべき水域 水域管理を所轄する大臣が特に保全されるべき

水域を指定することがある。 

第 5 編 公害防止では次のような規定を設けている。 

第 1 章 環境保護で定める特定施設 

【第 106 条】プラント、工場、倉庫、ワークショップ、建設現場、鉱石採掘場などであ

って、市民の健康安全の確保に障害となる施設は、環境大臣が特定施設と指定できる。 

【第 111 条】第一種特定施設の指定を受けた施設には環境インパクト評価が必要である。 

第 2 章 廃棄物 
【第 126 条】産業、農業、商業、畜産業から排出される廃水、廃油は、排出前に、本法
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の定める物理的・化学的・生物処理を施さねばならない。 
第 3 章 有害危険化学物質 
【第 128 条】環境大臣は関係する大臣と協働で、有害なし危険化学物質のリストを作成

し、「ブ」国内における、その製造、輸入、移動を規制する。 
第 4 章 騒音・振動・照明・悪臭 
【第 132 条】環境大臣は、公衆衛生、産業大臣と協働し、住宅地、商業地、工業地域の、

許容される騒音エネルギー上限閾値を定めた政令を決める。 
 
②上記の基本法を受けて、環境インパクト評価の手続きと環境当局による許可については、

大統領令、Decret No 100/22 du 7 Octobre 2010 portant measures d’application du code de 
l’environnement en rapport avec la procedure d’etude d’impact environnemental によってその手

続き、内容が次のように規定されている。 
【第 1 条】総則 本大統領令は 2000 年施行の環境基本法の第 3 章に規定した環境イン

パクト調査実施手順についての条件と態様を決めることを目的とする。 
【第 2 条】事業計画実施に必要とされる管轄当局の承認以前に規定の環境インパクト調

査は実施されるべきである。 
第 2 章 適用範囲 
【第 4 条】本令の付属書 I に記載の事業は費用の如何に係らずインパクト評価の対象と

なる。 
【第 5 条】上記第四条にも係らず、本令の付属書 II に記載の事業であっても、環境大臣

が当該事業の特性、位置、工法などによる環境への影響が重大と判断した場合には、環境

インパクトの対象となる。 
【第 10 条】事業が国家的に重要なインフラプロジェクトないし産業プロジェクトであ

って市民や自然環境に重大な負の影響を及ぼすとされる場合、環境大臣は、関連セクター

大臣と協議し、独立した専門家による委員会を設置し、インパクト評価の作業プロセスを

モニターしコントロールし、申請者や施主に勧告する。 
 
2-2-3-1-4 代替案（ゼロオプションを含む）の比較検討 

本事業の環境影響を MP 調査で示した代替案 A 及び代替案 B、ゼロオプションに基づき

評価する。代替案 A および代替案 B を以下に示す。なお、代替案 A はコンテナターミナ

ル整備を防波堤など外郭施設整備とは関わりなく実施するため、コンテナターミナルを内

部水域に配置したものであり、将来的にはコンテナターミナルの拡張に伴い既存「コンテ

ナバース」は取り壊わされる。また、代替案 B はコンテナターミナルの将来的な拡張と既

存「コンテナバース」の維持とを両立させたるため、コンテナターミナルを外部水域に配

置したものであり、この場合、外郭施設の整備はコンテナターミナル整備に先立って実施

する必要がある。結果として本事業実施に向けて代替案 A がブジュンブラ港マスタープラ

ンとして採用された。 
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図 2-9 マスタープラン代替案 A 

 

 

図 2-10 マスタープラン代替案 B  

 
経済社会クライテリア、地域経済クライテリア、環境クライテリアで評価した結果を表 

2-9 に示す。 
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表 2-9 代替案比較 

 代替案 A 代替案 B ゼロオプション 
社会クライテリア 
地元の交通量 港湾区域周辺における交

通量増加 
港湾区域周辺における著し

い交通量増加 
交通量の著しい増加は直

ちには想定されない。 
地域の経済成長 ブジュンブラを地域の運

輸及び物流のハブとして

の成長を加速する可能性

（ただし、近隣国との統

合交通システムの整備が

前提） 

ブジュンブラを地域の運輸

及び物流のハブとしての成

長を加速する可能性（ただ

し、近隣国との統合交通シ

ステムの整備が前提） 

地域経済成長への現在の

寄与レベルが継続する。 

地域の安定性 地域のインフラの改善に

寄与し、地域の安定に寄

与する可能性が高い 

地域のインフラの改善に寄

与し、地域の安定に寄与す

る可能性が高い。 

地域経済成長への現在の

寄与レベルが継続する。 

地域経済クライテリア 
国際貿易の増加 貨物船の寄港数の増加に

より、貨物取扱量の増加

に寄与 

貨物船の寄港数の増加によ

り、貨物取扱量の増加に寄

与 

既存港湾は狭く、貨物扱

い量の成長に対応できな

い。 
建設総コスト 約 40 億円程度。 案 A よりもコスト高の 

約 50 億円程度。 
ゼロ 

海外からの投資 海外からの投資の誘致の

可能性が大きい。 
海外からの投資の誘致の可

能性が大きい。 
現状維持 

環境クライテリア 
路側の騒音と大

気の質 
コンテナ輸送重量車の交

通量増加による路側の騒

音増加、大気の質の悪化 

コンテナ輸送重量車の交通

量増加による路側の騒音増

加、大気の質の悪化 

現在の路側騒音レベル、

大気の質レベルが維持さ

れる。 
土壌汚染 湖底土壌、浚渫土の化学

分析の結果、有害重金属

の蓄積、有毒有機物質の

蓄積は検出されなかっ

た。 

湖底土壌、浚渫土の化学分

析の結果、有害重金属の蓄

積、有毒有機物質の蓄積は

検出されなかった。 

浚渫汚染土の浄化の必要

はないと考えられる。 

港湾区域内水域

の底泥 
ブエンジ水路放出口周辺

底泥（高濃度の有機窒

素、有機リン化合物）の

底泥の攪乱リスクは高

い。 

ブエンジ水路放出口周辺底

泥（高濃度の有機窒素、有

機リン化合物）の底泥の攪

乱リスクは高い。 

ブエンジ水路放出口から

の無処理の都市排水がブ

エンジ水路から直接排出

される。洪水時には大量

の汚泥を含む雨水がタン

ガニーカ湖に流入する。 
水質 港湾内水域の水質は、タ

ーミナル建設時に一時的

な劣化を示すと予測され

る。 

港湾内水域の水質は、ター

ミナル建設時に一時的な劣

化を示すと予測される。 

港湾区域内水質に変化は

ない。 

総合評価 他の代替案に優る。 2 番目に優位な案。 国家目標の達成に貢献で

きない。 
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2-2-3-1-5 スコーピング 

スコーピングの結果は次表に示すとおりである。 
 

表 2-10 スコーピング結果 

 
番

号 
想定される 
インパクト 説明 

レーテ

ィング 
社
会
環
境 

1 非自発的移転 プロジェクトサイトは隔壁で区切られた港湾区域内にあ

って、港湾区域内の未利用地に位置し、不法・合法の居

移住者はいない。 

D 

2 地元経済 プロジェクトの建設により地元資機材の需要と熟練労働

者、単純労働者への需要が発生する。 
A 

3 土地利用と地元資源

の利用 
建設作業は港湾区域という制限区域内で行われる。 
プロジェクトサイトは港湾区域内の未利用地にあり、新

たなコンテナターミナル、バース、スリップウエイ及び

ワークショップが建設される。 
港湾区域の外の土地利用の改変はない。 
建設には、砂利、粗骨材、セメントが投入される。 

B 

4 社会組織及び地元の

意向 
社会組織及び地元社会とも本事業の意思決定への直接的

な関与はない。  
D 

5 既存の社会インフラ

及び社会インフラサ

ービス 

事業が既存の社会インフラ及び社会インフラサービスに

与える影響はない。 
D 

6 貧困者、先住民 事業サイト及び周辺には影響をうける貧困者、先住民は

いない。 
D 

7 富と損害の配分 当該事業によって便益の不公正な配分が生じることはな

い。損失機会の発生に偏りが生じる可能性もない。 
D 

8 文化遺産 建設サイト及び周辺に登録された文化遺産は存在しな

い。 
D 

9 地元における利益享

受における利害 
建設サイト及び周辺における受益者間の利害の衝突はな

い。 
D 

10 水利権及び公共の権

利 
大規模な水需要を伴うこともなく、地下水を含む水資源

に係る権利についての衝突は予見されない。 
D 

11 都市下水処理など衛

生施設 
当該事業では自前の小規模衛生施設を具備する計画であ

りインパクトは少ない。 
D 

12 有害有毒物の摂取・

被ばくリスク 
建設サイト及び近傍水域の底泥における有害・有毒物質

の検定の結果、基準を超える濃度の有害・有毒物質の存

在は検出されなかった。 

D 

自
然
環
境 

13 標高、地形 事業サイト及び周辺の現況地形は平坦であり、最大 2 m
以内の標高差しかない。 
計画事業による切り盛り土工事による地形の平坦化はあ

るが、地形の変化は見込まれない。 

D 

14 土壌浸蝕 コンテナターミナル、バース、及びアクセス道路は舗装

される計画で、港湾区域の北半分における既存の裸地面

積は大幅に減少し、表土の露出面積は激減する。. 

D 

15 地下水 地下水へのインパクトはない。土木工事にでは 5 m 以上

の深度の掘削はない。不圧地下水層への攪乱は予想され

ない。 
 

D 
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番

号 
想定される 
インパクト 説明 

レーテ

ィング 
16 水理・水文 5 m 以上の深度の掘削はない。不圧地下水層への攪乱は

予想されない。 
河川等の表流水の水系への影響もない。 

D 

17 沿岸部 コンテナターミナル建設及び関連施設の建設により、港

湾区域内の既存の 225 m の水際線が改変され、エプロン

や埠頭などの人工的な空間となる。大型哺乳類の可能な

生息空間は減少する。 

D 

18 生物相及び生物多様

性 
港湾区域内の陸域は港湾関連施設で占有され、部分的に

未利用空地と水際線が残る。港湾区域内の水域は航路、

泊地として利用され、漁業は禁止されている。このため

陸域、水域の生物多様性は極めて低い。  
裸地・水際線における大型哺乳類による食餌が観察され

る。 

C 

19 気象 気象への影響はない。 D 
20 景観 港湾区域の外域からの眺望では、クレーン等大型荷役機

械の突出が目立つと予想されるが景観の調和を乱すもの

ではない。 

D 

21 地球温暖化 事業による、温暖化ガスの排出量の増加はあるものの、

国の総排出量に大きな割合を占めるものではない。 
D 

公
害 

22 大気汚染 コンテナターミナルの整備によるコンテナ搭載重量車の

交通量増加で、汚染物質の排出が港湾区域周辺地で増加

するが、現況の大気の質に大きく影響するものではない

と推定される。 

D 

23 水質汚染 周辺市街部からの都市排水路の排水口が港湾区域の水域

の東端に位置し、港湾にとって大きな水質汚染原となっ

ている。計画では、この排水口からの汚染水を、まず沈

殿池に導入し、浮遊懸濁物質を沈降させた後、港湾区域

の北外周を迂回させ、タンガニーカ湖に直接排出させる

計画である。 
これによって、水質汚濁負荷の湖への排出量は大幅に削

減される。 

B 

24 土壌汚染 浚渫土は有害ないし有毒物質によって汚染されていない

ことが湖底や陸域表土の化学分析で判明した。 
D 

25 廃棄物 ターミナル及び付帯港湾施設建設に係る土木工事では、

切り盛り土工量が相殺する計画である。一方、建設工事

で発生する固形廃棄物（建設ゴミ）は ISO14001 基準に準

拠した港湾当局の処理方針でミニマイズされ、適正な最

終処分を受ける。 

D 

26 騒音・振動 ターミナル及び付帯港湾施設建設中の建設機械の稼働に

よる、港湾区域の周辺への騒音・振動のインパクトが発

生する。 
しかし、港湾区域は 2 m 高以上の隔壁で隣接区域と隔離

されている上、近隣住宅はサイトから直線距離で 150–
200 m 以遠に位置し、建設機械の稼働による騒音・振動

エネルギーは伝播中に大幅に減衰し、人体に不快を感じ

るレベル以下の水準 (dBA) となる。 
一方、ターミナル供用時のコンテナ搭載重量車両の交通

量増加による、港湾出入りの交通騒音・振動の増分はあ

るものの、深刻なインパクトを生じるものではない。 

D 
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番

号 
想定される 
インパクト 説明 

レーテ

ィング 
27 地盤沈下 ターミナル建設及び供用による深刻な地盤沈下は、十分

な地耐力の土質で設計されており、生じない。 
D 

28 悪臭 建設機械、荷役機械の滑動のための潤滑油、機械油には

悪臭成分は含まれない。 
D 

29 底質 港湾区域内外の広範な水域の底質採取し化学分析した結

果、該当する国際基準を超える濃度の有害金属、有毒化

学物質は検出されなかった。 

D 

30 事故 港湾区域外のブジュンブラ市内において、重量貨物搭載

車両による交通量増加への寄与は小さい。これによる交

通事故増加への寄与は小さい。 

D 

注：A：重大／深刻なインパクトが予測される。B：大きなインパクトが予測されるが深刻ではない。D：

インパクトは軽度ないしほとんどない。 
 
2-2-3-1-6 環境社会配慮調査の TOR 

「ブ」国の環境省はプロジェクトのインパクト把握のため、既述した 2000 年 6 月 30 日

の法令 1/010 第 22 条から第 27 条に基づいて定められた 2010 年大統領令 No. 100/22 第 1、
2、4、5、10 条に準じて、すべての事業に共通に使用される汎用の TOR を準備している。

以下にその項目立てを示す。 
 

1. 技術術語を使用しない要約 
1.1 背景と代替案 
1.2 予想されるインパクトのスコーピング 
1.3 環境社会配慮の管理計画 

2. 序 
2.1 調査の背景 
2.2 環境社会調査 (EISA) の目的 
2.3 港湾改修に係る法的枠組み 
2.4 国際条約 
2.5 上位監督官庁及び実施機関の所管業務及び組織 
2.6 実施機関に与えた事業に関する環境許可の状況 

3. プロジェクト代替案の説明 
3.1 プロジェクトを構成する要素 

3.1.1 調査対象エリア 
3.1.2 全体構成 
3.1.3 規模/対象・エリア 
3.1.4 キャパシティ 
3.1.5 建設前、建設時、運用時、改修時のアクティビティ 
3.1.6 各アクティビティで使用する資機材 
3.1.7 工程 
3.1.8 必要とされる専門家と人月 
3.1.9 オフサイト投資、港湾施設の寿命 
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3.1.10 プロジェクトの予算 
4. ベースライン調査 

4.1 分析方法 
4.1.1 環境調査の結果 (1) 土壌 (2) 湖底 (3) 大気の質及び騒音 (4) 水質 
4.1.2 現場ヒアリングデータ収集 
4.1.3 現地 NGO コメント 

4.2 自然環境の特徴 
4.2.1 自然環境 (1) 地勢 (2) タンガニーカ湖 (3) 環境の課題 (4) 水文、水系 

4.2.2 生物相 

4.3 調査対象地域の概況 
5. プロジェクトで想定されるインパクト 

5.1.1 負の影響 
5.1.2 正の影響 

5.2 空間的影響（直接、間接） 
5.3 社会経済インパクト 

6. 影響緩和策の策定 
6.1 環境影響緩和策 
6.2 緩和策に要する費用 

7. 環境管理計画 
7.1 管理計画活動 
7.2 実施工程 
7.3 環境管理の実施計画の図解 

8. 事業関係者との協議 
 
2-2-3-1-7 影響評価 

(1) 環境現況の把握 

事業計画サイトを含め、これまで他に環境の実測値の報告のなかった港湾区域内外の環

境の現況を把握するため、第 1 回現地調査期間（2013 年 8 月）に試料採取及び実測を行っ

た。ターミナル建設予定地及び周辺の土壌、港内水域の浚渫予定地の底質、アクセス道路

（港湾区域への外部からの）周辺における大気の質、騒音の水準を実測した。 
 

①土壌調査 
コンテナバース及びスタッキングヤード予定地を 25 m × 25 m の格子で区分した 43 区画

から土壌を採取し、有害金属 As、Cd、Cr、Cu、Sn、Hg、Ni、Zn、油分、PCB 類（16 種の

異性体）の濃度分析を行った。その結果、油分には EAC 基準を超過するサンプルが検出

されたものもあった。検出を試みたポリ塩化ビィフェニル (PCB) 異性体については、採

取した総て 28 検体から検出限界 (0.003 mg/kg）以上のサンプルは存在しなかった。 
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②底質調査 
港湾内の浚渫予定地を中心に 6 地点、港口 1 地点から底泥試料を採取し、有害金属 As、

Cd、Cr、Cu、Sn、Hg、Ni、Zn、油分、PCB 類の濃度分析を行った。いずれも独基準 
(DIN) 以下の濃度であった。観測したのは、PM2.5 及び PM10、SO2、NO2、O3、CO2 及び

騒音の 24 時間観測値であった。 
 

③大気の質及び騒音 
港湾区域出入り口周辺の道路沿道 2 地点、及びバックグラウンド 1 地点にて観測した。 

評価比較の対象とした環境基準は、世界保健機構 (WHO) の基準であった。 
騒音エネルギーレベル (dB(A)) 及び CO については WHO 環境基準以下であった。 
SO2の観測値は、1 点で 100 μg/m3を超える平日値があったが、他の観測値は基準以下で

あった。NO2 及び O3（オゾン）の観測値は基準以下であった。PM2.5 及び PM10 とも

WHO 基準以下であった。 
 

④水質 
港内の水域の 6 地点で 3 層（−0.5 m、湖底、湖底と表層との中間点）のサンプリングを

行った。濃度の値を EAC、DIN、アメリカ環境保護庁 (EPA) 基準の内、適用できるもの

と比較した。その結果、pH、溶存酸素、濁度、総懸濁物質、総窒素、油分は基準以下であ

った。総リンは、33 サンプル中、1 ポイントにてのみ、基準値 (0.04 mg/l) 超えが検知さ

れた。科学的酸素要求量 (COD) は総じて基準値 (40 mg/l)) 超えの値を示し、高い濃度の

都市排水負荷が港内水域に排出されているためと想定される。 
 

(2) 影響評価 

先述の 2.2.3.1.5 スコーピングにおいて正負のインパクトの予想される環境要素が抽出さ

れたので、影響が軽微以上（レーティングが A ないし B、つまり A：重大／深刻なインパ

クトが予測される B：大きなインパクトが予測されるが深刻ではない）とされた環境要素

につき、影響評価を行った。 
 

 影響を受ける

要素 
レーテ

ィング 影響評価 

社
会
環
境 

地元 
経済 

A 【建設中】プロジェクトの建設により地元資機材の需要と 
熟練労働者、単純労働者への需要が発生する。 
【供用時】港湾機能の向上により、荷動きが増加し、地元経済への波

及効果が大きい。 
土地利用と地

元資源の利用 
B 【建設中】建設には、砂利、粗骨材、セメントが投入される。 

建設作業は港湾区域という制限区域内で行われる。 
プロジェクトサイトは港湾区域内の未利用地にあり、新たなコンテナ

ターミナル、バース、スリップウエイ及びワークショップが建設され

る。 
【供用時】港湾区域の外の土地利用の改変はない。 
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 影響を受ける

要素 
レーテ

ィング 影響評価 

公
害 

水質汚染 B 【建設中‐浚渫・岸壁基礎工事】浚渫による底泥の巻き上げによる港

内の水質汚濁（浮遊物質濃度上昇、濁度増加）が想定される。 
【建設中‐都市排水路】周辺市街部からの都市排水路の排水口が港湾

区域の水域の東端に位置し、港湾にとって大きな水質汚染源となって

いる。 
【供用時‐排水路】この排水口からの汚染水を、底面を玉砂利で浸透

性を高めた、排水路を経由させ、浮遊懸濁物質を沈降させた後、港湾

区域の北外周を迂回させ、タンガニーカ湖に直接排出させる。 
騒音・振動 D 【工事中】ターミナル及び付帯港湾施設建設中の建設機械の稼働による、港

湾区域の周辺への騒音・振動のインパクトが発生する。 
しかし、港湾区域は 2 m高以上の隔壁で隣接区域と隔離されている上、近隣
住宅はサイトから直線距離で 150–200 m 以遠に位置し、建設機械の稼働に

よる騒音・振動エネルギーは伝播中に大幅に減衰し、人体に不快を感じるレ

ベル以下の水準 (dBA) となる。 
【供用時】一方、ターミナル供用時のコンテナ搭載重量車両の交通量増加に

よる、港湾出入りの交通騒音・振動の増分はあるものの、深刻なインパクトを

生じるものではない。 
注：A：重大/深刻なインパクトが予測される。B：大きなインパクトが予測されるが深刻ではない。D：

インパクトは軽度ないしほとんどない。 
 
2-2-3-1-8 緩和策及び緩和策実施のための費用 

前述の 2.2.3.1.8 影響評価の (2) で大きな負のインパクトが予測される環境項目について、

緩和策の検討を行った。社会環境の大きな影響は正の影響であるため、緩和策の対象から

除外する。従って緩和策の対象となるのは水質汚濁のみである。 
 

大きなインパクトが 
想定される事象 緩和策 費用 

水質   
【建設時 ― 浚渫・岸壁基礎工

事】浚渫による底泥の巻き上げ

による港内の水質汚濁 (浮遊物

質濃度上昇、濁度増加)が想定さ

れる。 

浚渫または岸壁基礎工事においては底泥の巻

き上げによるシルト分の浮遊による港湾内水

域の濁度増加を抑制するため、浚渫サイトに

て作業区域をシルトカーテンで囲み、汚濁の

拡散を抑制する。 
浚渫ないし岸壁基礎工事のコントラクターと

の工事契約書にて、カーテン設置と水質汚濁

監視を義務づける。一方、別途を組む環境管

理の枠組みのなかでも常時監視と Remedial 
Action 体制による対処を行う。 

港湾公 社サイド

は、一般管理費で

対応する。 
工事を請け負うコ

ントラクターサイ

ドは請け負う総費

用に含める。 

【既存の都市排水路】周辺市街

部からの都市排水路の排水口が

港湾区域の水域の東端に位置

し、港湾にとって大きな水質汚

染原となっている。 

【供用時‐ 迂回排水路】この排水口からの汚

染水の港内直接排出を止め、汚濁水を迂回さ

せる水路を経由し流す。底面を玉砂利で浸透

性を高めた、迂回排水路を経由させ、浮遊懸

濁物質を沈降させた後、港湾区域の北外周を

迂回させ、タンガニーカ湖に直接排出させ

る。 

迂回排水路の移設

コストとして計上

される。 
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2-2-3-1-9 環境管理計画・モニタリング計画（実施体制、方法、費用など） 

環境モニタリング体制については、港湾公社の管理部門に兼任者を 1 人配置し、建設工

事前及び建設中における、建設サイト及び港湾区域内外の周辺環境のモニタリング（異常

の監視及び測定）を行う。また、必要に応じ、港湾区域内外の事業者及び住民からの、建

設工事に係る苦情への対応も行う。 
港湾公社はコンセッショネアにも、環境モニタリングの専任者（又は兼任）を置き、港

湾公社による建設サイト及び周辺水域、陸域の環境モニタリングに協力を要請する。また、

常時情報を共有、監視の記録を共有できる体制を要請する。 
さらに、環境管理体制には、コントラクターの工事最高責任者を含め、港湾公社及びコ

ンセッショネアによる共同モニタリング体制の一員とする。 

1.  期間及び環境モニタリングの対象 
建設中の港湾区域内水域の観測。 

2.  三者による管理体制 
基本的に、港湾公社、コンセッショネア GPSB、コントラクターからそれぞれモニタ

リング責任者（含む兼任者）を任命し、管理体制を構築する。 
建設中は月 1 回の会合を定例開催する。港湾公社の責任者がチェアし、記録を残す。 

3.  モニタリングの記録及び上部責任者、JICA への定期的な報告 
工事着手前 3 カ月は月 1 回、工事中は週 1 回水質（濁度ないし固形懸濁物質濃度）測

定し、観測記録を残す。 
一方、定期的な測定の対象ではないが、港湾区域に隣接する事業者や周辺住民からの

騒音、振動、悪臭、などの苦情の記録と対処の結果も記録する。モニタリング結果は

定期的に JICA に報告する。 

4.  特に留意する環境モニタリングの項目と、測定ポイント 
上記項目 1 は、建設サイト周辺及び港湾区域内で配慮すべきモニタリング項目である。

大気の質、騒音レベルについては、港湾区域周辺の事業所や住民による苦情の有無に

留意し、ベースライン測定時の測定値から重大で深刻な乖離がないことを確認する。

なお定期的な観測が必要な港湾区域水域の観測地点及び対象は以下のようである。 
 

工事中 

サンプリング対象ポイント 
サンプリング 

深度 
サンプリング

頻度 分析項目 
①シルトカーテン内（浚渫中）、②カーテン

端より 10 m 西、③150 m 西、④港湾区域入口 
湖面より−1 m 週 1 回、 

1 日 3 回 
浮遊物質濃度 (mg/l) 
又は濁度 (NTU) 

 
施設引き渡し後 

サンプリング対象ポイント 
サンプリング 

深度 
サンプリング

頻度 分析項目 
①コンテナターミナル バースの前面水域、

②上記①より 100 m 南西、③250 m 南西、④

港口外側 

湖面より−1 m 週 1 回、 
1 日 3 回 

浮遊物質濃度  (mg/l)
又は濁度 (NTU) 
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2-2-3-1-10 ステークホルダー協議 

ここでは、JICA の MP 調査において実施したステークホルダー協議（2012 年 4 月 9 日）

の状況を記載する。参加者 30 人からの回答を分析した結果、回答者の 97%は港湾改修の

短期戦略に理解を示し、2%は負の影響に懸念を示した。回答者の 83%は JICA の環境社会

配慮ガイドラインに理解を示した。 
 

2-2-3-2 環境チェックリスト 

環境チェックリストは説明調査時に「ブ」国側と取り交わした議事録に添付されている。

資料 4 概要説明時（2014 年 2 月 27 日）の討議議事録 (M/D) を参照されたい。 
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第3章 プロジェクトの内容 

3-1 プロジェクトの概要 

(1) 上位目標とプロジェクト目標 

「ブ」国政府は 2011 年に策定された「ビジョン 2025」で 1 人当たり GDP を 2008 年の

137 ドルから 2025 年には 720 ドルに引き上げる計画を進めている。この目標実現に向け、

経済成長を持続するためのインフラ整備が必要であるとされ、AfDB により 2009 年に策定

された「ブルンジ国インフラ整備行動計画」では来る 20 年間に運輸、電力、通信インフ

ラの不足に対処することが掲げられ、ブジュンブラ港の整備が行動計画に含まれている。 
湖上輸送は他の輸送手段に比べ安価で大量の資材を安全に輸送できるものとしてその優

位性が強調され、湖上輸送が「ブ」国経済活動を支える要とされている。このため、安定

的な湖上輸送を図るべく「ブ」国における港湾機能を強化し、経済活動の活性化を図るた

め、ブジュンブラ港及びルモンゲ港の整備を中心とする港湾開発マスタープラン及び短期

的な施設整備計画の作成に係る調査が「ブ」国より我が国に要請され、2009 年 10 月～11
月に詳細計画策定調査団を派遣し支援内容等の確認を行った。この結果、2011 年から

2012 年にわたりブルンジ国港湾マスタープラン調査（MP 調査）が実施され、ルモンゲ港

のマスタープラン策定とともに、2030 年次を目標年次としたブジュンブラ港マスタープラ

ン及び 2015 年次を目標とした同港の短期整備計画が策定された。 
MP 調査におけるブジュンブラ港マスタープラン計画では次の原則に従った諸施設の整

備が必要なことが結論された。 

① 将来の貨物のコンテナ化、特にダルエスサラームとキゴマとの間をタンザニア鉄

道で運ばれる貨物のコンテナ化に対応した港内用地を十分に確保すること 
② 構内区域を将来拡大できるよう、タハングワ川から流出した砂や岩石で水深が浅

くなった湖岸及び水域を確保すること 
③ タンザニア鉄道のコンテナ専用列車の運行とブレイクバルク貨物のコンテナ化に

よるコンテナ需要増加に対応するためのコンテナターミナルを整備すること 
④ 「ブ」国籍船舶の点検、修理を行うため修理工場を併設した船台を港の奥部に整

備すること 
⑤ 将来必要となる RoRo 船およびオイルタンカーバース整備に十分な港内水域を確

保すること 

上記の原則に基づき、2 つのマスタープラン代替案が検討され、内部水域にコンテナタ

ーミナルと船舶修理施設を整備することが提言され、短期整備計画では次の諸施設の整備

が必要とされた。 

① 雨水排水路の移設 
② コンテナターミナルの建設 
③ 船舶修理施設の建設 
④ 既存一般貨物埠頭の修復 



 

3-2 

MP 調査結果を踏まえ、「ブ」国政府は 2012 年 8 月、次の要請を我が国に対して行った。 

 要請金額：24.0 億円 
 要請内容： 

① コンテナターミナルの建設（2 バース、延長 2 × 80＝160 m、エプロン幅 30 m、

コンテナヤード 44,000 m²、港内道路幅員 20 m） 
② 船舶修理施設（引揚げ船台 対象船舶延長 60 m） 
③ 港内浚渫（浚渫量 20,400 m³） 
④ 排水路の移設（延長 1,245 m） 
⑤ 港湾公社への技術支援 

以上の経緯から、本プロジェクトの上位計画は「ビジョン 2025 年」に謳われた経済成

長を持続するために安定的な湖上輸送の実現を目標とするものである。この中で、本プロ

ジェクトはブジュンブラ港においてコンテナターミナルと船舶修理施設を整備し、コンテ

ナ輸送の活性化により輸送コストを削減するとともに「ブ」国籍船舶の自国内修理による

安全航行を確保することを目標とするものである。なお、AfDB の協力によるザンビア国

ムプルング港のコンテナ化が 2020 年に始まる予定であるため目標年次を事業完成 4 年後

の 2020 年とし需要予測に基づきブジュンブラ港の貨物取り扱い目標値を 296,100 トンと設

定した。また、キゴマ港における現行タリフを参考に、ダルエスサラームとブジュンブラ

間の 40 フィートコンテナの輸送コストの現行 5,300 ドル（陸上輸送）を、4,497 ドル

（TRL＋湖上輸送）に削減することを目標値とし、本事業実施がムプルング港のコンテナ

化を促進すると考えられることから、ムプルング港経由のコンテナ貨物取り扱い目標値を

年間 9,325 TEU と定めた。船舶修理施設については、大規模修理が 5 隻、小規模修理が 13
隻とすることを目標とた。 

 
(2) プロジェクトの概要 

「ブ」国要請に対して、日本国政府は準備調査の実施を決定し、2013 年 8 月～9 月に現

地調査を実施した。その結果、要請コンポーネントについては、MP 調査で提言されたコ

ンテナ荷役機械の整備 が要請には含まれていなかったことから、事業効果の発現のため

には荷役機械の整備が必要であることを確認した。また、浚渫は単独のコンポーネントと

なっていたが、コンテナターミナル建設の 1 アイテムということで整理した。 
また、施設・機材整備後の運用維持管理や組織力強化に係る技術支援の要望があったが、

技術支援は完成施設及び調達機材の運営に必要な必要最小限の訓練等を本実施事業の中で

行うものとした。具体的には、船舶上下架装置の運用は港湾公社よれば同国にとって初め

ての経験であるため、実際の船舶を引揚げ船台に上架して揚陸および進水させる訓練を行

う。このため、工事施工者が本邦技能工を派遣し訓練するものとした。 
その結果、本準備調査で検討したプロジェクトコンポーネントは次のとおりであった。 

① コンテナターミナル建設（浚渫含む） 
② 船舶修理施設 
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③ 排水路の移設 
④ コンテナ荷役機械 

また、調査結果の概要説明を 2014 年 2 月に行い、コンテナ荷役機械の調達を協議した。

その結果、コンテナ荷役機械については後述するように本協力対象事業から除外した。 
以上の経緯から、本プロジェクトは、上記目標を達成するためにコンテナターミナルと

船舶修理施設、排水路移設の詳細設計・入札図書作成及びコンテナ荷役機械と工作機械等

の仕様書・入札書作成を行うとともに、「ブ」国ブジュンブラ港に於いてコンテナターミ

ナルと船舶修理施設の建設を行い、船舶修理施設に必要な工作機械等の調達を行うもので

ある。これにより、同港の貨物取扱量の増大及び「ブ」国船籍の修理可能化を図り、もっ

て周辺国との輸出入量の増加促進及び輸出入貨物の輸送コスト削減、湖上輸送の安全性向

上に寄与することが期待されている。この中において、協力対象事業は、同港の土木施設

（コンテナターミナル、船舶修理施設、移設排水路）、建築施設（修理工場、作業員詰所、

事務所）を建設し船舶修理施設に必要な工作機械類を調達するものである。 
 

3-2 協力対象事業の概略設計 

3-2-1 設計方針 

3-2-1-1 基本方針 

既述したように、要請コンポーネントについては、以下の優先順位であった。なお、浚

渫は単独のコンポーネントとせずにコンテナターミナル建設に含めた。 

1. コンテナターミナル建設（浚渫含む） 
2. 船舶修理施設 
3. 排水路の移設 
4. コンテナ荷役機械 

なお、コンテナ荷役機械の調達については以下の事由により本無償資金協力事業より外

すことを検討し、調達について「ブ」国側と協議した。 

① 総事業費を積算した結果、コンテナ荷役機械の調達を本事業で実施した場合には想

定していた金額をかなり超過することが判明したこと 
② コンテナ荷役機械の「ブ」国側要請の優先順位が第 4 位であったこと 
③ AfDB の支援によるコンテナ荷役機械の整備、もしくはコンセッショネアによる整備

の可能性があること 

概要説明調査時、上記事由を説明し「ブ」国側の対応を求めたところ、2014 年 3 月 20
日付け「ブ」国運輸省から JICA 宛て書簡で以下の荷役機械を「ブ」国側が責任を持って

調達することが約束され本実施事業からは除外された。 

 コンテナモービルクレーン 1 基 
 リーチスタッカー2 基（岸壁荷役用 1 基、ヤード荷役用 1 基） 
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 トラクターヘッド 2 台 
 シャーシ 3 台（稼働用 2 台、予備 1 台） 

 
3-2-1-2 自然環境条件に対する方針 

1996 年から 2009 年までの最高気温と最低気温はそれぞれ 35.5°C、11.2°C、年間平均気

温は 23.3°C とブジュンブラの気候は温暖である。また、雨季は 3 月と 12 月を中心に年 2
回あり、同じ期間の月間最高降雨量は 248.7 mm、最低降雨量はゼロである。さらに、強風

も観測されていないことから、設計に係わる特段の気象条件は設定しない。地震について

は設計基準としては定められていないが、ブジュンブラは西側大地溝帯に位置しているこ

と、かつ、人体に感じられる地震があることは事実であることから、地震に対して安全な

構造物とするため、設計では本邦で考慮されている最低限の地震係数である 0.08 を採用す

る。 
タンガニーカ湖の水位変動は図 3-1 が示すとおりであるので、コンテナターミナル岸壁

の水深と天端高、および船舶修理施設の護岸天端高とスリップウエイの縦断方向の高さ決

定に考慮する。 
 

 

図 3-1 タンガニーカ湖水位の変化 

 
波浪については、波高 1 m 程度の進入波があるが、コンテナターミナル岸壁は既存防波

堤と、内防波堤の機能を有する既存「コンテナバース」岸壁とで守られているため、設計

条件を定めるために特段の考慮はしない。 
 

3-2-1-3 社会経済条件に対する方針 

現在、「ブ」国は 2005 年のアルーシャ和平合意に基づき民主主義的な国家の建設を目

指していることから、民族、宗教など特定の生活習慣や伝統をうかがわせる意匠は避ける

ものとする。また、「ブ」国はまだ世界最貧国の 1 つであることから、維持管理コストを

可能な限り削減できる施設、構造形式を採用するものとする。 
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3-2-1-3-1 需要予測 

ザンビア国ムプルング港との貨物需要予測 

MP 調査では、ザンビア国ムプルング港との間の貨物取扱量は南部アフリカと「ブ」国、

ルワンダ国との輸出入貨物を対象として、2020 年 220,800 トン、2030 年 397,900 トンと推

定した。品目別トン数は表 3-1 のとおりである。 
 

表 3-1 MP 調査時 ムプルング港～ブジュンブラ港間貨物需要予測 

単位1000トン
Commodity 2015 2020 2025 2030
Animal & Animal Products 0.3 0.4 0.5 0.6
Vegetable Products 6.3 8.7 11.5 14.8
Foodstuffs 29.2 41.1 54.5 70.5
Mineral Products 79.5 119.2 165.9 222.9
Mineral Fuel and Oil 8.2 11.4 14.9 19.1
Chemicals & Allied Industries 2.7 3.7 4.7 6
Plastics / Rubbers 1.1 1.5 1.9 2.5
Raw Hides, Skins, Leather, & Furs 4.2 6.3 8.9 12
Wood & Wood Products 2 2.7 3.5 4.5
Textiles 0.7 1 1.3 1.7
Footwear / Headgear 0.1 0.2 0.2 0.3
Stone / Glass 4.3 6.4 8.9 11.9
Metals 10.2 14.2 18.7 24.2
Machinery / Electrical 2.2 3.1 4.1 5.2
Transportation 0.7 1 1.3 1.7
Total 151.6 220.8 300.9 397.9  

 
なお、表 3-1 の貨物需要予測は、ルワンダ国と「ブ」国の GDP 成長率を 2016 年以降

4.5%と仮定して求めたものである。「ブ」国の GDP 成長率が現在でも 4.5%程度とみられ

ていることから、この需要予測はマクロ的な視点から妥当なものと考えられる。 
MP 調査では、表 3-1 のうち “Mineral Products” の 95%をセメントと推定し、コンテナ

化できない貨物としている（セメントはコンテナに固着し清掃が難しくなるため）。ムプ

ルング港のコンテナ化が 2020 年に始まるものとして、貨物のコンテナ化率を品目別に考

慮し、ブレイクバルク貨物、コンテナ貨物、ドライバルク、液体バルクの 4 つの荷姿に分

け、表 3-2 のように推定した。 
 

表 3-2 MP 調査時 ムプルング港～ブジュンブラ港間荷姿別貨物需要予測 

単位：1,000 トン 
2015 2020 2025 2030

Breakbulk 141.1 133.4 184.6 246.8
Container 0.0 72.4 96.1 124.6
Dry bulk 4.0 6.0 8.3 11.1
Liquid bulk 6.6 9.1 11.9 15.3  

 



 

3-6 

本準備調査で 2013 年に入ってブジュンブラ港の貨物取扱が大幅に減少したことが判明

した。その原因としてあげられるのは次のとおりである。 

1) セメント国内生産が 2011 年より始まり、セメント需要の 62%～65%を占めるに至

ったこと 
2) 経常収支の大幅な悪化により外貨不足が生じ輸入が減少したこと 
3) ユーロ危機に起因するドナー援助の減少により経済活動の収縮を招いたこと 

 
「ブ」国側カウンターパートは上に加えて次の点を原因の 1 つに挙げている。 

4) ブジュンブラマーケットの焼失 
 
ムプルング港との貨物取扱の減少は表 3-35に示すように、1996 年、2001 年、2007 年と

大幅に減少したことがあり、経済の落ち込みにより生じたもので、セメントの国内生産に

よるセメント輸入量の減少以外は、一過性のものであると判断できる。 

                                                        
5 2009 年 2 月“Lalke Tanganyika & Victoria Transoport Strategy –Volume II Situation Analysis and Background 
Information” Page 61 
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表 3-3 ムプルング港の取扱貨物量（抜粋資料） 

 
 

現在、クリンカーを輸入してセメントを国内生産していることから、国内にある石灰岩

の枯渇如何に拘わらず、セメントの国内生産は続き、ムプルング港からのセメント輸入は

国内生産の分だけ減少するものと判断できる。“Mineral Products” の 95%をセメントとして、

この 65%が国内産と置き換わるものとすると、ムプルング港との貨物取扱予測は表 3-4 の

とおりである。 
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表 3-4 準備調査 ムプルング港～ブジュンブラ間港荷姿別貨物需要予測 

単位1000トン
2015 2020 2025 2030

MP予測 141.1 133.4 184.6 246.8
減少分 49.1 73.6 102.4 137.6
今回予測 92.0 59.8 82.2 109.2

Container 0.0 72.4 96.1 124.6
Dry bulk 4.0 6.0 8.3 11.1
Liquid bulk 6.6 9.1 11.9 15.3

Breakbulk

 
 
タンザニア国キゴマ港との貨物需要予測 

タンザニア国キゴマ港との間の貨物取扱量は TPA が算出したコンテナ専用列車の運行計

画に基づき、2020 年 164,100 トン、2030 年 361,100 トンと推定した。TPA 推定値に基づく、

コンテナ需要予測を表 3-5 に示す。 
 

表 3-5 MP 調査時 キゴマ港～ブジュンブラ港間コンテナ需要予測 

2015 2020 2025 2030
Imports 1000 tons 70.8 145.5 222.0 323.0

TEUs 5,745 11,807 18,015 26,211
Boxes 4,214 8,661 13,214 19,226
20 footer 2,667 5,482 8,364 12,170
40 footer 1,547 3,179 4,850 7,056

Exports 1000 tons 9.2 18.6 26.6 38.1
TEUs 620 1,253 1,792 2,567
Boxes 586 1,185 1,694 2,427
20 footer 553 1,119 1,599 2,291
40 footer 33 66 95 136

Empties TEUs 5,125 10,554 16,223 23,644
Boxes 3,628 7,476 11,520 16,799
20 footer 2,114 4,363 6,765 9,879
40 footer 1,514 3,113 4,755 6,920
1000 tons 80.0 164.1 248.6 361.1
TEUs 11,490 23,614 36,030 52,422
Boxes 8,428 17,322 26,428 38,452
20 footer 5,334 10,964 16,728 24,340
40 footer 3,094 6,358 9,700 14,112
TEUs 31 65 99 144
Boxes 23 47 72 105
20 footer 15 30 46 67
40 footer 8 17 27 39

Year

Throughput/
Year

Throughput/
Day

 
 

TPA が 2012 年 8 月 22 日付けでコンテナターミナル整備を含む同港の改修計画にかかわ

るコンサルティングサービスへの関心表明を公募し、現在提案依頼書 (RFP) を準備中であ

り、さらに 2013 年 6 月 4 日付けでコンテナ専用列車運行に関わる FS 調査への関心表明を

公募するなど、同港のコンテナターミナル整備計画を進めていることが判明している。 
しかしながら、本無償資金協力事業によるコンテナターミナルの完成が 2016 年 7 月と

見込まれることから、TPA のコンテナ専用列車運行もこれに合わせて開始されるとするこ
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とが妥当であると考えられるので、キゴマ、ブジュンブラ間のコンテナ湖上輸送は 2016
年 7 月に開始され、結果的に MP 調査時の需要予測は 1.5 年ほど延期されるものとする。

この需要に基づき、各年毎のコンテナ取扱量を計算した結果を表 3-6 に示した。 
 

表 3-6 キゴマ港 ～ブジュンブラ港間コンテナ需要予測 

2016 2020 2025 2030
Imports 1000 tons 35.4 126.3 195.2 288.6

TEUs 2,873 10,249 15,840 23,420
Boxes 2,107 7,518 11,619 17,179
20 footer 1,334 4,759 7,355 10,874
40 footer 773 2,759 4,264 6,305

Exports 1000 tons 4.6 16.8 24.0 34.4
TEUs 310 1,128 1,617 2,317
Boxes 293 1,067 1,529 2,191
20 footer 277 1,007 1,443 2,068
40 footer 16 60 86 123

Empties TEUs 2,563 9,121 14,223 21,103
Boxes 1,814 6,451 10,090 14,988
20 footer 1,057 3,752 5,912 8,806
40 footer 757 2,699 4,178 6,182
1000 tons 40.0 143.1 219.2 323.0
TEUs 5,746 20,498 31,680 46,840
Boxes 4,214 15,036 23,238 34,358
20 footer 2,668 9,518 14,710 21,748
40 footer 1,546 5,518 8,528 12,610
TEUs 16 56 87 128
Boxes 12 41 64 94
20 footer 7 26 40 60
40 footer 4 15 23 35

Throughput
/Day

Year

Throughput
/Year

 
 
なお、MP 調査時にはキゴマ港からブジュンブラ港に輸送される液体バルクが需要予測

から漏れていた。MP 調査によれば、キゴマ港から輸送される液体バルクは 2020 年には

5,700 トン、2030 年には 12,600 トンであることから 2015 年と 2025 年の取扱量を比例計算

し表 3-7 の取扱量とした。 
 

表 3-7 キゴマ港から輸送される液体バルク取扱量 

単位：1,000 トン 
2015 2020 2025 2030

液体バルク 2.3 5.7 9.2 12.6  
 
ブジュンブラ港の貨物取扱予測およびコンテナターミナル計画 

ブジュンブラ港のザンビア国ムプルング港とタンザニア国キゴマ港との間の貨物取扱量

は、両者を合わせ表 3-8 のように予測される。 
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表 3-8 ブジュンブラ港の貨物取扱量予測 

単位：1000 トン 

2015 2020 2025 2030
Container From/to Mpulungu 0.0 72.4 96.1 124.6

From/to Kigoma 0.0 143.1 219.2 323.0
Sub-total 0.0 215.5 315.3 447.6

Breakbulk From Mpulungu 92.0 59.8 82.2 109.2
Dry bulk Ditto 4.0 6.0 8.3 11.1

Liquid bulk From Mpulungu 6.6 9.1 11.9 15.3
Form Kigoma 2.3 5.7 9.2 12.6

8.9 14.8 21.1 27.9

Total 104.9 296.1 426.8 595.8
 

 
表 3-8 のコンテナ貨物の取扱量を TEU に換算すると、表 3-9、表 3-10 のとおりである。 
 

表 3-9 ブジュンブラ港コンテナ貨物の取扱量 

Year 2016 2020 2025 2030
From/to Kigoma Port (1000 ton) 40 143 219 323
Throughput (TEU) 5,746 20,498 31,680 46,840
Throughput (Boxes) 4,214 15,036 23,238 34,358

From/to Mpulungu Port (1000 ton) 0 72 96 125
Throughput (TEU) 0 9,325 12,398 16,081
Throughput (Boxes) 0 8,500 11,310 14,684

Total Throughput in TEU 5,746 29,823 44,078 62,921
Total Throughput in Box 4,214 23,536 34,548 49,042  

 

表 3-10 ブジュンブラ港 1日当たりコンテナ取扱量 

Year 2016 2020 2025 2030
From/to Kigoma (TEU/day) 16 56 87 128
From/to Mpulungu (TEU/day) 0 26 34 44  

 
MP 調査時同様、60 TEU 積載可能なコンテナ船が就航するものとして、揚げ荷、積み荷

合わせて 1 船当たり 120 TEU を取り扱うことからキゴマ港およびムプルング港からのコン

テナ船の就航頻度を求め、これらのコンテナ船のサービスが可能になるバース数を求める

と、表 3-11 のようになる。なお、船長を 60 m、前後に 10 m ずつの余裕を見て、岸壁延長

は 80 m としている。 
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表 3-11 ブジュンブラ港コンテナバース数および延長 

From/to From/to From/to From/to From/to From/to From/to From/to
Kigoma Mpulungu Kigoma Mpulungu Kigoma Mpulungu Kigoma Mpulungu

Container (TEU/year) 5,746 0 20,498 9,325 31,680 12,398 46,840 16,081
Container (TEU/day) 16 0 57 26 87 34 129 45
Call of a container ship every 8days every 2days every 5days every 1day every 4days every 1day every 3days
Required berths (Nos)
Berth length (m) 80 80 160 160

2016 2020 2025 2030

1 1 2 2

 
 
なお、表 3-11 で、2030 年にはキゴマ港とのコンテナ船就航は週 7 便が必要になるが、

ムプルング港からの便が週 3 便以下にとどまることから、2 バースで十分である。コンテ

ナターミナル岸壁は全長 160 m とする。 
コンテナ荷役はモービルクレーンとリーチスタッカーによるコンテナ荷役を前提として、

蔵置スペースは 6 箱を 1 列として岸壁に直に配置し、リーチスタッカーによるシャーシか

ら蔵置位置への定置、あるいは蔵置位置からシャーシへの積み込みのためのスペースは

30 m とする。タンザニア国の例に倣い輸出入コンテナともに 7 日間の蔵置が無料で可能と

仮定すると、1 日取扱量の 4 倍程度の蔵置量となると推測される。リーチスタッカーによ

り 3 段積みが可能であることから、必要グランドスロットは表 3-12 のように計算される。 
 

表 3-12 コンテナターミナル所要グランドスロット 

per year per day
2015 5,746 16 128 43
2020 29,823 82 656 219
2025 44,078 121 968 323
2030 62,921 173 1,384 462

Containers to be
stored (TEU)

Required
Ground Slot

Container Throughput (TEU)
Year

 
 

表 3-12 から、2025 年目標年次では 350 グランドスロット程度が適切な規模であるが、

以降、ターミナルの外にコンテナ置き場を設けることが必要である。この場合、取扱いコ

ンテナの半数弱が空コンテナであるので、隣接する港湾用地を空コンテナ置き場にするこ

とができる。 
 
船舶修理 

「ブ」国籍船舶は表 3-13 のとおりである。 
 



 

3-12 

表 3-13 「ブ」国籍船舶一覧 

Name of Vessel Type of Vessel
Length

Overall (m)
Width (m)

Dead Weight
(ton)

Draft in
Charge (m)

State
In-service
Date (year)

1 ARNOLAC Kizigenza Tug Line 33.50 7.58 66 3.25 G.E 1955
Tanganyika Tug Line 31.20 5.18 37 1.58 G.E 1889
Krimiro Tug Line 23.50 4.55 25 - S 1915
Moso Harbour Tug in Kigoma 12.25 3.00 9 - G.E 1958
Ruremesha Mixed Cargo Ship 41.25 9.00 350 2.25 G.E 1981
Ndaje Mixed Cargo Ship 54.75 8.70 600 3.20 G 2002
Cohoha Tank Barge 42.35 7.00 336 2.71 G.E 1955
Rweru Tank Barge 32.71 5.58 115 1.64 G.E 1953
Sagamba Bulk Cargo Barge 65.70 10.00 1,397 3.77 S 1955
Murinzi Bulk Cargo Barge 59.60 9.02 885 3.26 G.E 1931
Buragane Bulk Cargo Barge 54.50 8.50 627 2.61 S 1937
Mumirwa Bulk Cargo Barge 52.77 8.82 544 2.75 G.E 1955
Buyenzi Bulk Cargo Barge 52.77 8.82 538 2.75 S 1955
Remera Bulk Cargo Barge 47.25 8.00 477 2.36 S 1927
Buyogoma Bulk Cargo Barge 36.50 6.00 278 2.17 S 1918
Imbo Bulk Cargo Barge 37.77 6.50 246 2.08 S 1929
Baraka Bulk Cargo Barge 47.25 8.00 - - W 1925
Tanganyika Tourism and Research Vessel 25.30 6.86 125 - V.G 1994

2 BATRALAC Tora Bulk Cargo Ship 58.00 10.00 1,110 3.50 G 1988
Rwegura Bulk Cargo Ship 45.00 8.00 500 2.50 G.E 1984
Teza Mixed Cargo Ship 60.00 11.00 1,500 3.60 V.G 1992

3 SOTRALAC Bwiza Bulk Cargo Ship 54.70 8.00 508 2.75 W 1913

4
TANGANYIKA
TRANSPORT

Mbaza Bulk Cargo Ship 42.50 7.30 450 2.35 G.E 1988

5 E.P.B Ngiri Harbour Tug 15.75 4.30 - - G.E 1959
Notes: Mixed Cargo Ship  = Container and/or Bulk Cargo Ship

S = Suspended
V.G = Very Good
G = Good
G.E = Good Enough

Ship Owner

 
 

表 3-13 の中で、すでに廃船になった 2 隻（W で表示）を除いた「ブ」国籍船舶はタグ

ボート 5 隻、自航式貨物船 6 隻、バージ船 8 隻、タンカー2 隻、観光・調査船 1 隻の合計

22 隻で、船舶修理施設が完成すれば、休止状態の船舶（S で表示）を含めてこれらの船舶

は就航するものと思われる。 
コンテナ輸送の需要予測によれば、2020 年にはキゴマ～ブジュンブラ間でコンテナ取扱

が 20,498 TEU となる。この場合、出入の TEU 数はほぼ同数となることを考慮し、新たに

就航するコンテナ船のサイズを 60 TEU、往復に荷役を含めて 2 日かかるものとすれば、1
隻のコンテナ船が既存船団に加わり、2025 年にはキゴマ港との間で 31,680 TEU を輸送す

るために 2 隻、ムプルング港との間で 12,398 TEU 輸送するために 1 隻必要になる。また、

2030 年にはキゴマ港とのコンテナ輸送が 46,840 TEU となり、同型のコンテナ船の就航を

考慮すればコンテナ船 3 隻が既存船団に加わる。また、同じく 2030 年にはムプルング港

とのコンテナ輸送が 16,081 TEU となり、同型のコンテナ船が就航し、往復に 4 日かかるも

のとすれば、2 隻のコンテナ船が必要になる。ただし、コンテナの増加が比較的小さいた

めキゴマ港との間に就航する 3 隻のうち 1 隻を回せるので表では 1 隻と表示している。 
 

表 3-14 新規コンテナ船の所要隻数 

Year

From/To From/To From/To From/To From/To From/To

Kigoma Mpulungu Kigoma Mpulungu Kigoma Mpulungu

Trouhgput per year (TEU) 20,498 0 31,680 12,398 46,840 16,081

Throughput per ship (TEU)

Once cycle (days) 2 4 2 4 2 4

Rquired container ships (Nos) 1 0 2 1 3 1

60

2020 2030

Route

2025
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従って、2020 年には就航可能な「ブ」国船籍船舶は合計 23 隻、2025 年には 25 隻、

2030 年には 26 隻になるものと推定され、「ブ」国の法令上、これらの船舶は毎年船舷の

検査を受けなければならず、船舶上下架装置が稼働すれば上架して検査を受けることにな

る。 
この場合、観光・調査船は毎年、貨物船などは 6 年に一度程度修理が必要になる。この

結果、2020 年、2025 年には合わせて年 5 隻、2030 年には 6 隻程度の船舶修理が行われる

ものと推定される。 
従って、表 3-15 に示したように、2020 年には上架検査に伴う小規模修理が 18 隻、比較

的大規模な修理が 5 隻、2025 年には小規模修理が 20 隻、比較的大規模な修理が 5 隻、

2030 年には小規模修理が 20 隻、比較的大規模な修理が 6 隻と推定される。 
 

表 3-15 「ブ」国籍船の修理隻数 

2020 2025 2030
ブルンジ国籍船　隻数 23 25 26
調査・観光船 1 1 1
貨物船、バージ、タンカー、タグ、コンテナ船 22 24 25
大規模修理（本格検査時） 5 5 6
小規模修理（外板検査時) 18 20 20  

 
3-2-1-4 建設事情／調達事情若しくは業界の特殊事情／商習慣に対する方針 

今回、計画されている港湾施設・設備（含、浚渫）は全てブジュンブラ港内にあり、港

湾公社の直接管理下にあるので、コントラクターが事業実施に伴う用地の占有に係わる許

認可の申請等を行うことはない。また、環境影響評価に関しては、事業実施サイトの現況

及び環境管理などについて港湾公社が記述・提出した環境レポートに対し、2014 年 4 月 8
日付けで環境省の承認がおりている。なお、設計に関する基本方針として、国際的技術標

準として日本の「港湾施設の技術上の基準・同解説」を採用する。 
 

3-2-1-5 現地業者（建設会社、コンサルタント）の活用に係る方針 

内戦終結後 8 年程度しか経過しておらず、総体的に、現地の建設会社と呼べるものは少

ない。また、現在、大規模な現地政府発注の公共事業のようなものは見当たらず。小規模

事業または他国よりの援助事業が現地建設工事の主流を占めている。調査の結果、2 社程

が建設会社と呼べる技術水準にあり、基本的建設技術は有している様に思われる。しかし、

今回のような、港湾工事の経験は持たない。従って、本プロジェクトの実施にあたっては

本邦技術者による指導が必要となる。 
 

3-2-1-6 運営・維持管理に対する対応方針 

事業実施後のコンテナターミナルと船舶修理施設の運営・維持管理については一定の技

術と経験を有するコンセショネアが行うものとする。 
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なお、港湾の運営・維持管理はコンセショネアである GPSB が行っていて、本事業で建

設されるコンテナターミナルは GPSB がその運営と維持管理を行う計画である。GPSB が

所属する企業グループは大規模港湾の運営・維持管理を行っており、コンテナターミナル

の運営と維持管理に問題はない。 
また、船舶修理施設の運営・維持管理については、港湾コンセショネア (GPSB) あるい

は地元民間企業にコンセッションを与えることを港湾公社は計画している。前者は既存荷

役機械のメンテナンスを行っている実績があり、後者は船舶修理の実績があるので、船舶

修理施設の運営と維持管理に特段の課題や問題はない。 
 

3-2-1-7 施設、機材等のグレードの設定に係る方針 

コンテナターミナルは主にダルエスサラーム港を経由する海上コンテナ貨物を取り扱う

ので、海上コンテナを取り扱う荷役機械の運転が可能な岸壁エプロン、ヤードを計画し、

ヤード舗装はこれら荷役機械の反力に耐えるものとする。 
船舶上下架装置は、既存「ブ」国船籍で最大の長さを有する船舶を上下架できるスリッ

プウエイを有するものとする。また、船舶修理に用いる工作機械は現地の技術水準に合わ

せ維持が容易な普及品とし、コンピュータ制御による製品など維持が難しい製品は避ける

ものとする。 
 

3-2-1-8 工法／調達方法、工期に係る方針 

本実施事業はコンテナターミナルと船舶上下架装置、排水路移設からなる土木工事と修

理工場及び作業員詰所、事務所からなる建築工事、船舶上下架装置と修理工場に設置する

各種工作機械からなる機材調達から構成される複合案件である。 
土木工事においては、岸壁と護岸は鋼矢板壁であり、鋼矢板は特殊材料となるため本邦

より輸送・搬入する。また、セメント、鉄筋を除く輸入材についても隣国タンザニア国あ

るいはケニア国では建設ブームが続いているため、適切な時期の調達に不安があることと、

価格が不安定になることが予測されることとから、本邦からの輸入とする。 
その他の建設資材については、鉄筋はザンビア国からの輸入品が出回っているので現地

調達し、砂材、石材、埋立て用の土砂についても現地調達する。セメントに関しては、排

水路練石積みなどに使う比較的低強度のコンクリート構造物に関しては現地産セメント 
(32.5N) を用い、重要構造物および強度を必要とするものは、第三国よりの高品質輸入セ

メント (42.5N) を用いる。 
なお、船舶上下架装置のレール、引揚げ船台本体及び車輪は本邦より調達し、現地で組

み立て据え付ける。 
建築工事においては、修理工場は屋内の高さと幅員が必要なため鉄骨構造としなければ

ならない。しかしながら、現地溶接工の技量は経験不足から高くはないことから、現地作

業をできるだけ減らすために鉄骨は本邦で製作し輸出・搬入後、現地で組み立てるものと

する。さらに、建築工事の工種を少なくし作業効率を上げるため、作業員詰所、事務所棟

も鉄骨構造として、同様に本邦で製作し、現地で組み立てることとする。また、鉄骨の輸

送にあわせて屋根材、壁材、設備資材を本邦で調達し輸送・搬入するものとした。 
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機械は本邦調達を原則とした。本邦から輸出・搬入する船舶修理施設用工作機械と発電

機、ジブクレーン、ラフテレーンクレーン等は本邦港湾から積み込みダルエスサラーム港

経由、陸路でブジュンブラに搬送するものとした。 
工期策定にあたっては、プロジェクトサイトはアフリカ内陸国という地理条件により材

料・機材の搬入に多大な日数を要する一方、プロジェクトサイトでは港内に流入している

排水路の移設をコンテナターミナル岸壁および船舶修理施設護岸の着工前に行わなければ

ならない。このため、移設排水路の土工事は現地調達機械でできることと、水路壁に使用

する材料が現地調達可能であることから、本邦からのコンクリートプラントを含む機材の

搬入を待たず、コンテナターミナル岸壁および船舶修理施設の着工前に移設排水路工事を

着工する工程とした。建築工事工程は前述のように資材を本邦調達とし、特に鉄骨工事は

製作までを本邦で行い、現地作業の簡略化と短縮化を図るものとする。 
 

3-2-2 基本計画（施設計画／機材計画） 

設計基本方針に基づき、基本計画に於いては次の点を特に考慮した。 

 タンガニーカ湖の水位変動に対処するため、コンテナターミナル岸壁の標高を既往

最高水位よりも高くする。 
 港内進入波に対処するため、コンテナターミナル岸壁と船舶修理施設はできるだけ

港内奥に配置する。 
 移設排水路は、市街地から流入するゴミと汚水に対処するため、ゴミを除去するた

めスクリーンを設け、汚水を一定程度浄化するために水路底面は中詰玉石とする。 
 現地の社会経済条件に対処するため、建築外装は工場施設に見られるような外板材

を用いた。 
 現地技術水準に対処するために、工作機械は高度な維持管理を必要としない普及品

から選択した。 
 現地業者の能力に対処するために、岸壁、護岸、船舶上下架装置、修理工場建屋の

施工には本邦技能工を現地に派遣し、工事費を抑制するため短期間で現地施工が可

能な構造とした。 
 施設の運営・維持管理への対処としては、船舶上下架装置の運転を除き、「ブ」国

側に十分な能力があることを前提として施設を計画した。船舶上下架装置について

は本邦から作業員を派遣し、「ブ」国側要員の教育・訓練を行うものとした。 
 

3-2-2-1 全体計画 

3-2-2-1-1 コンテナターミナル 

港内進入波による強い影響を受けない既存一般貨物埠頭の対岸に平行に配置し、操船を

容易にし、港内奥に設ける船舶修理施設の船舶上下架装置への船舶の上架を容易にするた

め、既存岸壁と新設岸壁との距離を 120 m とし十分な港内水域を確保した。なお、船舶上

下架装置は進入波の影響が最も小さい港内奥、既存 No. 1 倉庫北側に設けるものとした。 
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3-2-2-1-2 移設排水路 

コンテナターミナルのヤードをできるだけ大きく確保するため、排水路は港湾区域北側

フェンスに沿ってタンガニーカ湖湖岸まで延伸し、排水路とコンテナターミナルとの間に

既存コンテナ岸壁に通じる港内道路を設け、これを既存の港湾入り口ゲートに繋げた。な

お、移設排水路は現在港湾フェンスの外側にある港湾用地についても同様に北側用地境界

に沿って計画した。 
 

3-2-2-1-3 コンテナターミナル岸壁 

幅員 30 m のエプロンを設け、荷揚げ・荷積みに供し、背後にコンテナ蔵置ヤードを設

け、セキュリティ確保のため照明灯を設置した。蔵置ヤードはモービルクレーンとリーチ

スタッカーによるコンテナ荷役を前提として、6 箱を 1 列とした蔵置スペースを岸壁に直

に配置し、リーチスタッカーの稼働スペースとしてコンテナ蔵置列の間隔を 30 m 確保し

た。 
 

3-2-2-1-4 船舶修理施設 

船舶上下架装置を既存 No.1 倉庫寄りに配置し、船舶上下架装置に平行に護岸側に修理

工場を配置し出入り口を両端に設け、作業員詰所を修理工場と事務所の間に、事務所棟は

港内道路寄りに配置した。 
なお、コンテナターミナル内、船舶修理施設境界、港内道路に沿ってそれぞれ排水路を

設け、雨水は移設排水路あるいは港内に排水するものとした。 
外部電源は既存 No. 3 倉庫東側の港内受配電設備から修理工場にスリップウエイ陸上部

に接して設けた受変電設備へ高圧電線を敷設送電し、同設備より船舶修理施設とコンテナ

ターミナルに配電するものとする。外部電源停電時には船舶上下架作業に支障を来さない

よう発電機を設置する。また、給水については、すでにプロジェクトサイトに敷設されて

いる給水管に繋げ、船舶修理施設に給水するものとする。 
 

3-2-2-1-5 構造 

1. コンテナターミナル岸壁：コンテナ岸壁計画法線は現在陸域であり、土質は礫混じり

砂である。このため、陸上杭打ち機で鋼矢板を打ち込み控え工を取った後に前面を掘

削する工法が最も早い施工方法である。本邦コントラクターが施工する場合、工期の

短縮が工事費の削減に直結することから、コンテナターミナル岸壁は控え工のある鋼

矢板壁構造とする。なお、控え工は陸上杭打ち機を鋼矢板打設に用いることから、工

事の連続性と迅速性を考慮し鋼杭とする。 

2. スリップウエイ護岸：工事の連続性と迅速性を考慮し、コンテナターミナル岸壁と同

様に鋼矢板壁構造とする。スリップウエイを挟み、コンテナターミナルよりは控え工

のある鋼矢板壁構造とし、既存一般貨物埠頭よりは二重鋼矢板壁構造とする。 
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3. スリップウエイ：スリップウエイ端部は港内水深と同じ水深となるため、品質を確保

するためスリップウエイはドライ施工とする。このため、仮締め切り工を設けるもの

とする。スリップウエイの構造は支持鋼杭頭部を鉄筋コンクリート桁構造で繋ぎ、長

手方向桁上にレールを敷設する。桁間には無筋コンクリート床版を張る。 

4. 修理工場、作業員詰所、事務所：修理工場は、実質的な内部空間を大きく取ること、

固定荷重の低減による建物各部位の使用材料の縮減を図ること、工期短縮による経済

性の追求等を勘案し鉄骨構造とした。品質を確保するため、主体構造鉄骨は本邦で加

工、仮組を行い現地に輸送・搬入し建て方を行い順次内装工事を行う計画とした。現

地工種を少なくして工事期間を短縮するため、作業員詰所と事務所棟も修理工場に準

じて鉄骨構造とする。 

5. 舗装工：コンテナターミナルエプロンとコンテナ野積場の舗装は耐久性を考慮してコ

ンクリート舗装とし、コンテナターミナル車両走行ヤードと港内道路は「ブ」国で多

いアスファルト舗装とする。 
 
3-2-2-1-6 設計基準 

土木施設の設計は「港湾の施設の技術上の基準・同解説」（平成 19 年、又は平成 11 年）

に準拠する。本基準を適用できない施設については本邦の他の基準を適宜用いる。 
建築施設の設計は、国土交通省大臣官房営繕部監修「公共建築工事標準仕様書（建築工

事編、電気工事編、機械設備工事編）平成 25 年版」に準拠する。 
構造設計基準、電気設備設計基準、機械設備基準等は、原則建築基準法、同施行令及び

関連国土交通省告示に準拠し、以上に記載されていない基準等については、社団法人日本

建築学会「建築工事標準仕様書」の最新版に準拠する。 
仕様の優先順位は次のとおりとする。第 1 位本設計図書、第 2 位見積書、第 3 位特記仕

様書、第 4 位国土交通省大臣官房営繕部監修「公共建築工事標準仕様書（建築工事編、電

気工事編、機械設備工事編）平成 25 年版」とする。 
 

3-2-2-1-7 機材調達 

船舶修理施設に用いる工作機械及び船舶上下架装置に用いる機械類は本邦調達を原則と

し、「ブ」国側でも容易に維持管理が可能な普及品から選択することにした。 
 

3-2-2-2 施設計画 

3-2-2-2-1 コンテナターミナル 

(1) コンテナ埠頭 

コンテナ埠頭施設は「港湾の施設の技術上の基準・同解説」（平成 19 年、又は平成 11
年）に準拠し施設計画を行った。 
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1.  コンテナバースの規模設定 

タンガニーカ湖内の最大船型である Sagamba 号の主要諸元は以下の通り。 
全長 65.7 m 

垂線間長 60.0 m 

型幅 10.0 m 

満載喫水  3.77 m 

空荷喫水  1.17 m 

 
対象船である Sagamba 号の積載重量トンは 1,397 DWT であるが、積載重量トン数 1,000 

DWT の貨物船主要諸元と酷似するのでそれを適用する。1,000 DWT 貨物船を対象とした

バース長及び水深は以下のとおりである。 
必要バース長 80 m 

必要バース水深 −4.5 m 

 
港湾全体計画に従って以下の施設規模を計画する。 

コンテナバース数  2 バース（平行バース） 

コンテナバース長 80 m×2 バース＝160 m 

バース前面水深  −4.5 m（LWL=773.0 m 下）EL=+768.5 m 

回頭泊地水深 −4.5 m EL+768.5 m 

エプロン幅 30 m 

バース法線上の天端高 +777.5 m 

エプロンのこう配・背面高 1% + 777.8 m 

 
係船岸の構造は鋼矢板岸壁構造とする。鋼矢板構造の設計は「港湾の施設の技術上の基

準・同解説」（平成 19 年）に準拠し、矢板式係船岸  (P981)、基礎においては杭基礎 
(P584)、必要な付帯設備として、係船柱 (P1172)、防舷材 (P1179)、車止 (P1199) を参照し

て設計を行う。 
2.  エプロン舗装 

「港湾の施設の技術上の基準・同解説」（平成 19 年）エプロン P1225 に従って舗装の

設計を行う。舗装構造はコンクリート舗装とする。 
 

【設計条件】 

 設計供用期間 20 年 
 作用条件 

コンテナクレーン：200 トン接地圧 120 kPa 
リーチスタッカー：（ストラッドルキャリアー同等）接地圧 125 kPa 

 路盤厚 
路盤厚は路盤の支持力係数が 200 N/cm3に成るように設定する。路盤厚は路床の支



 

3-19 

持力係数により変わるが、エプロン予定地は大半が切土地盤であり、一部の盛土部

は上質の土砂を使用することにより、路床の支持力係数が 100 N/cm3程度にするこ

とが可能である。従って路盤厚は、路床の設計支持力係数を 70 以上 100 未満とし、

下記の路盤厚と路盤材を決定した。 
上層路盤 粒調材、厚さ 20 cm 

下層路盤 クラッシャーラン、厚さ 20 cm 

 コンクリート版厚 
作用条件で求めた作用分類の CP3 であり、相当の版厚は 30 cm である。 

コンクリート版厚 30 cm 

コンクリート曲げ応力度 4.5 N/m2 

 
(2) 取付護岸 

コンテナバースに平行でコンテナふ頭係船岸と同一構造とする。 
バース西側護岸 長さ 5 m、既設「コンテナバース」岸壁に結合 

バース東側護岸 長さ 10 m、計画船舶修理施設の護岸に結合 

 
(3) コンテナヤード 

コンテナバースのエプロン背面とその延長線上 (L = 270 m) と港内道路に囲まれた区域

をコンテナヤードとする。コンテナヤードには、5 群のコンテナスロットグループが形成

される。ヤード内に 360 グランドスロット、平均 3 段積みとするとコンテナストック数

1,080 TEU が収納可能である。 
コンテナヤード総面積 37,460 m2  

マーシャリングエリア 32,760 m2  

コンクリート舗装 6,010 m2  

アスファルト舗装 26,750 m2  

バックアップエリア 1,900 m2 （アスファルト舗装） 

緑地 550 m2  

既存建造物用地 2,250 m2  

 
グランドスロット下の舗装はコンクリート舗装とし、エプロン舗装に準じる。その他の

マーシャリングエリア及びバックアップエリアは道路舗装（アスファルト舗装）に準じる。 
ヤードは、施工時の切盛量を勘案し、かつ、雨水溜まりが生じないよう勾配は 0.6%に設

定した。港内道路の設計高さを勘案して、エプロン背面から 50 m 背後の平行線上の高さ

を+778.1 m とし、その奥は 0.6%勾配で舗装面を下げていく設計とした。 
雨水排水路は 3 列設置する。コンテナバース法線上の東側延長線（コンテナヤードと船

舶修理施設用地の境界）、エプロン背面とその延長、コンテナヤード道路に沿った水路の

3 列で、勾配はインバート調整で確保する。また、エプロン背面のコンテナヤードと接す

る部分と港内道路横断部、コンテナヤード進入通路部には、グレーティング蓋を被せる。 
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コンテナヤードに夜間照明塔を設置する。照度は防犯に対応する程度とし、将来コンテ

ナバースが夜間稼働した時には基数を増すことにより対応できるような配置をする。計画

ではそれぞれの距離が 150 m 離れた位置に 3 基設置し、中間点で 20 ルクス確保できる程

度とする。 
 

(4) 港内道路 

港内道路は以下 2 種類のパターンがある。 
港内道路 A（コンテナヤード道路）  
道路延長 643 m 
道路用地：（20 m 幅） 1,286 m2 
アスファルト舗装 計 12 m 
舗装幅員ヤード側 5 m（1 車線） 
ヤード外側 7 m（2 車線） 
オーバーレイ 2,000 m2（幅 10 m、延長 200 m） 
港内道路 B（突堤連絡道路）  
道路延長 90 m 
道路用地：（20 m 幅） 900 m2 
アスファルト舗装 計 10 m 
舗装幅員ヤード側 5 m（1 車線） 
ヤード外側 5 m（1 車線） 

 
港内道路の舗装はアスファルトコンクリート舗装とする。港内道路は主としてコンテナ

用道路として使用される。アスファルト舗装の基準は「港湾の施設の技術上の基準・同解

説」（平成 19 年）P1237 を適用する。なお、作用条件は岸壁で定めた AP3 分類とする。 
 

【アスファルト舗装の舗装構成】 
作用分類が AP3 であり、路床の CBR が 20 未満として、構成を決定する。 

密粒度アスコン（表層） 50 mm 
粗粒度アスコン（基層） 150 mm 
粒調材（上層路盤） 150 mm 
クラッシャーラン（下層路盤） 150 mm 

 
(5) 泊地浚渫 

浚渫範囲は以下のとおりとする。 
EL+769 m 浚渫 既設一般貨物バースの前面 20 m の維持浚渫 

浚渫面積 20 m × 200 m = 4,000 m2 
EL+768.5 m 浚渫 新設コンテナバース前面幅 20 m の浚渫 

浚渫面積 20 m×175 m= 3,500 m2 
EL+768.5 m 浚渫 ブジュンブラ港奥部泊地中央部の浚渫 

浚渫面積 CAD 計算 8,100 m2 
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既存一般貨物バースの前面は奥部に行くに従って浅くなり維持浚渫量が多くなる。同バ

ース岸壁は場所打ちコンクリートの重力式構造であり捨石基礎工の天端が EL+769 m に設

定されているため、維持浚渫を行うにしても EL+769 m 以下に掘り下げることは出来ない。

従って、一般貨物バース前面の浚渫深度は−4 m（LWL = +773.0 m 以深 4 m）とする。 
既存「ブ」国船籍の船舶の最大喫水は 3.77 m（Aronolac 社所有バージ船 Sagamba 号）で

あり、将来運航が予想される 60 TEU コンテナ船の吃水は 3.6 m 程度と考えられるので、余

裕を加えてコンテナバースの前面は−4.5 m とする。また、泊地中央部は回頭泊地や航路へ

の接続泊地であるので同様に−4.5 m とする。 
浚渫による環境への影響抑制については、日本と同様な環境配慮対応をとり、浚渫船周

辺を汚濁防止膜で囲い、外部への汚濁拡散を防止する。 
浚渫機種に関しては、民間所有のポンプ船がブジュンブラ港内に係留されているが、ス

ラリーにして土砂を運搬・排出するポンプ浚渫は大量の余剰水が発生し、汚濁防止処置等、

土捨場側に多大の費用がかかるので採用しない。また、バックホー浚渫船、グラブ浚渫船

はタンガニーカ湖内には存在しないので、クラムシェルまたはロングリーチバックホーを

台船に搭載艤装して浚渫を行う。浚渫する泊地内で現在陸上に位置する部分（3,500 m2～

4,000 m2）及び陸上から浚渫機械が施工できる範囲は陸上機械にて掘削または浚渫を行う。 
陸上掘削する平均水面以上の土砂は埋立材料として使用可能である。 
浚渫船による浚渫土は、既存岸壁前面の維持浚渫にあっては、浚渫船のグラブバケット

にて岸壁上に配置したダンプトラックに直接投入する。新設コンテナバース側の水中部の

浚渫土は浚渫船で陸上浚渫機が作業できる範囲まで横移動させる。陸上浚渫機での土砂は

ダンプトラックに直接投入し、タンクヤードと既設護岸との間の低い港湾用地に埋め立て

る。 
設計水深は既設一般貨物埠頭前面の維持浚渫区域を岸壁底面高に合わせ＋769 m とし、

対岸のコンテナ埠頭建設計画前面の水深は+768.5 m とする。泊地中央部は水深が+768.5 m
に確保されているので浚渫は必要ない。なお、港内の設計低水位 LWL は＋773 m で既存最

大船型である Saganba 号の満載喫水が 3.77 m であるので、水深を 4.5 m とした。排水路の

付け替えを行うこともあり、将来維持浚渫の必要がほとんどないと推察される。 
 

3-2-2-2-2 船舶修理施設 

(1) 斜路6
 

斜路の設計は「港湾の施設の技術上の基準・同解説」（平成 19 年、平成 11 年）に準拠

して行う。斜路の勾配は平成 11 年版に 1：6～1：12 を参考にできる、とあるのでこの勾

配の範囲で揚陸性と揚陸後の作業性を勘案し勾配を決定した。 
斜路各部の名称は図 3-2 に示す。 
 

                                                        
6技術基準の用語は船揚場（斜面＋船置場）だが、斜面のみであるので 用語として斜路と称する。 
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図 3-2 斜路各部の名称 

 
【計画施設概要】 

対象船舶 （Sagamba 号） 船長：65.7 m、空荷喫水 1.17 m 

斜路平面積 20 m×132 m = 2,640 m2 

斜路延長 132.0 m 

斜路幅員 20.0 m 

斜路勾配 1：10（5.7 度） 

揚陸部の梁天端高 EL+768.4 m 

斜路上端の梁天端高 EL+780.9 m 

斜路側壁の天端高 EL+777.5 m 

 
(2) 施設設計 

「港湾の施設の技術上の基準・同解説」（平成 19 年）の船揚げ場、杭基礎、鉄筋コン

クリート等を参照し設計を行う。 
 

1. 設計水位 
高水位  HWL +775.6 m 

低水位 LWL +773.0 m 

平均水位 MWL +774.3 m 

年間（雨季と乾季）の水位変動差 最大 1.5 m、平均 0.8 m 

2. 上架条件 
対象船舶の喫水（空荷状態） 1.17 m 

上架必要長さ（連結台車の長さ） 45 m（収納時 30 m） 

修理時、常時水上の必要長さ 60–66 m（船全長、垂線間長） 

レール＋引揚げ船台の高さ 1.1 m 

 
上記条件より梁の天端高さ（上端と上架リリース位置）を決定した。 
上架幅は、上架必要幅基準では船幅の 1/3 以上となっているが、作業台船（幅 16 m）も

修理できるように 6 m と設定し、斜路幅員は 20.0 m とした。 
 



 

3-23 

引揚げ船台仕様・外力条件 
引揚げ船台 

基盤面からの高さ 1.10 m 

引揚げ船台台数 4 台 

引揚げ船台寸法 横 6.35 m×縦 5.00 m、4 台 

伸長時全長 45 m 

伸縮時全長 30 m 

車輪個数 32 個 

車輪列数 4 列（各 8 輪） 

車列間隔 2 m（全幅 6 m） 

 
外力条件 

対象船型  

長さ (Loa) 65.7 m 

揚陸時喫水 1.17 m 

揚陸時、船体及び台車合計重量 1,100 トン 

作用条件 LWL 時キールタッチ沖合 30 m 

HWL ＋775.6 m 

LWL ＋773.0 m 

輪荷重 軸荷重  6.95 トン 

水平荷重  1.05 トン 

地震 設計震度  0.08 

 
3. 基礎杭 

土中 EL+760 m の上部に N 値 30–50 の硬さの砂質土が 3 m 以上存在するので十分な地耐

力があると判断し、EL+760 m を打ち止めと設定した。 
杭の選定に当たっては、H 鋼杭が最有力であり、2 次選定として 300H、350H、400H の

3 種において、必要間隔を計算し、評価の結果、6 m 間隔で施工できる H 鋼杭 400×400×
13×21 が最も経済的であるのでこれを採用した。 

 
4. 梁 

梁は鉄筋コンクリート矩形構造とする。縦梁は 4 列、それぞれ幅 0.8 m 高さ 1.0 m の矩

形構造とし、15 m 長毎に目地を設ける。15 m の梁に 6 m 間隔の H 鋼杭を 3 本打設する。

杭頭に交錯して横梁を設け縦杭 4 列を連結する。横梁は幅 0.5 m、高さ 0.5 m 矩形構造とし

て設計した。 
 

5. コンクリート版 
斜路底面は場所打ちコンクリートで覆う。基礎砕石を 30 cm 敷きつめ、20 cm 厚の無筋

コンクリートとする。 
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(3) 船舶修理ヤード 

船舶修理ヤード面積（斜路除く） 4,200 m2 

斜路にレール敷設 4 軌条 132 m 

引揚げ船台 4 台  連結全長 30 m～45 m 

斜路サイドにポスト型ジブクレーン 1 台 20 mR 3 ton 

修理工場 1 棟 10 m×30 m 

事務所 1 棟 8 m×12 m 

作業員詰所 1 棟 8 m×12 m 

 
タンガニーカ湖を航行する最大船型の船を上架し修理できる船舶修理施設を計画する。

最大船型である Teza 号（BATRALAC 社保有）（Loa 59 m×B 12 m×D 4.5 m×d 3.5 m、

DWT 1,500 トン、Light Ship 800 トン）、Sagamba 号（ARNOLAC 社保有）（Loa 65.7 m×

B 10 m×d 3.77 m、DWT 1,397 トン、Light Ship 694 トン）が上架可能なスリップウエイと

する。また、引揚げ船台の幅員についてはブジュンブラ港に係留されている台船（L = 
20 m、W = 16 m、D = 1.52 m）の修理も可能となるよう 6 m と設定した。 

エンジン及び船体修理については船主から既存の業者に委託されているので、この船舶

修理施設が担う作業と設備は次のとおりである。即ち、船舶の上下架作業、船体洗浄設備

の提供、船内と船外の運搬クレーン作業の提供、エンジン修理・船体修理のための工場及

び作業場所の提供、エアーコンプレッサー、塗装スプレー器具の貸与、電気と水の提供で

ある。これをまとめると次表となる。 
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表 3-16 船舶修理施設が担う作業と設備 

No. 必要な設備の項目 設備仕様 対象船、使用目的、場所 
1 スリップ

ウエイ 
船台長さ 
 
レール 
最大引き上げ能力 

132 m（水中部 70 m、陸

上部 62 m） 
4 条、全幅 6 m 
1,000 トン 

最 大 船 と し て Teza 号 と

Sagamba 号の上下架作業 

2 スリップ

ウエイ付

帯設備 

引揚げ船台 
 
メインウインチ 
サブウインチ 
 
キャプスタン 

B6.35 m×L 5 m × D 0.8 m 
4 台 
能力 45 Kw 17 トン 
能力 7.5 Kw 3 トン 
 
能力 2.2 Kw 1 トン 

盤木高さ 0.3 m として船底高さ

を 1.1 m とする 
引揚げ船台移動用 
船体引込用/空引揚げ船台引き

戻し用 
船体保持用 

3 スリップ

ウエイ配

置機材 

高圧洗浄機 
圧縮エアー 
アセチレンガス＆酸

素 
分電盤＆コンセント 

 
斜路内に固定配管敷設 
斜路内に固定配管敷設 
 
220 V & 380 V 

船体外板洗浄 
エアー工機具の動力源 
溶断工機具の動力源 
 
溶接機、電動工具、照明灯等

の電源 
4 修理工場 工場建屋 B 10 m × L 30 m × D 10 m 

クレーン下 8 m 
6 m の鋼板を反転できる高さに

する 
工場天井クレーン 5 トン×2 台 相吊・反転ができるように 2

台設置する 
作業場、通路、材料

搬出入口、 
工機具/消耗品倉庫 
ペイント倉庫 

中央通路 1.5 m 幅 
材料搬入 B 5 m × H 5 m 
 

機関部解放整備、機械加工、

パイプ加工、鉄工・溶接、電

気、木工作業場及び必要な設

備を設置する 
5 工場設備 エアーコンプレッサ

ー 
吐出空気量 6.5 m3/min 
吐出圧力  0.7 Mpa 
出力    37 kw 

施設内に工場エアーを供給す

る 

6 工場設備 可搬式エンジン発電

機 
定格出力  125 KVA 船舶上架作業時電源喪失に備

え船台引揚げ用ウインチ等に

給電。多目的に使用可能 
7 運搬設備 船台クレーン ポスト式ジブクレーン 

20 mR×3 t、フック下

25 m 

船体中央で 5 トン吊能力 

ラフテレーンクレー

ン 
30 トン 3 mR 船体鋼板取替工事及びジブク

レーンとの相吊・反転作業。

船台クレーンのリーチ外をカ

バーする 
引揚げ船台の設置に使用 

8 事務所 8 m×12 m 1F 修繕設備エリア東端 
9 作業員詰所 8 m×12 m 1F 修理工場と事務所の間 
10 ウインチ室 奥行 7 m×幅 10 m 高さ

4 m 
スリップウエイ陸上部先端 

11 受変電設備 3Φ6.6 KV/210 V & 380 V 
500 KVA 

斜路陸上部先端付近 
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写真 3-1 修繕ヤード（右緑地帯） 写真 3-2 最長船の Sagamba号 

 
(4) 護岸・擁壁 

船舶修理施設の水域護岸と斜路の側壁の護岸又は擁壁は 3 種類の構造に分類できる。 
 

 

図 3-3 護岸と擁壁の分類 
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1. 鋼矢板護岸 
コンテナバースと同様の構造である。 

 
 

2. 重力式直立護岸構造 
船舶修理工場の地盤高 (GL + 777.5 m)より低い斜路位置の護岸構造は図 3-4 の構造とす

る。 
 

 

図 3-4 コンクリート直立護岸断面 

 
3. 直立コンクリート擁壁 

船舶修理工場の地盤高 (GL + 777.5 m) より高い斜路位置の擁壁構造は図 3-5 の構造とす

る。 
 

 
図 3-5 コンクリート直立擁壁断面 
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護岸の施設計画・設計においては、「港湾の施設の技術上の基準・同解説」（平成 19
年）を参照し、擁壁においては、「道路土工-擁壁又は道路要鋼」を参照する。 

 

護岸天端高 EL+777.5 m 
擁壁天端高 EL+777.5 m～EL+780.9 m 
揚陸部法線護岸 鋼矢板構造護岸 45 m（北側 30 m、南側 15 m） 
斜路側壁部 鋼矢板構造護岸 70 m×2＝140 m 
 直立コンクリート護岸 34.5 m × 2 =69 m 
 コンクリート擁壁（ウィンチ用地含む）89 m 
鋼矢板控え鋼矢板（二重矢板裏側） 30 m 

 
3-2-2-2-3 排水路の移設 

1. 施設計画・設計 
排水路の移設は港湾区域の北側境界に沿って計画され、計画に従って現地縦断測量調査

が実施された。測量時点の水位は EL＋774.6 m であり、陸上測量は水位以上の地点で行わ

れた。測量終点は起点から 1,200 m が測量時の水位面に相当し、その点より湖側は測量で

きなかった。その地点を排水路計画の終点とした。この地盤は MWL よりやや高い位置に

あり、両面に堤防を構築する最前線と考えた。なお、これ以上湖面に出すと、突堤のよう

な役割をするので、湖岸線の浸食や堆積が危惧される。水路底の勾配は 0.2%で設計流量

（14.1 m3/sec）が流れたとしても、水路水深は 1.4 m となる。なお、流量計算にはマニング

の開水路公式を使用した。 
 

2. 開水路 
水路用地幅 10 m 
開水路断面 底幅 3 m、高さ 2 m、天端幅 5 m 断面 8 m2 
延長 1,200 m + 50 m  
分岐点港内流入流量 11.55 m3 
分岐点水路底高さ EL+777.0 m 
タンガニーカ湖出口底高さ EL+774.6 m（=現地盤高） 
水路勾配 0.2% 

 
3. 浮遊ゴミ回収スクリーン 

建設場所は港湾所有地流入口付近とし、計画の水路底幅は 3 m として設計した。スクリ

ーン設置個所は、溜まったゴミで流速が制限されることもあり、水路底幅を 6 m に設定し

た。 
 

4. 汚水流出対策 
開水路底は、玉石を敷きつめ、都市部から流れ来る排水をできるだけ沈殿させる。また、

雨水洪水時には、流速が 3 m/sec 近くに達するので、玉石が下流に流される恐れがあるの

で、5 m 毎にコンクリートの舛を作り、玉石の流失を組み止める。 
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ブエンジ排水路はブジュンブラ港内に流入しブジュンブラ港泊地からタンガニーカ湖に

流入している。同排水路は雨水排水だけでなく都市廃水用水路を兼ねているためもあり、

ブジュンブラ港泊地に、土砂や廃水固形物が堆積し、定期的な維持浚渫が必要な状況であ

る。また同排水路は本件改修計画で計画されている船舶修理施設及び泊地浚渫区域に位置

するため、既設排水路を移設する必要がある。なお、岸壁や護岸、斜路の工事のために既

設排水路を遮断することができないため、移設排水路はプロジェクトの初期段階に建設す

る必要がある。 
移設排水路は、港外から流入する汚水や雨水を流下させるものであり、ブジュンブラ港

にとって、将来の港湾整備軽計画に支障のないように、港湾区域境界に沿って計画する。

さらに、タンガニーカ湖への出口付近 300～500 m 間は、現地盤高が設計水路底高とほぼ

一致しているので水路を保護するため両サイドに堤防を構築する必要がある。 
排水路断面は降雨の流下を対象としたものであり、降雨時以外は少量の汚水や廃棄物が

流入するが、汚水や廃棄物の流入を抑える施設（設備）も降雨時を考慮した断面とし、計

画・設計を行なった。 
移設排水路の構造として MP 調査では側面及び底面の 3 面張コンクリート構造を標準と

考えていたが、底面を玉石 (10–50 kg) で覆い濁水を浄化するろ過機能を持つ断面とし、玉

石の流失を防止するため 5 m 毎に矩形のコンクリート仕切り版を設置した。 
移設排水路は港湾用地の境界に沿って建設されるが、港湾区域と石油油槽所用地（港湾

局が貸し付けている土地）の境界には 2 重の塀がある。油槽所側に近い塀が港湾区域境界

であるので、それに沿って計画する。このため、途中 2 箇所で塀の撤去が必要である。同

様に移設排水路の途中で 1 箇所、塀の撤去が必要である。また、排水路は 1 箇所で石油パ

イプ類の下を潜るので設計に配慮が必要である。 
移設排水路の設計に当たっては「道路土工－排水工指針、1994」（日本道路協会）「道

路土工－擁壁工指針、平成 24 年」（日本道路協会）「道路土工－カルバート工指針、平

成 22 年」（日本道路協会）に準拠して設計を行う。現地では表面石張あるいは雑割石を

使用した石積擁壁が多くみられ、ローカルで施工可能であるので設計に取り入れた。 
 

3-2-3 概略設計図 

以下に概要設計図を示す。 
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図 3-6 一般平面図 
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図 3-7 コンテナターミナル岸壁 
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図 3-8 コンテナヤード及び港内道路 
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図 3-9 斜路 
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図 3-10 引揚げ船台 
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図 3-11 排水路 
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図 3-12 船舶修理施設 
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図 3-13 事務所及び作業員詰所 
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3-2-4 施工計画／調達計画 

3-2-4-1 施工方針／調達方針 

コンテナターミナル（港内道路・浚渫を含む） 
コンテナターミナルは鋼矢板式岸壁、エプロンのコンクリート舗装、ヤードの車両走行

部のアスファルト舗装とコンテナ蔵置部のコンクリート舗装、港内浚渫および港内道路ア

スファルト舗装等を含む。この内、港内道路アスファルト舗装や岸壁の上部コンクリート

等は現地建設業者も経験があり、施工が可能であると思われる。しかし、鋼矢板式岸壁、

エプロン舗装、港内の浚渫作業等は、この国では初めての作業、またはあまり例のない作

業なので、経験のある本邦技術者による作業の教育・指導が必要である。 
 

船舶修理施設 
建設分野としては、鋼矢板式護岸、斜路基礎杭工、レール基礎コンクリート工等の特殊

工に加えて精度が要求されるレール締結工がある。また調達機材の調達・据付においては、

現地鉄工所における引揚げ船台の製作（主要部品は邦国からの持ち込み）・据付、工作機

械の据え付け等があり本邦技術者による教育・管理・指導を要する。 
 

排水路の移設 
全ての材料が現地調達可能であり。構造は練石積みで、現地では方々で目にすることが

できるので、技能者は多いと思われる。なお、既存排水路は港内水域に流入しているので

コンテナターミナルの岸壁工事及び船舶修理施設の護岸工事の開始前に移設完了しておか

なければならない。 
 

3-2-4-2 施工上／調達上の留意事項 

3-2-4-2-1 施工準備の留意点 

先ず本格的施工の準備として、設ける諸施設の主要なものを以下に記す。 

① コンクリートプラント、セメント・骨材・水等貯蔵施設 
② アスファルトコンクリートプラント、アスファルト類・骨材貯蔵施設 
③ 鋼材置場（H 鋼・鋼矢板）・加工場 
④ 鉄筋置場・加工場 
⑤ 岸壁付属施設材料・船舶修理施設敷材置場 
⑥ 建設機械置場 
⑦ 作業員詰所・警備員詰所 
⑧ 建設事務所・試験室 

以上が施工に当たり必要な諸施設である。また、現在、低電圧線が (600 V) が地中を、

船舶修理施設箇所を横断し、コンテナ岸壁鋼矢板法線付近を通りデリッククレーン近くに

ある変電施設まで送られている。この低電圧線は工事サイトの測量後に港内道路に沿って

港湾公社が移設することに合意している。 
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3-2-4-2-2 施工上の留意点 

① 鋼矢板および H 鋼杭 
鋼矢板および H 鋼杭は長大となるため、陸上運搬時の安全を考慮し 12 m 以内で搬入し、

現場で溶接し所定の長さにして施工するものとする。また、船舶修理施設の H 鋼杭につい

ては、所定の支持力が得られているか確認する。 
鋼矢板打設作業はクローラクレーンに装着したバイブロハンマーを使って行うが、安全

を期すため、平坦で強固なクレーン足場が必要である。 
 

② 上部コンクリート 
上部コンクリートはセメント 42.5N を用い、高さが 3.8 m であるので 2 段打設とする。 
 

③ 排水路の切替 
排水路切替に伴う移設排水路の築造は、資材・機材の準備期間内に、現地の調達材料を

使い、現地の工法で施工する。急ぐあまり施工が雑にならない様に管理する。 
 

④ 水中掘削・浚渫 
作業に際し、汚濁防止膜（シルトカーテン等）を設置して、浚渫箇所および浚渫土陸揚

げ箇所での濁りの拡散防止に努める。環境モニタリングとして水質測定を行う。 
 

⑤ 船舶修理施設 
船舶上下架装置建設予定地は一度埋戻し、仮設鋼矢板による締め切り後、基礎杭を打設

した上で当該予定地を陸上掘削して、コンクリート桁と床版の施工、レール敷設はドライ

施工する。全て完了後、仮設鋼矢板を撤去する。 
主な設備機材についての調達先、技能工派遣の必要性について表 3-17 に示す。 
 

表 3-17 主な設備機材の調達国及び本邦技能工の必要性 

No. 設備項目 調達先 技能工派遣の必要性 

1 引揚げ船台 「ブ」国／日本 有 

2 ポスト式ジブクレーン 日本 有 

3 工作機械（旋盤、フライス盤、ボール盤） 日本 有 

4 機器（溶接機・グラインダー、バンドソ

ー、メタルソーなど） 
日本 無 

5 エアーコンプレッサー 日本 無 

6 可搬式エンジン発電機 日本 無 

7 電気工事/変圧器室 日本 有 

8 ラフテレーンクレーン 日本 有 

9 上下架装置（ウインチ、ロープ/ワイヤー、

動／固定滑車） 
日本 有 

10 工場天井クレーン 日本 有 

11 配管工事（水、圧縮空気、ガス／酸素） 日本 有 
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なお、引揚げ船台製作は本邦で部材を製作し現地で組み立てる。また品質・納期の確保

から日本より指導者を派遣する。引揚げ船台製作の作業内容は材料のチェック、鋼構造物

の製作、車輪の取り付け、盤木（木材）の加工取り付けに分類される。其々の作業につい

て次の内容の指導を行う。 

 施工要領書の作成と施工方法の指導 
 工程管理 
 品質管理（含む材料品質） 
 技量管理（必要に応じて技術指導） 

 
3-2-4-3 施工区分／調達・据付区分 

本事業を実施するにあたり、「ブ」国側が負担して実施する工事は本事業で設置する受

変電設備と外部電源との接続工事及び本事業実施サイトに敷設されている 600V 低電圧線

の移設である。 
 

3-2-4-4 施工監理計画／調達監理計画 

本事業の土木・建築工事の施工監理と機材の調達監理は以下の要員で行う。 
 

業務主任者 JICA 無償資金協力事業として工事等を進める意義と注意点の徹底、

及び進捗状況の把握・確認、コントラクターに対する指示を行う。 
常駐施工監理 
（土木・建築） 

工事開始から完了まで土木工事及び建築建屋工事を監理する。 

常駐施工監理 
（給配電・給水・照明） 

船舶修理施設及び建築建屋の電気・機材・設備の据付工事を監理す

る。 
付帯施設 
（船舶上下架装置・工作

機械） 

本邦における調達機材の工場の出荷前検査、第三者機関の船積み前

機材照合検査調整等を行う。また、ウインチ据付などの船舶上下架

装置の建設工事、及び修理工場の工作機械の据付工事を監理する。 
施工監理（完成検査） 工事の完成検査を行う。 
 

コンサルタントの土木の施工監理体制は下に示すとおりである。 

業務主任者

ブルンジ国政府

運輸・公共事業・設備省（MTTPE）

ブルンジ海事・港湾・鉄道公社（BMPRA）

常駐施工監理(土木・建築) 施工監理(完成検査)

常駐施工監理(給配

電・給水・照明)

付帯施設(船舶上下

架装置工作機械等)

報告・打ち合わせ

 
図 3-14 施工監理体制図 
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3-2-4-5 品質管理計画 

表 3-18 主要工種品質管理一覧表 

主要工種 施工段階 監理試験項目 備考 
鋼矢板 鋼矢板打設後 打設記録 深度・所要時間、天端高さ 
控え H 杭 H 杭打設時 打設記録 深度・所要時間、天端高さ 
タイワイヤー タイワイヤー緊張時 張力測定  
コンクリート 配合試験 骨材試験、スランプ、エアー、温度、σ7、σ28 

打設時 スランプ、エアー、温度、σ7、σ28 
盛土 各層 密度試験  
道路 路床 締固め度  

下層路盤 締固め度  
上層路盤 締固め度、粒度 
As 基層 締固め度、粒度、アスファルト量 
As 表層 締固め度、粒度、アスファルト量 

 
3-2-4-6 資機材等調達計画 

建設資機材の当該国調査の結果、建設機械については絶対的な数が少ない。新しく良好

な状態の建設機械もあったが、一般的に老朽化が目立つ。レンタル価格も本邦のそれと比

べると、かなり古いものでもかなり高価であった。経済性及び信頼性を確保するため大半

の建設機械および当該国にないものは本邦より搬入する。また建設資材については、石材、

砂材、盛土材およびセメントが当該国で産出あるいは生産されているが、他の資材につい

ては全て日本または第三国からの輸入となる。使用資材の内、鋼矢板、H 鋼杭、タイワイ

ヤーおよび岸壁付属工の資材は特殊資材であり本邦からの調達となり、それ以外は近隣第

三国からの調達となる。第三国調達先としては、ザンビア国、ウガンダ国、ケニア国、南

アフリカ共和国等である。 
 

3-2-4-7 初期操作指導・運用指導等計画 

供与する施設、機械が安全に効率よく将来にわたり維持されるためには、施設建設中及

び完成後に日本の専門技術者及びメーカー技術者による当該国技術要員に対する指導を行

う必要がある。初期操作・運用に必要な教育計画を表 3-19 に示す。 
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表 3-19 初期操作・運用に必要な教育計画 

No. 導入設備 教育内容 技能工派遣時期 期間 
1 引揚げ船台 現地で製作組立中、車輪の交換、

盤木交換等のメンテナンス要領 

製作中 2 名 
各々2 カ月 

2 ウインチ等上架設備一式 機材のメンテナンス要領 

（船舶上下架装置の船体上下架要

領の作成および運転の指導・訓練

に係わる業務は船舶上下架装置建

設業務の一部とする） 

設備設置時期 

及び完成後 

3 名 
各々1 カ月 

3 ポスト型ジブクレーンの

組立・据付 

組立・据付 

メンテナンス要領、操作要領 

組立・据付中 1 名 11 日 

4 ワークショップ内の天井

クレーン 

組立・設置 

メンテナンス要領、操作要領 

建屋建設後 1 名 5 日 

5 工場内の設置機器 運転取扱及びメンテナンス要領 機器据付完了後 1 名 11 日 
6 ラフテレーンクレーン 運転取扱及びメンテナンス要領 引き渡し時 1 名 5 日 

 
船舶上下架装置完成後に初期操作指導をおこなうが、それだけでは十分ではなく、最大

1,000 トンの船舶を安全に上架及び下架させるためには経験豊富な指導者による一定期間

の実技指導が必要である。上下架作業は通常 6 名のチームで行うため 10 名の作業者に対

する訓練が必要である。だだし、実技指導は短期間で終了するため、独立したコンポーネ

ントにはせずに、船舶上下架装置建設業務の一部とする。計画の概要を下記に示す。 
 

表 3-20 船舶上下架装置初期操作指導計画 

項目 作業内容と配置人数 教育訓練対象人数 派遣指導者の人数 期間 
船舶上下架装置

上下架作業 
全体指揮：1 名 10 名 全体統括：1 名 

ウインチ操作：1 名 
船体保持及び盤木調整：

1 名 
合計 3 名 

3 名×  
1 カ月 ウインチ操作：1 名 

（上下架、船体引込） 
キャプスタン確認：2 名 
（船体引込） 
船体受け盤木調整：2 名 
（固定盤木、腹盤木） 

 
3-2-4-8 ソフトコンポーネント計画 

ソフトコンポーネント計画はない。 
 

3-2-4-9 実施工程 

日本政府の無償資金協力により、本計画が実施される場合、両国間の交換公文 (E/N)、
贈与契約 (G/A) 締結後に、「ブ」国政府と日本国法人コンサルタントの間で設計監理契約

が締結される。この契約に基づき、実施設計が実施され、入札図書が作成される。契約コ

ンサルタントの支援により、入札による日本国法人建設会社等の選定が行われ、落札業者

と工事契約を締結する。工事契約に基づく建設工事を経て事業は完了する。表 3-21 に事

業実施工程表（案）を示す。 



 

3-43 

表 3-21 業務実施工程表 

(現地調査）

(国内作業)

（現地調査）

(国内作業)

(現地調査) 計　6.0ヶ月

(準備工）

（排水路移設工）

(掘削・浚渫工）

(斜路工）

(港内道路工）

(後片付け)

（施工図作成・資材発注・加工)

(輸送)

（建屋組立・外構工事）

(輸送)

(据付・調整)

(発注・製作・検査・船積み）

実
施
設
計

1 2 3 4 13 14 15 1611 125 6 17 18 1910

101 2 3 4 12 13 14 15 16 17 18 19

7 8 9

施
工
・
調
達

土木

建築(修理工場、作業員詰め所、事務所）

115 6 7 8 9

機材調達

(コンテナ岸壁・エプロン舗装

(コンテナヤード工）
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3-3 相手国側分担事業の概要 

本事業を実施するにあたり、「ブ」国側負担となる分担事業は次のとおりである。 

1. 変圧器建屋 PCB 汚染への対応 
プロジェクトサイトに近い既存「コンテナバース」にある変圧器建屋が PCB に汚染さ

れていることが判明している。汚染の拡大を防ぐとともに、柵や警告掲示など設置し

作業員の健康を守る対策を講じる必要がある。 

2. 免税 
本事業は両国間の取り決めに基づき「ブ」国内では免税の対象になっている。本事業

によって供与される施設あるいは機材、または事業実施に必要な資機材をコントラク

ターが輸入し現地に搬入する場合、これらは免税対象となることを港湾公社は政府関

係機関に通知するものとする。また、本事業に従事するために「ブ」国に入国、滞在

する個人あるいは事業を請け負ったコントラクター等は所得税、法人税が免除される

ことを同様に政府関係機関に通知するものとする。 

3. 便宜供与 
港湾公社は本事業に従事するため「ブ」国に入国する個人のビザ発給に関わる証明書

の発行をするとともに、工事現場である港湾区域に入るためのパス発給を行う。また、

本事業実施のためにコントラクター等が必要になると思われる証明書等を発効するも

のとする。 

4. 建築許可の取得 
本事業の建設工事は全て港湾用地内で行われるが、他の「ブ」国政府機関の許認可が

必要な場合、港湾公社は許認可取得に必要な支援を行うものとする。 

5. 銀行取極 
本事業実施に従事する本邦コントラクター及びコンサルタントへの支払いのため「ブ」

国側政府機関あるいは銀行を定め、「ブ」国側支払機関は本邦銀行と銀行取極

（Banking Arrangement）を結ぶ必要がある。この際、交換公文（E/N）に記載された金

額に比例した支払手数料が生じ、「ブ」国側の負担になる。 

6. 支払い授権書の発給 
上述した「ブ」国側支払機関は、コンサルタント及び業者に対して取消不能支払授権

書（Irrevocable Authorization to Pay (A/P))をそれぞれの契約書原本が JICA に認証された

後に発給する。契約書原本に基づく認証の発給時と契約変更に基づく認証の発給時に

発行手数料が生じ、「ブ」国側の負担になる。  

7. コントラクターへのプロジェクトサイトの引き渡し 
施設を建設する用地のみならず、港湾フェンスと外部道路との間にある港湾所有地を

工事開始に合わせてコントラクターに引き渡すものとする。 
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8. 事業実施サイトへの高圧線の敷設 
コントラクターは稼働中の港湾用地では高圧線の敷設工事ができないので、港湾公社

が本事業で設置する受変電設備まで高圧線を敷設する必要がある。（図 3-15 参照） 
 

 

図 3-15 高圧線の敷設及び低圧線の移設 

 
9. 事業実施サイトの低電圧線の移設 

既存コンテナバースの変圧器建屋へ敷設されている 600 V 低電圧線を、事業実施サイ

トの位置決め後、建設工事の影響を避けるために移設する（図 3-15 参照） 

10. 移設排水路の定期的清掃 
移設排水路には雨水が流入するだけではなく市街地からゴミや汚水が流入する。この

ため、タンガニーカ湖に流出するゴミや汚水を低減するためスクリーンを設けゴミを

除去し、水路底面に栗石を敷き詰め汚水を曝気する機能を持たせている。この機能を

維持するため、移設排水路の定期的な清掃を港湾公社が行う必要がある。 

11. コンテナ荷役機械の調達 
コンテナ荷役機械は本無償資金協力事業では調達されない。このため、コンテナター

ミナルが完成する 2016 年夏までに「ブ」国側が以下の荷役機械を調達し、コンテナ荷

役を行うものとする。 
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 モバイルクレーン 1 台 
 リーチスタッカー2 台（岸壁、ヤード各 1 台） 
 トラクターヘッド 2 台 
 シャーシ 3 台（うち 1 台は予備） 
 

3-4 プロジェクトの運営・維持管理計画 

3-4-1 コンテナターミナルの運営・維持管理計画 

港湾公社はコンテナターミナルの運営・維持管理を港湾コンセショネア (GPSB) に委託

する計画で、GPSB は将来的にはコンテナターミナルを運営し維持管理することをビジネ

スプランに加えている。このため、コンテナターミナルの運営は独立したオペレーターを

前提とするのではなく GPSB がコンテナターミナル部門をその内部に設けて運営するもの

とする。 
港湾コンセショネアがコンテナターミナルを運営する場合、コンテナターミナルの運

営・維持管理体制は図 3-16 に示された組織とするのが適切である。ただし、組織人員は

2025 年のコンテナ需要に基づいて設定されているので、創業当初の要員については同図の

注に示した要員で運営が可能である。 
 

1

管理課長 1 業務課長 1 工務課長 1
輸出コンテナ担当 1 ヤード割り当て担当 1 課長補佐 1
輸入コンテナ担当 2 荷役割り当て担当 1 機械技師 1

空コン担当 1 IT担当 1 機械工 1

ゲート監理 1 岸壁荷役オペレーター 2 電気工 1
コンテナチェッカー 2 リーチスタッカーオペレーター 2 労務職員 3

フォークリフトオペレーター 2
トラクター運転手 5
岸壁荷役フォアマン 2

（数字は2025年時点の職員数を示す）
注：コンテナターミナル操業開始時はコンテナが少ないので次の要員で操業を開始する。
a)　管理課長と業務課長は兼務とする
b)　管理課員は各担当1名、課長を含め合計6名とする
c)　業務課員はヤード割り当てと荷役割り当てを1名で担当し、岸壁荷役オペレーターは
　　1名から始め、課長を除き合計11名とする
d)　工務課員は最初から上図の要員とする。ただし、GPSBが運営する場合、既存ワーク
　　ショップ要員が兼務することが可能である。
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図 3-16 コンテナターミナル運営・維持管理組織 

 
3-4-2 船舶修理施設の運営・維持管理計画 

港湾公社は船舶修理施設を港湾コンセショネア (GPSB) に運営・維持管理させるか、あ

るいは地元民間企業とコンセッション契約を結び運営・維持管理させる計画である。コン

セッショネアは既存ワークショップを運営し荷役機械を修理していること、また、複数の
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地元民間企業（Metalusa 及び Metaluvia）は船舶修理の実績があることから、いずれの場合

にも船舶修理施設を適切に運営し維持管理できるものと判断出来る。この場合、管理機能

は GPSB 本部、あるいは地元企業本社が果たすことになるので、船舶修理施設の運営・管

理体制は図 3-17 に示したように所長を筆頭にした組織と想定される。 
 

1

1 1

船台課長 1 修理工場長 1

守衛・保守 3 事務職 3 船台職工 6 溶接工・修理工 8
修理工場職工 10 電気工・機械運転工 7

総務部長 工務部長

船舶修理所長

 
（数字は人員数を示す） 

図 3-17 船舶修理施設運営・維持管理組織 

 
3-4-3 移設排水路の管理と清掃 

排水路には雨水が流入するだけではなく市街地からゴミや汚水が流入する。このため、

タンガニーカ港に流出するゴミや汚水を低減するためスクリーンを設けてゴミを除去する

機能と、水路底面に玉石を敷き詰め汚水を曝気する機能を有している。これらの機能を維

持するため、排水路の定期的な清掃を港湾公社が行う必要がある。 
 

3-5 プロジェクトの概略事業費 

3-5-1 協力対象事業の概略事業費 

本協力対象事業を実施する場合に必要となる日本と「ブ」国との負担区分に基づく双方

の経費内訳は、下記 3-5-1-3 に示す積算条件によれば、次のとおりと見積られる。ただし、

この額は交換公文上の供与限度額を示すものではない。 
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3-5-1-1 日本側負担経費 

表 3-22 「ブ」国 港湾改修計画 

単位：百万円 
費目 概略事業費(百万円） 

施設 

土木 

浚渫 

施工・調達業者契約認証まで非公表 

岸壁 
ヤード 
港内道路 
斜路 
護岸 
船台 
移設排水路 

建築 
修理工場 
作業員詰め所 
事務所 

機材 

ラフテレーンクレーン 
ジブクレーン 
天井クレーン 
旋盤 
フライス盤 
直立ボール盤 
エアーコンプレッサー 
作業工具など 

実施設計・施工監理 

 
3-5-1-2 「ブ」国負担経費 

141.8 百万 BIF（約 9.15 百万円） 
① 銀行取極費 42.2 百万 BIF（約 2.72 百万円） 
② 事業実施サイトへの高圧線の敷設費 66.6 百万 BIF（約 4.30 百万円） 
③ 事業実施サイトの低電圧線の移設費 33.0 百万 BIF（約 2.13 百万円） 
 
3-5-1-3 積算条件 

① 積算時点 ：平成 25 年 8 月 
② 為替交換レート ：1 USD=100.47 円 

：1 BIF=0.0645 円 
③ 施工・調達期間 ：詳細設計、工事、機材調達の期間は、施工工程に示したとおり。 
④ その他 ：積算は、日本国政府の無償資金協力の制度を踏まえて行うことと

する。 
 
3-5-2 コンテナターミナルの運営・維持管理費 

運営費 
コンテナターミナルの運営費は燃料費とオペレーションに必要な要員の人件費からなる。

2025 年コンテナ取扱量を基準にして荷役機械の稼働時間から燃料費を算出すると表 3-23
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ようになる。なお、供用開始時には取扱コンテナが少ないため、埠頭クレーン 1 台、モー

ビルクレーン 2 台、コンテナフォークリフト 1 台、トラクターヘッド 2 台で操業が可能で

ある。 

表 3-23 コンテナターミナル燃料費 

台数
燃料費/
年(US$)

台数
燃料費/年
(US$)

埠頭クレーン 2.5 1,200 133,200 1 133,200 2 266,400

モービルクレーン 5 1,200 148,800 2 297,600 2 297,600

コンテナフォークリフト 3 1,200 16,800 2 33,600 2 33,600

トラクターヘッド 5 1,200 210,000 2 420,000 5 1,050,000

合計 884,400 1,647,600

供用開始時 2025年

荷役機械
稼働時間/日
（待ち時間
を除く）

燃料価格
/kl
(US$)

燃料費/
年 /台
(US$)

 

また、コンテナターミナルの運営に従事する要員の人件費は組織表及び積算に用いた労

務単価を摘要、マネジャー、技術者等の人件費を MP 調査時の 2 割増しとして計算した。

また、供用開始時の工務課員は既存港湾のワークショップを兼務するものとして、人件費

は 50%を見込んだ。結果を表 3-24 に示す。 
 

表 3-24 コンテナターミナル運営人件費 

要員数
年間人件費

(1,000 BIF)
年間人件費

(US$)
要員数

年間人件費

(1,000 BIF)
年間人件費

(US$)
1 コンテナターミナル部

部長 96,000 1 25,344 16,300 1 25,344 16,300
秘書 36,000 1 9,504 6,100 1 9,504 6,100

2 管理課
課長 60,000 1 15,840 10,200 1 15,840 10,200
輸出コンテナ担当 36,000 1 9,504 6,100 1 9,504 6,100
輸入コンテナ担当 36,000 1 9,504 6,100 2 19,008 12,200
空コン担当 18,000 1 4,752 3,100 1 4,752 3,100
ゲート監理 18,000 1 4,752 3,100 1 4,752 3,100
コンテナチェッカー 12,000 1 3,168 2,000 2 6,336 4,100

3 業務課
課長 60,000 0 0 0 1 15,840 10,200
ヤード割り当て担当 36,000 1 9,504 6,100 1 9,504 6,100
荷役割り当て担当 36,000 1 9,504 6,100 1 9,504 6,100
IT担当 18,000 1 4,752 3,100 1 4,752 3,100
岸壁荷役オペレーター 22,000 1 5,808 3,700 2 11,616 7,500
リーチスタッカーオペレーター22,000 2 11,616 7,500 2 11,616 7,500
フォークリフトオペレーター 22,000 2 11,616 7,500 2 11,616 7,500
トラクター運転手 22,000 2 11,616 7,500 5 29,040 18,600
岸壁荷役フォアマン 16,000 2 8,448 5,400 2 8,448 5,400

4 工務課
課長 60,000 1 7,920 5,100 1 15,840 10,200
課長補佐 36,000 1 4,752 3,100 1 9,504 6,100
機械技師 60,000 1 7,920 5,100 1 15,840 10,200
機械工 27,000 1 3,564 2,300 1 7,128 4,600
電気工 26,000 1 3,432 2,200 1 6,864 4,400
労務職員 9,000 3 3,564 2,300 3 7,128 4,600

120,000 173,300年間人件費(US$)

要員 単価/日 (BIF)
供用開始時 2025年
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維持費 
施設の年間維持費は 128,000 ドル/年程度と推定される。また、荷役機械の維持費につい

ては「ブ」国側が調達するものとして、調査時に入手した調達予定価格に基づいて算出し

た。「ブ」国側は中古品を調達することが想定されるため、維持費は他の事例に倣って調

達価格の 4%程度と見込んだ。結果を表 3-25 に示す。 
 

表 3-25 コンテナターミナル荷役機械維持費 

2025年

台
数

年間維持費
（US$)

年間維持費
（US$)

埠頭クレーン 500,000 20,000 1 20,000 2 40,000
モービルクレーン 800,000 32,000 2 64,000 2 64,000
コンテナフォークリフト 330,000 13,200 2 26,400 2 26,400
トラクターヘッド 200,000 8,000 2 16,000 5 40,000
車輌 40,000 1,600 3 4,800 7 11,200
合計 131,200 181,600

台
数

供用開始時

荷役機械
調達価格
（US$)

年間維持費
（US$)

（調達価格の
4％）

 

 
従って、年間運営維持管理費は表 3-26 のとおりである。なお、これらの運営維持管理

費約 213 万ドルはコンテナ荷役収入約 260 万ドル（2025 年）の約 81%、年間利益約 47 万

ドルと推定され、コンセッション費用を支払った上でも採算がとれることから、港湾コン

セショネアの負担が可能である。ただし、全維持費の約 78%を燃料費が占めるため、価格

高騰等に留意が必要である。 
 

表 3-26 コンテナターミナルの年間運営維持費 

単位：US ドル 

燃料費 884,400 1,647,600
人件費 120,000 173,300
施設維持費 128,000 128,000
荷役機械 減価償却・維持費 131,200 181,600

供用開始時 2025年

2,130,500

運営費

維持費

運営維持費　合計

1,004,400

259,200

1,820,900

309,600

1,263,600  
 

3-5-3 船舶修理施設の運営・維持管理費 

船舶修理施設に備える工作機械の運営・維持費用は同規模の日本の瀬戸内海の造船所の

電力消費量との比較で推定する。電力とガス料金については、現地調査時の物価調査の結

果を基に設定し、水道料金については湖水を利用できるためゼロとした（表 3-27 参照）。 
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表 3-27 船舶修理施設運転費 

ジブクレーン5t 1
移動式クレーン 2
修理工場建屋 15mx25m=375m²
旋盤など工作機械 3
溶接機 6
船舶長 20～60m

年間入渠船(隻) 30 25 2025年のブルンジ籍船舶隻数

電力費用(円/年） ¥1,920,000 ¥1,600,000
ガス、酸素費用(円/年） ¥1,370,000 ¥1,142,000
水道(円/年下水道代込み） ¥360,000 ¥0 ブジュンブラでは湖水を用いる

年間費用合計 ¥3,650,000 ¥2,742,000
同（US$) 36,329 27,292

ほぼ同等な機能を有することから費用は年
間入渠船舶隻数に比例すると見なす

本事業施設

3
6

12～65.70m

備考施設・規模、費用等 本邦造船所

1
1

30mx10m=300m²

 
船舶修理施設の運営に従事する要員の人件費は表 3-28 に示した要員数と調査で入手し

た人件費を用いて算出した。結果を表 3-28 に示す。 
 

表 3-28 船舶修理施設運営人件費 

単価/日 (BIF) 要員数
年間人件費

(1,000 BIF)
年間人件費

(US$)
1 施設長室

施設長 96,000 1 25,344 16,300
秘書 36,000 1 9,504 6,100

2 総務部

部長 60,000 1 15,840 10,200
事務職 36,000 3 28,512 18,300
守衛・保守 10,000 3 7,920 5,100

3 工務部

工務部長 60,000 1 15,840 10,200
船台課長 50,000 1 13,200 8,500
船台職工 16,000 6 25,344 16,300
修理工 17,000 10 44,880 28,800
修理工場長 50,000 1 13,200 8,500
溶接工・修理工 17,000 8 35,904 23,100
電気工・機械運転工 26,000 7 48,048 30,800

182,200年間人件費(US$)

要員

 
 

維持管理費は他の事例に倣って約 73,000 ドルとなる。したがって、船舶修理施設の運

営・維持管理費は表 3-29 のようになる。 
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表 3-29 船舶修理施設運営/維持管理費 

単位：US＄
年間運転費 27,292
年間人件費 182,200
年間施設維持費 73,000
合計 282,492  

 
2025 年で比較的大規模な修理は年間 5 隻、小規模な修理は年間 20 隻になり、大規模修

理費用は平均 22,000 ドル（上架料 6,000 ドル、修理費 16,000 ドル）小規模修理は平均

9,000 ドル（上架料 6,000 ドル、修理費 3,000 ドル）前後と見込まれるので、年間収入は約

29 万ドル前後となる。運営・維持管理費約 28 万ドルと年間収入はほぼ拮抗するが、船舶

以外の機械修理などを行えば採算が取れる。なお、船舶修理施設は「ブ」国籍船舶以外の

船舶修理も可能である。 
 

3-5-4 排水路の維持管理費 

排水路の機能を維持するため週 1 回の定期清掃を行うものとし、この作業に作業労働者

を 4 人、トラック 1 台が必要になる。定期的清掃費用は表 3-30 のようになる。 
 

表 3-30 排水路清掃費用 

1日当たり費用 年間費用(週1回）
（BIF) （BIF)

2トンダンプトラック 198,700 10,332,400
労務費(4人) 36,000 1,872,000
合計 12,204,400
同 US$7,835  

 
約 12.2 百万 BIF（約 7,835 ドル）と推定され、コンテナターミナル収入の 0.3%と極めて

少額である。 
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第4章 プロジェクトの評価 

4-1 事業実施のための前提条件 

本事情実施で完成する諸施設の運営・維持管理等のため、以下の条件を満たす必要があ

る。 
 

建築許可の取得 

本事業実施にあたり他の「ブ」国政府機関の許認可が必要な場合、港湾公社はコントラ

クターが許認可取得に必要な支援を行う。 
 

環境管理 

港湾公社は建設中及び完成後の施設運用にあたって環境管理体制を構築し、建設工事前

及び建設中における、建設サイト及び港湾区域内外の周辺環境のモニタリングを行う。 
 

本事業施設の監督職員の確保 

船舶上下架装置を含め、本事業で完成する諸施設・設備を適切に管理するため、港湾公

社は監督職員を任命し初期操作指導・運用指導等計画を受けさせる。 
 

コンテナターミナル及び船舶修理施設のコンセッション 

本事業実施で完成するコンテナターミナル及び船舶修理施設の運営・維持管理のため、

施設の完成以前にそれぞれのコンセッショネアを決める。 
 

コンテナ荷役機械の調達 

以下の荷役機械を 2016 年 10 月迄に「ブ」国政府の責任の下、調達する。 

 岸壁コンテナクレーン 1 台 
 リーチスタッカー 2 台 
 トラクターヘッド 2 台 
 ターミナルシャーシ 3 台 

 
排水路の定期的清掃 

港湾公社は、排水路のゴミ除去機能と浄化機能を維持するため、定期的清掃を行う。 
 

4-2 プロジェクト全体計画達成のために必要な相手方投入(負担)事項 

4-2-1 銀行取極 

本邦銀行と銀行取極のため「ブ」国側支払機関は交換公文 (E/N) に記載された金額に比

例した支払手数料を負担する。負担金額は約 42.2 百万 BIF。 
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4-2-2 事業実施サイトへの高圧線の敷設 

港湾公社は本事業で設置する受配電盤まで高圧線を敷設する。負担金額約 66.6 百万 BIF。 
 

4-2-3 事業実施サイトの低電圧線の移設 

既存コンテナバースの変圧器建屋へ敷設されている 600 V 低電圧線を移設する。負担金

額は約 33.0 百万 BIF。 
 

4-3 外部条件 

コンテナターミナル建設に関わる主な外部条件は次のとおりである。 
 

1. ダルエスサラーム港、キゴマ港間のコンテナ専用列車の運転 
ブジュンブラ港で取り扱う空コンテナを含むコンテナ取り扱いの約 72%（31,680 

TEU、2025 年）はダルエスサラーム港、キゴマ港を経由するものと推定されている。

このため、鉄道による両港間のコンテナ輸送はブジュンブラ港コンテナターミナルの

コンテナ取り扱いに大きく影響する。鉄道によるコンテナ輸送を振興するため、TPA
は 2013 年 6 月、TRL のコンテナ専用列車運行に TPA が投資するフィージビリティ調

査に関わる関心表明を公募しているが、TRL が同区間でコンテナ専用列車を運行する

計画はまだ実現されていない。なお、2012 年のダルエスサラーム港における「ブ」国

の実入り通過コンテナは 10,748 TEU（2025 年推定 17,457 TEU）である。 
 
2. キゴマ港コンテナターミナルのリハビリ 

キゴマ港のコンテナターミナル整備が必要である。TRL によるダルエスサラーム港

とキゴマ港間の鉄道輸送が衰退した影響を受け、キゴマ港のコンテナ取り扱いが減少

し、同港に設置されているコンテナガントリークレーンは部品調達が行われずに使わ

れないまま放置されていた。2013 年 8 月になり、TPA はコンテナガントリークレー

ンのリハビリを国際入札に付し、キゴマ港のコンテナ荷役能力の回復をはかっている。 
 
3. ムプルング港のコンテナターミナル整備 

ムプルング港のコンテナターミナル整備もブジュンブラ港コンテナターミナル整備

の外部条件である。現在、同港は一般貨物用輸送には 20 m 岸壁があるのみでコンテ

ナ輸送はほぼ不可能である。このため、2013 年 9 月、AfDB の主導の下、「ブ」国政

府とザンビア国政府との間で「タンガニーカ湖輸送回廊開発イニシアティブ」に関わ

る覚え書きが交わされ、ブジュンブラ港とムプルング港との間の湖上輸送振興をはか

ることに合意した。続いて、ザンビア国政府は「アフリカ開発のための新パートナー

シップ (NEPAD)」の資金と AfDB の協力を得た上で、2013 年 12 月ムプルング港のリ

ハビリと開発計画に関わる「タンガニーカ湖輸送回廊プロジェクト準備調査」のコン

サルタント募集を公示している。 
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船舶修理施設については、船舶上下架装置の操作を除き、「ブ」国内に船舶修理に関す

る民間企業が存在しキゴマあるいは DRC コンゴのカレミエの施設を使い船舶修理をして

いること、また、修理対象となる船舶は「ブ」国籍船であることから、船舶修理施設の運

営・維持管理に関わる特段の外部条件は存在しない。 
 
4-4 プロジェクトの評価 

4-4-1 妥当性 

「ブ」国の輸出入物資の占める輸送コスト割合は輸入、輸出でそれぞれ 35%、45%であ

り、生活物資の大部分を輸入に依存し、かつ、輸出総額に占めるコーヒーと紅茶の割合が

大きい「ブ」国にとって、輸送コストの削減は経済成長を促進するために喫緊の課題であ

る。このため、コンテナターミナルの建設によりコンテナの湖上輸送を促進し輸送コスト

を削減することは「ビジョン 2025」で目標とする 1 人当たり GDP を 2008 年の 137 ドルか

ら 2025 年には 720 ドルに引き上げるために欠かせない事業である。また、事業実施によ

り生活物資価格の削減が実現できることから裨益効果は全国民に及ぶ。 
また、船舶修理施設の建設はタンザニア国あるいは DRC コンゴの修理施設を使ってい

タンガニーカ湖最大の船団を自国内で修理できることになり、外貨支出の削減が可能にな

るともに、雇用機会の増大と技術能力の向上が可能になり、「ブ」国経済の自立支援に資

することができる。 
 

4-4-2 有効性 

4-4-2-1 定量的効果 

定量的効果はブジュンブラ港の貨物取り扱い能力の向上及び鉄道輸送とキゴマ港経由湖

上輸送によるダルエスサラーム港とブジュンブラ港との間のコンテナ輸送コストの削減、

ブレイクバルク貨物のコンテナ化によるムプルング港とブジュンブラ港とのコンテナ貨物

の湖上輸送の増加、「ブ」国籍船舶の自国内における修理席数で示される。 
 

表 4-1 定量的効果一覧 

指標名 
基準値 

（2012 年） 
目標値（2020 年 

【事業完成 4 年後7】） 
取扱貨物量（1,000 トン／年） 122.8 296.1 
ダルエスサラームからブジュンブラまでの 40 フィ

ートコンテナ輸送コスト（ドル／Box） 
5,300 

（道路輸送） 
4,497 

（タンザニア鉄道＋湖上輸送） 
ムプルング港経由コンテナ貨物 (TEU) 0 9,325 
「ブ」国における年間船舶修理隻数 

なし 
大規模修理：5 隻、 
小規模修理：18 隻 

                                                        
7 AfDB の協力によるザンビア国ムプルング港のコンテナ化が 2020 年に始まる予定であるため、それを成

果指標の 1 つとすべく目標年次を事業完成 4 年後の 2020 年とした。 
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4-4-2-2 定性的効果 

定性的効果は次のとおりである。 

1) ブジュンブラ港における取扱貨物の多くがコンテナ化されることにより、荷役効

率が向上する。 
2) 「ブ」国籍船舶の引揚げ船台での定期検査と修理が可能になり、湖上輸送の安全

性及び安定性が向上する。 
3) 排水路整備により港内に土砂が堆積しなくなり、港内水深の維持が容易になる。 
4) 船舶修理施設の稼働により、自国籍船舶のみならずタンザニア国や DRC コンゴ、

ザンビア国籍船舶の修理が可能になり、雇用機会が増える。 
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1. 調査団員・氏名 

(1) 現地調査 

現地調査の調査団員の構成は、以下のとおりである。 
 
氏  名 担  当 所  属 
小柳 桂泉 総括 国際協力機構 経済基盤開発部 運輸交通・情報

通信第一課 主任調査役 
安土 和夫 通訳 一般財団法人 日本国際協力センター 
遠藤 信雄 業務主任／港湾計画 株式会社パデコ 
横川 正大 港湾施設設計 株式会社パデコ（株式会社ペン） 
井川 勝 付帯施設／荷役機械 株式会社エコー（MES 特機） 
佐瀬 攻 自然条件調査 株式会社エコー 
手島 速雄 環境社会配慮 1 株式会社パデコ 
久保 勉 施工・調達計画／積算 株式会社パデコ（株式会社ペン） 
長田 千絵美 環境社会配慮 2 株式会社パデコ 

 
(2) 概要説明 

概要説明現地調査の調査団員の構成は、以下のとおりである。 
 
氏  名 担  当 所  属 
小柳 桂泉 総括 国際協力機構 経済基盤開発部 運輸交通・情報

通信第一課 主任調査役 
岡田 登 通訳 一般財団法人 日本国際協力センター 
遠藤 信雄 業務主任／港湾計画 株式会社パデコ 
横川 正大 港湾施設設計 株式会社パデコ（株式会社ペン） 
山本 典文 施工・調達計画／積算 株式会社パデコ 
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2. 調査行程 

(1) 現地調査 

 
 

(2) 概要説明 

 

総括 通訳 業務主任/港湾計画 港湾施設設計 付帯施設/荷役機械 自然条件調査 環境社会配慮1 施工・調達計画/積算 環境社会配慮2

小柳　桂泉 安土　和夫 遠藤　信雄 横川　正大 井川　勝 佐瀬　攻 手島　速雄 久保　勉 長田　千絵美

1 8月2日 金

2 8月3日 土

3 8月4日 日

4 8月5日 月 「ブ」国JICAFO表敬・C/P協議

5 8月6日 火

6 8月7日 水

7 8月8日 木

8 8月9日 金 22：00 東京→

9 8月10日 土 →ドバイ →ナイ ロビ→

10 8月11日 日 ナイ ロビ→ブジュンブラ

11 8月12日 月 団内会議 表敬・AfDB協議

12 8月13日 火 資料整理 運輸省表敬

13 8月14日 水 環境省協議

14 8月15日 木 資料整理

15 8月16日 金 22：00 東京→ 22：00 東京→ LTA等面談

16 8月17日 土 →ドバイ →ナイ ロビ→ 再委託協議・サイ ト確認 →ドバイ →ナイ ロビ→

17 8月18日 日 →01：00 ブジュンブラ 環境調査監督 →01：00 ブジュンブラ 団内会議 環境調査同行

18 8月19日 月 ミニッツ協議・署名

19 8月20日 火 JICAケニア報告 帰国

20 8月21日 水 MTTPEとの協議

21 8月22日 木

22 8月23日 金 「ブ」国FO定例報告 「ブ」国FO定例報告

23 8月24日 土 調査結果分析 資機材調達計画 調査結果整理

24 8月25日 日

25 8月26日 月

26 8月27日 火 貨物需要予測調査 環境関連情報収集 資機材調達計画 環境関連情報収集

27 8月28日 水

28 8月29日 木

29 8月30日 金

30 8月31日 土

31 9月1日 日

32 9月2日 月 資料整理

33 9月3日 火

34 9月4日 水

35 9月5日 木

36 9月6日 金

37 9月7日 土

38 9月8日 日 資料整理

39 9月9日 月

40 9月10日 火

41 9月11日 水

42 9月12日 木

43 9月13日 金

44 9月14日 土

45 9月15日 日

46 9月16日 月

47 9月17日 火

48 9月18日 水 再委託業者協議

49 9月19日 木 「ブ」国FO報告

50 9月20日 金 関連資料整理

51 9月21日 土 ブジュンブラ →ナイ ロビ→ドバイ →

52 9月22日 日 →17：50 東京

*JICAブルンジフィールドオフィス：「ブ」国FO

自然条件調査

自然条件調査

ブジュンブラ →ナイ ロビ→ドバイ →

「ブ」国FO報告

MTTPE協議

団内会議

ミニッツ協議・署名・BMPRA定例報告会

団内会議

調査結果整理・分析

環境省・ミニッツ協議・現場視察

環境再委託協議・調査サイ ト確認

ミニッツドラ フト協議・団内協議 港湾施設計画検討・資料解析

コンサルタント団員

→17：50 東京

ブジュンブラ →ナイ ロビ→ドバイ →

→17：50 東京

MTTPE、BMPRA報告・協議

「ブ」国JICAFO表敬・C/P協議

MTTPE等「ブ」国関係機関表敬・AfDB協議

運輸省協議・ミニッツ協議

「ブ」国FO報告

気象資料等確認

日程

No.
曜日

「ブ」国FO定例報告、関連機関イ ンタビュー

22：00 東京→ドバイ →

ナイ ロビ→ブジュンブラ

JICA

ナイ ロビ→ブジュンブラ

22：00 東京→ドバイ →

団内会議

資料整理

MTTPE、BMPRA報告・協議

ナイ ロビ→ブジュンブラ

団内会議

団内会議

資料整理

BMPRA定例報告会・現場視察

港湾施設調査

東京→ドバイ →ナイ ロビ

年月日

自然条件調査

団内会議

自然条件調査

BMPRA定例報告会・関連機関イ ンタビュー・現場調査

MTTPE協議

建設・資機材販売業

者等能力確認、単価

調査

環境再委託協議・調査サイ ト確認

関連機関情報収集 関連機関情報収集

「ブ」国FO定例報告、関連機関イ ンタビュー

団内会議

資料整理

港湾施設計画関連機関訪問

資機材輸送ルート・

施設状況調査

環境関連（省庁、NGO、コ

ンサルタント）情報収集

港湾施設現況調査

BMPRA定例報告会・関連機関訪問

資料整理

自然条件調査

「ブ」国FO定例報告、関連機関イ ンタビュー

港湾施設現況調査

荷役機械調査
環境関連（省庁、NGO、コ

ンサルタント）情報収集

総括 通訳 業務主任/港湾計
画

港湾施設設計 施工・調達計画/積算

小柳　桂泉 岡田　登 遠藤　信雄 横川　正大 山本　典文

1 2月22日 土

2 2月23日 日

3 2月24日 月

4 2月25日 火

5 2月26日 水

6 2月27日 木

7 2月28日 金

8 3月1日 土

年月日 曜日

東京

ドラフト説明・ミニッツ協議

ミニッツ協議・署名
在ケニア日本大使館報告（於ブルンジ）

→01：00 ブジュンブラ

ブジュンブラ→ナイロビ→ドバイ→

ドラフト説明・ミニッツ協議

22：00 東京→

コンサルタント団員

→ドバイ→ナイロビ→

JICA日

程
No.
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3. 関係者（面会者）リスト 

(1) ブルンジ側関係者 

Ministry of Transport and Public Works and Equipment (MTTPE)（運輸・公共事業・設備

省） 

Mr. DEOGRTIAS Rurimunzu Minister 理事 
Mr. BAKIRE Nzoyisaba Vincent Permanent Secretary 次官 

 
Burundi Maritime, Port and Railway Authority (BMPRA)（ブルンジ海事・港湾・鉄道公社） 

Mr. Dieudonné DUKUNDANE Director General 総裁 
Mr. Nibigira EZECHIEL Director General 総裁 
Mr. Pontien BIKEBAKO Directeur projet Environnement 環境ダイレクター 
Mr. Felix NIMBONA Naval inspectator 監理官 
Mr. Bahati REVERIEN Administrative and Financial Director 行財政監理官 
Mr. MAHIMANA Diomède Director ダイレクター 

 
Global Port Services Burundi (GPSB)（グローバルポートサービス・ブルンジ） 

Mr. Kobus van der Merwe Director General 総裁 
Mr. Bonaventure SINZOBAKWIRA Assistant Director General 総裁補佐 
 
Ministere de L’Eau, de l’Environment, de l’Amennagament du Territoire et de l’Urbanisme 
(MOE)（環境・水資源・土地・都市計画省） 

Ing. Jean Calude NDUWAYO Minister 大臣 
Mr. NIMFASHA Joseph Advisor アドバイザー 
Ms. Antoinette MACUMI Director General of Forestry and Environment 森林及び環境長官 
Ms. Bernaditte HAKIZIMANA In charge of EIA 環境影響アセスメ

ント担当 
 
(2) 日本側関係者 

在ケニア日本大使館 森 美樹夫 公使 
在ケニア日本大使館 豊田 友紀子 三等書記官 
JICA ケニア事務所 木村 聖 所員 
JICA ブルンジフィールドオフィス 守田 聖子 企画調査員 
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4. 討議議事録 (M/D) 

(1) 現地調査時（2013 年 8月 19日） 

英文 
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仏文 
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(2) 概要説明時（2014 年 2月 27日） 

英文 
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施工・調達業者契約認証まで非公表 
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仏文 
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5. 荷役機械調達に係わる「ブ」国書簡  

英文 
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仏文 
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6. 気象・水位 

ブジュンブラの気温 
単位:°C 

年 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 

最高気温 33.6 29.4 33.3 35.0 30.5 34.5 35.5 34.5 34.5 35.2 35.3 33.2 33.6 

最低気温 11.2 19.1 15.0 14.1 18.7 14.0 14.4 14.5 13.1 14.1 15.0 15.4 14.9 

平均気温 22.4 24.2 24.7 24.9 24.6 25.1 24.9 25.0 24.8 25.1 25.2 24.3 24.3 

出典：IGEBU Bujumbura Airport 
 

ブジュンブラの月別平均気温  
単位:°C 

月 Jan Feb Mar Apr May Jun Jul Aug Sep Oct Nov Dec Year 
平均気温 23.2 23.1 23.0 23.0 23.2 22.9 22.5 23.4 24.0 23.8 22.9 22.9 23.2 

出典：Newest Every Country in the World Directory, the 11th Version  
 

ブジュンブラの月別平均降水量 
単位：mm 

年 
月 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 

月 
平均 

1 月 103.1 113.1 135.4 46.5 104.2 195.2 87.0 143.0 99.1 125.0 210.4 76.6 62.1 115.4 
2 月 37.0 77.2 121.6 60.9 19.9 61.0 121.0 81.7 166.7 148.0 124.0 88.4 96.2 92.6 
3 月 149.4 99.9 124.4 100.8 162.8 145.9 124.0 86.5 71.0 188.4 155.8 173.3 43.6 125.1 
4 月 42.1 97.9 79.5 68.1 93.7 70.2 111.0 150.0 69.2 133.3 63.7 116.9 104.1 92.3 
5 月 − 93.0 34.0 25.0 0.7 130.6 88.9 22.2 23.2 86.8 33.8 62.5 54.4 54.6 
6 月 − 4.8 − 1.9 − 1.1 2.5 10.7 89.2 1.6 4.4 33.3 46.8 19.6 
7 月 − 76.0 − 0.5 1.5 − 0.9 52.3 15.1 − 3.7 23.6 − 17.4 
8 月 − − − 2.5 1.7 4.8 38.1 6.9 3.6 3.5 − 4.6 29.5 9.5 
9 月 2.5 62.3 5.6 54.0 73.6 4.2 32.3 29.9 31.9 5.1 41.2 87.0 33.8 35.7 

10 月 40.2 67.6 74.9 77.0 37.1 32.9 63.0 113.0 69.7 67.6 50.9 67.5 172.7 71.9 
11 月 203.8 91.4 57.1 68.0 45.4 116.1 157.0 63.4 65.1 248.7 90.8 108.9 56.7 105.6 
12 月  88.0 134.2 38.3 181.5 55.0 215.0 94.6 37.0 225.8 78.0 202.9 246.0 134.4 

年間降

水量 
728.8 871.2 766.7 543.5 722.1 817.0 1040.7 854.2 740.8 1233.8 856.7 1045.5 945.9  

出典：IGEBU Bujumbura Airport 
 

月別平均気圧 
単位：hPa 

年 
月 2008 2009 2010 2011 2012 平均 

1 月 922.7 922.5 921.3 923.3 922.5 922.5 
2 月 923.5 923.2 922.2 922.8 921.7 922.7 
3 月 923.3 922.3 922.1 922.1 922.1 922.4 
4 月 922.9 922.7 922.5 922.7 923.0 922.8 
5 月 923.2 923.5 923.7 921.8 924.3 923.3 
6 月 923.6 924.0 923.4 920.9 925.5 923.5 
7 月 922.6 925.1 924.5 921.7 924.8 923.7 
8 月 921.4 924.4 923.2 922.2 923.6 923.0 
9 月 920.9 922.2 923.1 922.3 923.4 922.4 
10 月 921.2 922.2 922.2 922.2 923.6 922.3 
11 月 922.0 921.0 922.3 921.1 921.9 921.7 
12 月 920.8 922.5 923.0 921.6 922.6 922.1 

出典：IGEBU Bujumbura Airport 

月別平均湿度 
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単位：% 
年 

月 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 平均 
1 月 79 78 69 73 79 74 77 75 73 75 75 77 75.3 
2 月 77 76 68 75 76 74 69 77 76 76 74 74 74.3 
3 月 78 75 71 76 76 73 72 76 75 75 75 74 74.7 
4 月 75 78 72 78 74 75 74 76 76 75 73 77 75.3 
5 月 74 73 69 76 75 74 72 69 75 73 74 77 73.4 
6 月 72 66 65 64 72 68 70 68 69 68 69 71 68.5 
7 月 69 65 61 63 64 65 68 67 64 65 69 70 65.8 
8 月 61 55 54 60 63 64 66 65 62 61 67 65 61.9 
9 月 70 56 59 68 61 60 66 62 60 65 68 69 63.7 
10 月 73 68 57 68 67 65 69 70 67 67 75 73 68.3 
11 月 69 74 68 76 73 79 76 73 75 73 79 77 74.3 
12 月 75 75 70 78 73 77 75 74 76 74 79 78 75.3 

出典：IGEBU Bujumbura Airport 
 

月別平均日照時間 
単位：hours 

年 
月 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 平均 
1 月 181.8 165.5 146.7 167.7 146.6 232.4 203.5 179.3 172.9 108.1 170.5 
2 月 100.9 170.8 175.5 202.7 155.0 140.4 198.4 160.7 154.3 93.1 155.2 
3 月 184.3 180.4 203.8 167.7 175.5 152.5 204.2 196.4 205.2 185.2 185.5 
4 月 184.7 153.4 229.9 164.3 196.2 211.1 210.8 194.2 215.6 234.2 199.4 
5 月 248.6 211.9 213.4 252.1 234.4 257.7 187.5 239.6 251.0 232.1 232.8 
6 月 245.1 283.6 226.9 300.0 266.8 309.7 264.2 217.5 241.2 308.3 266.3 
7 月 321.8 287.0 315.2 232.4 264.3 318.2 166.3 300.9 325.1 280.6 281.2 
8 月 280.4 296.5 282.5 225.8 259.4 271.2 − 290.5 238.8 186.2 259.0 
9 月 180.0 212.7 205.4 224.1 220.1 205.3 209.1 230.4 259.2 142.8 208.9 
10 月 187.0 211.0 228.0 187.0 190.2 223.3 146.1 202.1 162.5 171.8 190.9 
11 月 191.7 145.5 149.2 190.9 176.4 175.7 163.5 189.8 − − 172.8 
12 月 177.3 152.0 247.0 169.5 174.2 168.0 129.9 183.4 131.3 − 170.3 
 

月平均風速 
単位：m/sec 

年 
月 2004 2005 2006 2007 2008 2009 平均 
1 月 − 0.34 1.51 0.19 1.11 0.95 0.82 
2 月 − 0.46 − 0.75 0.31 0.66 0.55 
3 月 0.86 0.49 1.24 1.37 0.11 0.72 0.80 
4 月 0.49 0.89 0.88 0.82 1.00 0.35 0.74 
5 月 0.53 0.70 0.63 1.78 2.15 1.01 1.13 
6 月 0.00 1.05 2.15 1.84 1.90 − 1.39 
7 月 − − 2.25 − 1.68 − 1.97 
8 月 − 2.54 2.09 − 2.37 2.76 2.44 
9 月 − 2.69 2.40 − 1.81 − 2.30 
10 月 1.91 2.33 2.06 2.03 1.51 − 1.97 
11 月 1.17 − 0.67 1.57 1.68 − 1.27 
12 月 0.72 − − − 1.68 − 1.20 

注：観測点はブジュンブラ港の北東およそ 5 km 地点 
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タンガニーカ湖の水位 

 

年 最高水位 最低水位 振幅 年 最高水位 最低水位 振幅

1929 773.75 772.90 0.85 1971 775.9 775.0 0.90
1930 774.11 773.62 0.49 1972 775.7 774.8 0.90
1931 774.65 773.95 0.70 1973 775.3 774.4 0.90
1932 774.89 774.22 0.67 1974 775.3 774.5 0.80
1933 774.91 774.07 0.84 1975 774.8 774.1 0.70
1934 774.63 773.82 0.81 1976 774.9 774.1 0.80
1935 774.76 773.93 0.83 1977 774.9 774.0 0.90
1936 775.16 774.28 0.88 1978 775.2 774.4 0.80
1937 775.45 774.85 0.60 1979 775.8 774.9 0.90
1938 775.53 774.70 0.83 1980 775.7 774.8 0.90
1939 775.45 774.72 0.73 1981 775.6 774.7 0.90
1940 775.40 774.57 0.83 1982 775.1 774.3 0.80
1941 774.88 774.05 0.83 1983 775.8 774.4 1.40
1942 775.22 774.50 0.72 1984 774.9 773.9 1.00
1943 774.95 774.03 0.92 1985 774.8 773.8 1.00
1944 774.51 773.80 0.71 1986 774.6 773.7 0.90
1945 774.35 773.51 0.84 1987 774.9 774.3 0.60
1946 774.07 773.32 0.75 1988 774.9 774.2 0.70
1947 774.21 773.55 0.66 1989 775.5 774.7 0.80
1948 774.20 773.35 0.85 1990 775.7 774.8 0.90
1949 773.82 772.95 0.87 1991 775.4 774.7 0.70
1950 773.79 772.83 0.96 1992 775.4 774.7 0.70
1951 773.75 773.00 0.75 1993 775.2 774.2 1.00
1952 774.41 773.80 0.61 1994 774.6 774.2 0.40
1953 774.60 773.70 0.90 1995 774.7 774.0 0.70
1954 774.13 773.25 0.88 1996 774.5 773.8 0.70
1955 774.02 773.23 0.79 1997 774.8 773.6 1.20
1956 774.15 773.42 0.73 1998 775.6 774.4 1.20
1957 774.52 773.70 0.82 1999 775.3 774.5 0.80
1958 774.38 773.50 0.88 2000 774.8 773.9 0.90
1959 774.24 773.45 0.79 2001 774.7 774.0 0.70
1960 774.46 773.57 0.89 2002 774.8 774.1 0.70
1961 774.31 773.51 0.80 2003 774.6 773.8 0.80
1962 775.39 774.98 0.41 2004 774.3 773.5 0.80
1963 776.29 775.64 0.65 2005 774.7 773.2 1.50
1964 777.07 776.32 0.75 2006 773.70 773.00 0.70
1965 776.8 775.83 0.97 2007 774.05 773.40 0.65
1966 776.56 775.63 0.93 2008 774.30 773.55 0.75
1967 776.10 775.31 0.79 2009 774.38 773.62 0.76
1968 776.72 775.95 0.77 2010 774.68 773.98 0.70
1969 776.62 775.64 0.98 2011 774.35 773.35 1.00
1970 776.42 775.40 1.02 2012 774.73 773.83 0.90

1929～  平均  平均  平均

2012 最高水位 最低水位 振幅

84年間 774.96 774.14 0.82
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7. 土質調査結果 

 
ボーリング位置図 



 

資料-61 

 
ボーリング No. 1～5 柱状図 

Note Note
(Soil Aspect) (Soil Aspect)

(m)

1 Silt & midiumsize Boulders Silt

2 8 Silt & small size Boulders Clayey silt

3 Sand Clayey silt

4 18 Silty Sand Sand

5 Sand Sand

6 30 Sand Clayey silt

7 Sand Clayey silt

8 38 Sand Silty sand

9 Sand Sand

10 20 Sand Sand

11 16 Sand Sand

12 47 Sand Sand

13 23 Sand Sand

14 27 Sand Sand

15 37 Sand Sand

16 150/30 Sand Sand

17 150/50 Sand Sand

18 150/59 Sand Sand

19 150/57 Sand Sand

20 64 Sand Sand

21 Sand Sand

22 66 Sand Sand

23 Sand Sand

24 44 Sand Sand

25 Silty sand with stiff clay Sand

26 150/55 Sand Sand

27 Sand Sand

28 150/50 Sand Sand

29 Sand Sand

30 72 Sand Sand

Note Note
(Soil Aspect) (Soil Aspect)

(m)

1 Silty sand Silty clay

2 18 Sand Silty clay

3 Sand Silty clay

4 7 Sand Silty 

5 Sand Silty sand

6 20 Sand Silty sand

7 Sand Sand

8 40 Sand Sand

9 Sand Sand

10 42 Sand Sand

11 42 Sand Sand

12 37 Sand Sand

13 42 Sand Sand

14 48 Sand Sand

15 44 Sand Sand

16 49 Sand Sand

17 41 Sand Sand

18 39 Sand Sand

19 51 Sand Sand

20 66 Sand Sand

21 Sand Sand

22 150/50 Sand Sand

23 Sand Sand

24 66 Sand Sand

25 Sand Sand

26 48 Sand Sand

27 Sand Sand

28 54 Sand Sand

29 Sand Sand

30 55 Sand Sand

Standard Penetration Test

Note
(Soil Aspect)

(m)

1 Sand with cobbles

2 8 Sand with cobbles

3 Silty sand

4 5 Silty sand

5 Silty sand

6 50 Silty sand

7 Silty sand

8 38 Sand 

9 Sand 

10 48 Sand 

11 41 Sand 

12 44 Sand 

13 60 Sand 

14 54 Sand 

15 69 Sand 

16 150/57 Sand 

17 50 Sand 

18 74 Sand 

19 50 Sand 

20 150/50 Sand 

22.9 2.67

31.5 2.75

8.8 2.78

0 10 20 30 40 50 60 (%) (t/m3)

Bujumbura Port hole No.4

C
o
ntent

M
oisture

G
ravity

S
pecific

E; 760640.000-N; 9626704.000  EL; 777.722
N - Value

25.6 2.67

12.5 2.73

10.3 2.78

C
o
ntent

M
oisture

G
ravity

S
pecific

E; 760747.000-N; 9626746.000  EL; 777.910
N - Value

10 20 30 40 50 60 (%) (t/m3)

25.1 2.74

17.4 2.77

23.0 2.77

20.8 2.78

14.8 2.89

31.0 2.87

19.4 2.78

5.0 2.77

N - Value
E; 760696.000-N; 9626746.000  EL; 778.454

Bujumbura Port hole No.3

N - Value

Bujumbura Port hole No.5
E; 760600.000-N; 9626693.000  EL; 776.969

0 10 20 30 40 50 60

C
o
ntent

M
oisture

G
ravity

S
pecific

17.4 2.86

39.6 2.79

(%) (t/m3)

C
o
ntent

M
oisture

G
ravity

S
pecific

(%) (t/m3) 0

Bujumbura Port hole No.2

D
e
pth

B
lo

w
 N

o
.

0 10 20 30 40 50 60

C
o
ntent

M
oisture

G
ravity

S
pecific

(%) (t/m3)

D
e
pth

D
e
pth

B
lo

w
 N

o
.

6050

B
lo

w
 N

o
.

0 10 20 30 40

N - Value
E; 760808.000-N; 9626767.000  EL; 778.216

Bujumbura Port hole No.1
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ボーリング No. 6・7 柱状図 

 

(m)

1 9 Silt Silt & gravel

2 18 Silt Silty clay & gravel

3 13 Sand Sand

4 4 Sand Sand & gravel

5 4 Silty sand Silty sand & gravel

6

7

8

9

10

18.0 2.86

(t/m3)

30.8 2.91

G
ravity

S
pecific

E; 761067.000-N; 9626792.000  EL; 779.456 Note

N - Value (Soil Aspect)

Bujumbura Port hole No.7 C
ontent

M
oisture

0 10 20 30 40 50 (%)

9.2 2.91

16.7 2.79

Note

(Soil Aspect)

S
pecific

G
ravity

M
oisture

C
ontent

D
e
pth

B
lo

w
 N

o
. N - Value

Bujumbura Port hole No.6

E; 760491.000-N; 9626708.000  EL; 777.585

(t/m3)(%)0 10 20 30 40 50
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8. 環境調査結果 

8-1 土壌調査 

 
土壌調査位置図 
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土壌の物理試験結果及び科学分析結果 

 
 

 
Note: LOQ stands for “Limit of Quantitation” 

10-15 50-60 10-15 50-60 10-15 50-60 10-15 50-60 10-15 50-60 10-15 50-60 10-15 50-60 10-15 50-60 10-15 50-60 10-15 50-60

Medium

Sand
Fine Sand Silt Fine Sand Silt

Medium

Sand

Medium

Sand

Medium

Sand
Silt Silt Silt Fine Sand Silt Silt Silt Silt Silt Silt

Medium

Sand

Medium

Sand

Brown
Light

brown
Brown Brown Brown Brown Brown Brown

Dark

brown

Dark

brown
Brown

Light

brown
Brown Brown Brown

Light

brown
Brown

Red

brown

Light

brown

Light

brown

No odor No odor No odor No odor No odor No odor No odor No odor No odor No odor No odor No odor No odor No odor No odor No odor No odor No odor No odor No odor

Parameter LOQ Unit

Water content - mass-% 7.9 2.2 18.5 7.7 3.7 7.7 15.4 22.6 24.2 26.8 26.1 6.3 21.2 21.7 25.4 23.9 25.7 27 9 1.2

Specific gravity 0.1 g/cm³ 2.1 1.8 2 2 1.9 2 1.9 2 1.8 2.1 1.6 2.1 1.9 1.8 1.6 1.8 2 1.9 2.7 2.8

Grain size - mm 0.19 0.17 0.0074 0.17 0.009 0.19 0.25 0.23 0.015 0.005 0.012 0.18 0.005 0.0083 0.016 0.012 0.01 0.01 0.25 0.3

Lipophilic substances 5 mg/l < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 < 5

Arsenic (As) 0.005 mg/l < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005

Cadmium (Cd) 0.001 mg/l < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001

Chromium (Cr) 0.005 mg/l < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005

Copper (Cu) 0.005 mg/l < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005

Tin (Sn) 0.01 mg/l < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01

Mercury (Hg) 0.0002 mg/l < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002

Nickel (Ni) 0.005 mg/l < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005

Zinc (Zn) 0.01 mg/l 0.01 < 0.01 0.01 0.01 < 0.01 < 0.01 0.01 < 0.01 0.02 < 0.01 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01

M8 M9 M10

Soil type

Color

Odor

M5 M6 M7Sampling location code M1 M2 M3 M4

Sampling depth (cm)

10-15 50-60 10-15 50-60 10-15 50-60 10-15 50-60 10-15 50-60 10-15 50-60 10-15 50-60 10-15 50-60 10-15 50-60 10-15 50-60

Medium

Sand

Medium

Sand
Silt

Medium

Sand
Silt

Medium

Sand
Silt Silt Silt Silt Silt Silt Silt

Medium

Sand

Medium

Sand
Silt

Medium

Sand
Silt

Medium

Sand

Medium

Sand

Brown Brown
Dark

brown
Brown Brown

Light

brown
Brown Brown Brown

Light

brown

Dark

brown

Dark

brown

Dark

brown

Dark

brown
Brown Brown Brown Brown

Dark

brown

Dark

brown

No odor No odor No odor No odor No odor No odor No odor No odor No odor No odor No odor No odor No odor No odor No odor No odor No odor No odor No odor No odor

Parameter LOQ Unit

Water content - mass-% 12.4 8.9 22.6 10.9 23.8 8.3 20.2 19.3 21.1 17.3 28.2 24.7 23.5 10.8 12.1 4.8 10.1 6.2 9.6 4.4

Specific gravity 0.1 g/cm³ 2 2 1.7 2 1.7 2.1 2 1.9 1.9 1.5 1.9 1.9 1.7 1.9 1.9 1.8 1.7 1.9 2.1 2.7

Grain size - mm 0.22 0.25 0.012 0.24 0.006 0.19 0.009 0.01 0.028 0.014 0.006 0.0095 0.005 0.17 0.17 0.17 0.19 0.15 0.22 0.26

Lipophilic substances 5 mg/l < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 37 < 5

Arsenic (As) 0.005 mg/l < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005

Cadmium (Cd) 0.001 mg/l < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001

Chromium (Cr) 0.005 mg/l < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 0.009 < 0.005

Copper (Cu) 0.005 mg/l < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 0.007 < 0.005

Tin (Sn) 0.01 mg/l < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01

Mercury (Hg) 0.0002 mg/l < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002

Nickel (Ni) 0.005 mg/l < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005

Zinc (Zn) 0.01 mg/l 0.01 < 0.01 0.02 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 0.01 0.03 < 0.01

M17 M18 M19 M20

Sampling depth (cm)

Soil type

Color

Odor

M11 M12Sampling location code M13 M14 M15 M16
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Note: LOQ stands for “Limit of Quantitation” 

 
 

10-15 50-60 10-15 50-60 10-15 50-60 10-15 50-60 10-15 50-60 10-15 50-60 10-15 50-60 10-15 50-60 10-15 50-60 10-15 50-60

Silt
Medium

Sand
Fine Sand Silt Silt Silt Fine Sand Silt

Medium

Sand
Silt

Medium

Sand
Silt Silt

Medium

Sand
Silt

Medium

Sand

Medium

Sand

Medium

Sand

Medium

Sand
Fine Sand

Dark

brown

Dark

brown
Brown Brown

Dark

brown
Brown

Dark

brown
Brown Brown Brown Brown Brown Brown Brown Brown Brown Brown Brown Brown Brown

No odor No odor No odor No odor No odor No odor No odor No odor No odor No odor No odor No odor No odor No odor No odor No odor No odor No odor No odor No odor

Parameter LOQ Unit

Water content - mass-% 22.9 8.3 6.7 19.5 24 19.7 14.1 17.1 6.4 14.6 0.3 13 19.7 6.4 23 7.8 10.8 4.6 5.5 9.9

Specific gravity 0.1 g/cm³ 1.6 2.2 2.7 1.6 2 1.6 2.1 1.8 2.2 1.8 1.4 2 1.8 1.9 1.8 2.1 1.9 2.2 2.3 2.2

Grain size - mm 0.0073 0.2 0.14 0.014 0.013 0.012 0.17 0.13 0.4 0.03 0.23 0.017 0.016 0.17 0.014 0.21 0.21 0.33 0.45 0.1

Lipophilic substances 5 mg/l < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 20 < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 < 5

Arsenic (As) 0.005 mg/l < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005

Cadmium (Cd) 0.001 mg/l < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001

Chromium (Cr) 0.005 mg/l < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 0.006

Copper (Cu) 0.005 mg/l < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005

Tin (Sn) 0.01 mg/l < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01

Mercury (Hg) 0.0002 mg/l < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002

Nickel (Ni) 0.005 mg/l < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005

Zinc (Zn) 0.01 mg/l 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 0.04 < 0.01 < 0.01 < 0.01 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 0.01 < 0.01 < 0.01 0.02

M28 M29 M30

Soil type

Color

Odor

M21 M22 M23Sampling location code

Sampling depth (cm)

M24 M25 M26 M27

10-15 50-60 10-15 50-60 10-15 50-60 10-15 50-60 10-15 50-60 10-15 50-60 10-15 50-60 10-15 50-60 10-15 50-60 10-15 50-60

Silt Silt Fine Sand Silt
Medium

Sand
Fine Sand

Medium

Sand

Medium

Sand
Fine Sand

Medium

Sand

Medium

Sand
Silt Silt Silt

Medium

Sand

Medium

Sand

Medium

Sand

Medium

Sand

Medium

Sand

Medium

Sand

Brown Brown
White

brown

White

brown
Brown White

White

brown

White

brown
White White Brown Brown Brown Brown Brown

Organic

brown
Brown Brown

Red

brown

Light

brown

No odor No odor No odor No odor No odor No odor No odor No odor No odor No odor No odor No odor No odor No odor No odor No odor No odor No odor No odor No odor

Parameter LOQ Unit

Water content - mass-% 27.9 22 3.3 10.8 8.3 3.9 6.8 1.1 3.9 1.3 7.1 12.2 14.2 7.2 11.1 4.3 9 3.5 6.1 2

Specific gravity 0.1 g/cm³ 1.8 1.6 1.9 1.6 2.5 1.7 2.8 2.1 2.5 2 2.2 1.8 1.9 2.8 1.7 1.4 1.6 1.3 2 2.5

Grain size - mm 0.02 0.01 0.2 0.04 0.24 0.12 0.25 0.37 0.2 0.24 0.2 0.024 0.11 0.086 0.19 0.23 0.2 0.19 0.34 0.24

Lipophilic substances 5 mg/l < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 < 5

Arsenic (As) 0.005 mg/l < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005

Cadmium (Cd) 0.001 mg/l < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001

Chromium (Cr) 0.005 mg/l < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 0.007 < 0.005

Copper (Cu) 0.005 mg/l 0.006 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005

Tin (Sn) 0.01 mg/l < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01

Mercury (Hg) 0.0002 mg/l < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002

Nickel (Ni) 0.005 mg/l < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005

Zinc (Zn) 0.01 mg/l 0.02 0.01 < 0.01 0.02 0.01 < 0.01 0.02 < 0.01 0.01 < 0.01 0.04 0.03 0.01 < 0.01 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 0.04 < 0.01

M39 M40

Color

Odor

M31 M32 M33 M34Sampling location code

Sampling depth (cm)

Soil type

M35 M36 M37 M38
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Note: LOQ stands for “Limit of Quantitation”. 
Upon ETA’s request to analyze oil and grease (n-hexane extractable materials), lipophilic substances were analyzed in the laboratory through gravimetric determination of low volatile 
lipophilic substances. Petrol ether (a mixture of hydrocarbons with boiling point between 40-60 °C) was used as solvent for the extraction. Examples of lipophilic substances are mono-, 
di- or triglycerides, phosphor- or glycolipides or sterol ester. 

10-15 50-60 10-15 50-60 10-15 50-60 10-15 50-60 50 150 50 150 50 150

Medium

Sand
Fine Sand Silt Silt Silt

Medium

Sand
Fine Sand Fine Sand Fine Sand

Medium

Sand
Silt

Medium

Sand

Medium

Sand
Fine Sand

Brown
Light

brown
Brown

Light

brown
Brown Brown Brown Brown Brown Brown Brown Brown Brown

Light

brown

No odor No odor No odor No odor No odor No odor No odor No odor No odor No odor No odor No odor No odor No odor

Parameter LOQ Unit

Water content - mass-% 9.2 13.9 13.7 9.5 12.5 15.1 18.9 10.3 8.9 8.9 24.8 4.7 8.3 4.8

Specific gravity 0.1 g/cm³ 2.9 2.6 2.8 2.5 2.7 2.8 2.7 2.8 2.7 2.7 1.8 2.3 2.4 2.2

Grain size - mm 0.24 0.081 0.14 0.08 0.15 0.15 0.17 0.18 0.17 0.16 0.006 0.21 0.2 0.009

Lipophilic substances 5 mg/l < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 10 < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 < 5

Arsenic (As) 0.005 mg/l < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005

Cadmium (Cd) 0.001 mg/l < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001 < 0.001

Chromium (Cr) 0.005 mg/l 0.005 0.006 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005

Copper (Cu) 0.005 mg/l 0.005 0.006 0.006 < 0.005 < 0.005 0.006 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005

Tin (Sn) 0.01 mg/l < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01

Mercury (Hg) 0.0002 mg/l < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002 < 0.0002

Nickel (Ni) 0.005 mg/l < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005

Zinc (Zn) 0.01 mg/l 0.02 0.05 0.04 0.01 0.04 0.04 < 0.01 0.07 < 0.01 0.02 0.07 < 0.01 0.01 < 0.01

Odor

M41 M42 M43 P1 P2Sampling location code

Sampling depth (cm)

Soil type

Color

P3 P4
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土壌の PCB 分析結果 

 
 

 
Note: LOQ stands for “Limit of Quantitation” 

10-15 50-60 10-15 50-60 10-15 50-60 10-15 50-60 10-15 50-60 10-15 50-60 10-15 50-60 10-15 50-60 10-15 50-60

Parameter LOQ Unit

PCB 18 0.003 mg/kg < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003

PCB 20 0.003 mg/kg < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003

PCB 28 0.003 mg/kg < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003

PCB 31 0.003 mg/kg < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003

PCB 44 0.003 mg/kg < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003

PCB 52 0.003 mg/kg < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003

PCB 101 0.003 mg/kg < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003

PCB 105 0.003 mg/kg < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003

PCB 118 0.003 mg/kg < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003

PCB 138 0.003 mg/kg < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003

PCB 149 0.003 mg/kg < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003

PCB 153 0.003 mg/kg < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003

PCB 156 0.003 mg/kg < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003

PCB 170 0.003 mg/kg < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003

PCB 180 0.003 mg/kg < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003

PCB 194 0.003 mg/kg < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003

Total 6 PCB mg/kg - - - - - - - - - - - - - - - - - -

M30 M34 M37 M40 M42Sampling location code M7 M13 M16 M23

Sampling depth (cm)

V1

10-15 50-60 10-15 50-60 10-15 50-60 10-15 50-60 0-10

Parameter LOQ Unit

PCB 18 0.003 mg/kg < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003

PCB 20 0.003 mg/kg < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003

PCB 28 0.003 mg/kg < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003

PCB 31 0.003 mg/kg < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003

PCB 44 0.003 mg/kg < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003

PCB 52 0.003 mg/kg < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003

PCB 101 0.003 mg/kg < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 0.049

PCB 105 0.003 mg/kg < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003

PCB 118 0.003 mg/kg < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003

PCB 138 0.003 mg/kg < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 0.4

PCB 149 0.003 mg/kg < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 0.35

PCB 153 0.003 mg/kg < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 0.53

PCB 156 0.003 mg/kg < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 0.027

PCB 170 0.003 mg/kg < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 0.19

PCB 180 0.003 mg/kg < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 0.67

PCB 194 0.003 mg/kg < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 0.13

Total 6 PCB mg/kg - - - - - - - - 1.649

P2 P3Sampling location code

Sampling depth (cm)

P4P1
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8-2 底質調査 

 

 

底質調査位置図 

 
底質の物理試験結果及び科学分析結果 

Sample ID  L1 L2 L3 L4 L5 L6 L7 
Sampling depth (m) 2.4 4.3 4.6 4.9 5.8 5.8 6.4 
Sediment type Silt Silt Silt Medium 

Sand 
Silt Silt Silt 

Color  Blackish 
brown 

Blackish 
brown 

Blackish 
brown 

Blackish 
brown 

Blackish 
brown 

Blackish 
brown 

Blackish 
brown 

Odor Strongly 
sulfurous 

Strongly 
sulfurous 

Sulfurous Sulfurous Strongly 
sulfurous 

Strongly 
sulfurous 

Sulfurous 

Para-
meter 

Analysis 
method  Unit 

 Water 
content 

DIN EN 
14346 

mass-
% 67 65.8 47.3 31.7 63.4 49.1 67 

Specific 
gravity SOP 806 g/cm³ 1.2 1.2 1.5 1.5 1.2 1.3 1.3 
Grain 
size 

DIN 
18123 mm 0.026 0.023 0.032 0.23 0.0075 0.025 0.0074 
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底質の PCB 分析結果 

Parameter Analysis method LOQ Unit 

Sample ID 

L1 L2 L3 L4 L5 L6 L7 

PCB 18 DIN 38414-20 0.003 mg/kg < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 

PCB 20 DIN 38414-20 0.003 mg/kg < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 

PCB 28 DIN 38414-20 0.003 mg/kg < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 

PCB 31 DIN 38414-20 0.003 mg/kg < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 

PCB 44 DIN 38414-20 0.003 mg/kg < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 

PCB 52 DIN 38414-20 0.003 mg/kg < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 

PCB 101 DIN 38414-20 0.003 mg/kg < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 

PCB 105 DIN 38414-20 0.003 mg/kg < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 

PCB 118 DIN 38414-20 0.003 mg/kg < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 

PCB 138 DIN 38414-20 0.003 mg/kg < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 

PCB 149 DIN 38414-20 0.003 mg/kg < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 

PCB 153 DIN 38414-20 0.003 mg/kg < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 

PCB 156 DIN 38414-20 0.003 mg/kg < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 

PCB 170 DIN 38414-20 0.003 mg/kg < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 

PCB 180 DIN 38414-20 0.003 mg/kg < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 

PCB 194 DIN 38414-20 0.003 mg/kg < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 < 0.003 
Note: LOQ stands for “Limit of Quantitation” 
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8-3 大気・騒音調査 

 

 

調査位置図 

 
一酸化炭素及び騒音調査結果 

 
 

SO2、NO2、O3、PM2.5 及び PM10 調査結果 

 
 



T1

T2

T3

430 m

T1 T2 T3

2013/08/29 - 30 Weekday 0.58 0.59 0.59 Average value in 24 hours

2013/08/31 - Weekend 1.28 1.29 1.17 Average value in 24 hours

52.3 55.3 44.1 Average value in daytime (7:00 - 22:00)

42.5 44.2 43.1 Average value in nighttime (22:00 - 7:00)

52.6 52.2 44.8 Average value in daytime (7:00 - 22:00)

43.8 43.9 43.0 Average value in nighttime (22:00 - 7:00)

Parameter Monitoring date RemarkUnit

dBAWeekdayNoise

μg/Nm3CO

2013/08/31 -

09/01

Weekend

2013/08/29 - 30

T1 T2 T3

2013/08/29 - 30 Weekday 92 169 49

2013/08/31 - Weekend 74 83 94

2013/08/29 - 30 Weekday 415 175 31

2013/08/31 - Weekend 207 103 18

2013/08/29 - 30 Weekday 94 86 79

2013/08/31 - Weekend 64 94 88

2013/08/29 - 30 Weekday 25 22 14

2013/08/31 -

09/01

Weekend 21 19 14

2013/08/29 - 30 Weekday 45 40 21

2013/08/31 - Weekend 38 36 19

Parameter Monitoring date Unit

μg/m3SO2

PM10 μg/m3

NO2 μg/m3

μg/m3

μg/m3O3

PM2.5
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8-4 水質調査 

 

水質調査位置図 

 



W1
W2

W3

W5

W4

W6

240 m
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水質調査結果 
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W1-1 0.5  27.6  7.42  10.44  0.34  1.76  8  15  0.31  <0.01 nil 

W1-2 2.3  26.2  7.4  4.8  0.34  0.88  6  42  0.36  <0.01 nil 

W2-1 0.5  27.3  7.36  11.62  0.34  0.51  9  87  0.45  <0.01 nil 

W2-2 2.5  26.1  7.32  5.81  0.34  0.83  8  33  0.5  <0.01 nil 

W2-3 4.5  25.8  7.3  4.81  0.33  0.47  11  85  0.56  <0.01 nil 

W3-1 0.5  28  7.4  15.35  0.33  0.84  10  134  0.48  <0.01 nil 

W3-2 2.5  26.2  7.35  6.76  0.34  0.39  12  156  0.39  <0.01 nil 

W3-3 5  25.8  7.27  6.14  0.33  0.5  14  202  0.36  <0.01 nil 
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W1-1 0.5  26.5  8.03  7.25  0.34  0.33  6  30  0.5  <0.01 nil 

W1-2 2.3  26.6  8.05  5.19  0.34  0.61  8  72  0.64  <0.01 nil 

W2-1 0.5  26.5  8.01  7.75  0.34  0.43  11  80  0.59  0.03  nil 

W2-2 2.5  26.4  8  5.03  0.34  0.41  9  48  0.53  0.06  nil 

W2-3 4.5  26.5  8.14  5.21  0.34  0.47  12  67  0.56  <0.01 nil 

W3-1 0.5  26.9  8.11  8.94  0.34  0.57  15  38  0.39  <0.01 nil 

W3-2 2.5  26.6  8.05  5.62  0.34  0.56  12  98  0.62  <0.01 nil 

W3-3 5  26.4  8.02  5.36  0.34  0.34  13  56  0.42  <0.01 nil 
Note1: DO = Dissolved Oxygen, TSS = Total Suspended Solids, COD = Chemical Oxygen Demand, T-N = Total 
Nitrogen, T-P = Total Phosphorus and NTU = Nephelometric Turbidity Units. 
Note2: It should be noted that the project site experience a strong rain for several hours on the day before the first 
water sampling (18 August 2013) while there was no precipitation observed on that site the entire week before the 
second water sampling day (24 August 2013).  
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W4-1 0.5  26.5  7.22  8.88  0.34  0.24  9  108  0.5  <0.01 nil 

W4-2 1.5  26.2  7.2  6.47  0.34  0.36  13  46  0.53  <0.01 nil 

W4-3 3  25.9  7.26  6.78  0.34  0.14  7  57  0.48  <0.01 nil 

W5-1 0.5  27.4  7.17  12.3  0.34  0.65  6  70  0.31  <0.01 nil 

W5-2 2.5  26.2  7.1  7.36  0.34  0.31  15  97  0.39  <0.01 nil 

W5-3 4.5  26  7.11  6.77  0.34  0.44  8  20  0.42  <0.01 nil 

W6-1 0.5  26.3  6.64  8.22  0.34  0.78  8  32  0.42  <0.01 nil 

W6-2 6  26.2  6.93  6.79  0.34  0.16  6  51  0.42  <0.01 nil 

W6-3 12  26  6.86  6.94  0.34  0.55  9  44  0.42  0.02  nil 
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W4-1 0.5  27  7.3  7.64  0.34  0.32  8  50  0.64  <0.01 nil 

W4-2 1.5  26  7.91  6.75  0.34  0.32  9  90  0.56  <0.01 nil 

W4-3 3  25.8  7.96  6.14  0.34  0.59  6  96  0.62  <0.01 nil 

W5-1 0.5  26.4  7.97  7.81  0.34  0.44  10  185  0.56  0.02  nil 

W5-2 2.5  26.3  8.02  5.56  0.34  0.44  11  93  0.73  <0.01 nil 

W5-3 4.5  26.2  8.04  7.6  0.34  0.54  8  45  0.67  <0.01 nil 

W6-1 0.5  26.4  8.11  7.87  0.34  0.46  14  50  0.62  0.12  nil 

W6-2 6  26.4  8.05  6.26  0.34  0.69  9  70  0.42  <0.01 nil 

W6-3 12  26.4  8.02  5.91  0.34  0.37  8  155  0.7  <0.01 nil 
Note1: DO = Dissolved Oxygen, TSS = Total Suspended Solids, COD = Chemical Oxygen Demand, T-N = Total 
Nitrogen, T-P = Total Phosphorus and NTU = Nephelometric Turbidity Units. 
Note2: It should be noted that the project site experience a strong rain for several hours on the day before the first 
water sampling (18 August 2013) while there was no precipitation observed on that site the entire week before the 
second water sampling day (24 August 2013). 
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